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入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に附します。 

令和８年７月１４日 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 

１ 調達内容 

（１）工 事 名  新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

（２）工事場所  岡山県新見市新見８１１－１ 

（３）工事内容  建築改修、電気設備、機械設備工事（詳細は設計図書による） 

（４）工  期  令和８年８月２８日（金）から令和８年１２月２８日（月）までの間 

（５）入札方法 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した額（当該

金額に 1 円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０

分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

２ 電子調達システムの利用について 

本案件は、電子調達システムにより行うこととする。 

なお、電子調達システムによりがたい場合は、当局へ申し出を行い紙入札方式参加届を提出することにより、紙入

札方式によることができる。 

 

３ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条及び第７１条の規定に該当

しない者であること。 

（２）令和０７・０８年度厚生労働省競争参加資格審査（建設工事）において、中国地域の「建築一式」のＣ等級又はＤ

等級に格付けされている者であること。（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者に

ついては、手続開始の決定後、厚生労働省大臣官房会計課長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を

受けていること。） 

（３）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書類提出期限の直近２年間（（ﾎ）及び（ﾍ）に

ついては２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

（ｲ）厚生年金保険 （ﾛ）健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） （ﾊ）船員保険 （ﾆ）国民年金 

（ﾎ）労働者災害補償保険 （ﾍ）雇用保険 

 注）各保険料のうち（ﾎ）及び（ﾍ）については、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未到来の場合

にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料

について滞納がない（分納が認められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

（４）平成２２年度以降に元請けとして完成・引き渡しが完了した以下の要件を満たす同種工事の施工実績を有すること。

（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０％以上の場合のものに限る。）なお、当該施工実績が厚生労働

省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を超える請負工事に係る施工実績にあっては、「工事成績評定表」の

評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 

  ・事務所の新築又は改修工事 

（５）次に掲げる基準を満たす主任技術者または監理技術者を当該工事に配置できること。 

ア １級建築施工管理技士、２級建築施工管理技士またはこれと同等以上の資格を有するものであること。なお、

「これと同等以上の資格を有する者」とは、一級建築士又は二級建築士の免許を有する者又は国土交通大臣若し

くは建設大臣が１級建築施工管理技士又は２級建築施工管理技士と同等以上の能力を有すると認定した者である。 

イ 平成２２年度以降に上記（４）に掲げる基準を満たす完成・引渡が完了した工事で元請けとしての経験を有す

る者であること。なお、当該経験が厚生労働省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を超える請負工事に

あっては、「工事成績評定表」の評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 



ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者又はこれに準ずるものであ

ること。 

エ 主任技術者または監理技術者については、直接的かつ恒常的な雇用関係があること。 

（６）中国地域に建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。 

（７）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

（８）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が確保される者であるこ

と。 

（９）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（10）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。 

（11）その他予決令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する者であること。 

 

４ 入札説明書の交付場所等 

（１）契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒７００－８６１１ 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎３階 

岡山労働局総務部総務課会計第二係 小見山 

電話０８６－２２５－２０１１ 

（２）入札説明書の交付方法 

岡山労働局ホームページ（https://jsite.mhlw.go.jp/okayama-roudoukyoku/）に掲載する。 

（「調達・売払情報」→「入札情報」） 

（３）入札説明書等の交付期間 

本公告の日から令和８年７月２９日（水）午後５時まで 

 

５ 入札書の提出場所等 

（１）電子調達システムによる入札書類データ（証明書等）の受領期限及び紙入札参加届等書類（証明書等）の受領期限 

令和８年７月３０日（木）午前１０時 

（２）電子調達システムによる入札書の受領期限及び紙入札方式による入札書の受領期限 

令和８年７月３１日（金）午後４時 

（３）開札の日時及び場所 

令和８年８月３日（月）午前９時 

岡山労働局（岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎３階） 

（４）電子調達システムのＵＲＬ 

https://www.p-portal.go.jp/ 

（５）入札等の問い合わせ先 

上記４（１）に示す場所と同じ。 

（６）紙入札方式による入札書等の提出先 

上記４（１）に示す場所と同じ。 

 

６ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする｡ 

（２）入札保証金 

会計法第２９条の４及び予決令第７７条の規定により免除する。 

（３）契約保証金 

会計法第２９条の９及び予決令第１００条の３の規定により免除する。 

ただし、付保割合を１０分の３以上とする公共工事履行保証証券を付すこと。 

（４）留意事項 

担当者等から提出される本入札に係る契約関係書類については、事業者としての決定であること。もし、押印

が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴取する場合があり得る。 

（５）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出し

た入札書その他入札の条件に違反した者の提出した入札書は無効とする。 



（６）契約書作成の要否 

契約書の作成を要す。原則、契約書の締結は電子契約によること。 

（７）落札者の決定方法 

本公告に示した工事を施工できると支出負担行為担当官が判断した入札者であって、予決令第７９条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、入札説明書で指定する性能、規格等の要件のうち、必須とした

項目について基準をすべて満たしている入札者の中から、最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者と

する。 

（８）落札者の氏名、住所及び落札価格等の落札結果については公表することとする。 

（９）その他 

詳細は現場説明書による。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 現場説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



現 場 説 明 書 
 

１ 工 事 名   新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

             新見労働基準監督署における外壁改修、屋上防水改修、 

内装塗装、建具改修、全熱交換機設置工事等を行うもの。 

 

２ 現場説明 会   本件は、入札説明書、契約書案、図面、仕様書及び現

場説明書（以下「設計図書等」という。）によるものと

し、現場説明会は実施しない。 

 

３ 説明確認事項    

１ 開 札 日 時 

２ 開 札 場 所 

３ 工 事 場 所 

４ 工   期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 仕 様 書 

６ 図 面 葉 数 

７ 契 約 条 件 

８ 指 導 事 項 

令和８年８月３日（月）午前９時 

岡山労働局総務部総務課（岡山市北区下石井１－４－１） 

岡山県新見市新見８１１－１ 

令和８年８月２８日（金）から令和８年１２月２８日（月）まで 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に

建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定し

た工事である。余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を配置する

ことを要しない。また、現場に搬入しない資材等の準備を行うことが

できるが、資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはなら

ない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとす

る。（余裕期間：契約締結日から令和８年８月２７日まで） 

低入札価格調査等により、上記の工事の始期以降に契約締結となっ

た場合には、余裕期間は適用しない。 

別添「設計図書」のとおり 

別添「設計図書」のとおり 

別添「工事請負契約書（案）」のとおり 

別紙「現場説明事項」のとおり 



別紙 

現 場 説 明 事 項 

 
入 札 条 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契 約 条 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 入札について 

（１）入札に当たっては、設計図書等をよく確認のうえ、入札書等を提出するもの

とする。 

（２）この工事の入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

（３）この入札に参加を希望する者は、入札書の提出時に、支出負担行為担当官が

別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければならない。 

２ 入札参加者の提出書類 

入札に参加しようとするものは、令和８年７月３０日（木）午前１０時までに

入札参加資格確認申請・証明書等を岡山労働局総務部総務課会計第二係へ提出し

なければならない。 

３ 入札保証金 

免除 

４ 落札者の決定 

落札者を決定したときは、落札者及び他の入札者に別途通知するものとする。 

 

工事請負契約書（案）による。 

ただし、次の各事項を補足する。 

１ 契約の保証について 

予算決算及び会計令第１００条の３第３項に基づき免除する。 

ただし、付保割合を１０分の３以上とする公共工事履行保証証券を付すこと。 

２ 監督職員 

別添「監督職員一覧」のとおりとする。 

３ 条件変更等 

（１）施工数量と内訳数量調書に大幅な違いが生じた場合は、監督職員と協議する

ものとする。 

（２）疑義が生じた場合は、監督職員と協議の上、施工することとする。 

４ 請負代金内訳書及び工程表の提出 



別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 導 事 項 

  契約締結後、１４日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書及び工程表を

作成し、発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

５ その他 

（１）前金払を希望する場合は、支払準備期間が必要なため、契約後、請求を行う

日の前月３日までに監督職員へ連絡をすること。 

（２）契約締結日から工事の始期までの期間（以下、余裕期間という。）について

は、主任技術者又は監理技術者の設置を要しない。契約締結日から現場施工に

着手するまでの期間については、発注者と受注者の間で書面により明確にした

場合に限って、主任技術者又は監理技術者の工事現場での専任を要しない。 

 

１ 下請契約における受注者の指導について 

この契約に係る工事の的確な施工を確保するため、下請契約を締結しようとす

る場合、「建設産業における生産システム合理化指針」の趣旨により、下請契約

における受注者の適正な選定、合理的な下請契約の締結、請負代金支払等の適正

な履行、下請における社会保険加入等雇用管理指導を行い、本指針の遵守に努め

ること。 

２ 建設資材納入業者との契約について 

この契約に係る建設資材納入業者との契約にあたっては、当該業者の利益を不

当に害しないよう公正な取引を確保するよう努めること。 

３ 労働者の確保について 

この契約にかかる建設労働者の確保及び適正な労賃の維持等による労働条件

の改善に留意し、労働災害の防止には特段の注意を払うものとする。 

４ 団体等加入者の使用促進について 

「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」

（以下「法」という。）の目的に鑑み、法第１２条に規定する団体等の設立状況

を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。 

５ 過積載による違法運行の防止対策について 

（１）積載重量制限を越えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（２）さし枠装着車、ダンプ規制法の表示番号等の不表示車（以下「不表示車」と

いう。）等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

（３）過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引渡を受ける等、過積



別紙 

載を助長することのないようにすること。 

（４）取引関係にあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表

示車等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を

講ずること。 

（５）建設発生土の処理及び骨材の購入等にあたっては、下請事業者及び骨材納入

業者の利益を不当に害することのないようにすること。 

（６）以上のことにつき、元請建設業者は下請建設業者を十分指導すること。 

６ 建設業退職金共済制度への加入等 

（１）建設業者は、自ら雇用する建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」とい

う。）の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に共済証

紙を貼付すること。 

（２）建設業者が下請契約を締結する際は、下請業者に対して、建退共制度の趣旨

を説明し、下請業者が雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙をあわ

せて購入して現物により交付すること、又は建退共制度の掛け金相当額を下請

代金中に算入することにより、下請業者の建退共制度への加入並びに共済証紙

の購入及び貼付を促進すること。 

（３）建設業者は、建退共制度の発注者用掛金収納書（以下「収納書」という。）

を工事契約締結後１か月以内に支出負担行為担当官岡山労働局総務部長に提

出すること。 

なお、工事契約締結当初は工事製作の段階であるため建退共制度の対象労働

者を雇用しないこと等の理由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出で

きない事情がある場合においては、あらかじめその理由及び共済証紙の購入予

定時期を書面により申し出ること。 

（４）建設業者は、（３）の申し出を行った場合、請負代金額の増額変更があった

場合等において、共済証紙を追加購入したときは、当該共済証紙に係る収納書

を工事完成時までに提出すること。なお、（３）の申し出を行った場合又は請

負代金額の増額変更があった場合において、共済証紙を追加購入しなかったと

きは、その理由を書面により申し出ること。 

（５）共済証紙の購入状況を把握するため必要があると認めるときは、共済証紙の

受払簿その他関係資料の提出を求めることがあること。 

（６）建退共制度に加入せず、又は共済証紙の購入若しくは貼付が不十分な建設業
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者については、指名等において考慮することがあること。 

（７）下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分でない場

合は、元請業者に建退共制度への加入手続き、共済証紙の共済手帳への貼付等

の事務処理を委託する方法もあるので、元請業者においてできる限り下請業者

の事務の受託に努めること。 

７ 建設業法等の遵守について 

（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）に違反する一括下請その他不適切な

形態の下請契約を締結しないこと。 

（２）建設業法第２６条の規定により請負業者が工事現場ごとに設置しなければな

らない専任の主任技術者又は専任の監理技術者については、適切な資格、技術

力等を有する者（他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事

現場に係る職務にのみ従事する者で、請負業者と直接的かつ恒常的な雇用関係

にあるものに限る）を配置すること。 

（３）請負者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の監理技術者のうち、

当該建設工事に係る建設業が指定事業である場合の監理技術者は、建設業法第

１５条第２号イに該当する者又は同号ハの規定により国土交通大臣が同号イ

に掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定されたもので、監理技術者資

格証書の交付を受けているものを配置すること。この場合において、発注者か

ら請求があったときは、資格者証を提示すること。 

（４）上記（１）（２）及び（３）のほか、建設業法等に抵触する行為は行わない

こと。 

８ 建設業からの暴力団排除の徹底について 

（１）岡山労働局が発注する建設工事の施工において、暴力団員等による不当要求

及び工事妨害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれ

を拒否し、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査

上必要な協力を行うこと。 

（２）（１）により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合に

は、速やかにその内容を記載した書面により発注者に報告すること。 

（３）暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じた場合は、

発注者と協議を行うこと。 

９ 労働基準法等の遵守 
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（１）この契約に係る工事の施工にあたっては、労働基準法施行令改正の趣旨に則

り、労働時間について遵守するよう努めなければならない。また、工期設定に

おいては、雨天、休祭日、官公庁の土曜閉庁、工期が夏季にかかる場合は夏季

休暇、工期が年末・年始にかかる場合は、年末年始休暇を考慮している。 

（２）労働安全衛生法関係法令を遵守し労働災害の防止に努めること。 

（３）労働保険料及び社会保険料を期日までに納付していること。 

10 排ガス対策の取扱について 

エンジン出力７．５ｋｗ以上２６０ｋｗ以下のディーゼルエンジンを搭載した

バックホウ、トラクターショベル（車輪式）、ブルドーザー、発動発電機（可般

式）、空気圧縮機（可般式）、油圧ユニット、ローラ類、ホイールクレーンを使用

する際は、排出ガス対策型建設機械を使用しなければならない。 

なお、排出ガス対策型建設機械を調達できない場合は、排出ガス浄化装置を装

着した建設機械を使用すれば排出ガス未対策型の建設機械でも排出ガス対策型

建設機械と同等とみなす。 

11 火災保険等の付保する時期、金額及び期限 

（１）普通火災保険等に付すべき時期及び金額は、次によるものとする。 

イ 工事出来高（検査済み工事材料を含む）が、５０％になったとき、請負代

金の８０％相当額の保険に付することとし、さらに工事出来高（検査済み

工事材料を含む）が８０％になったとき、請負代金相当額の保険金額とな

るよう付保すること。 

     なお、木造の対象物に対しては、工事出来高（検査済み工事材料を含む）

が２０％になったとき、請負代金相当額の保険金額となるよう付保するこ

と。 

ロ 付保する場合は、速やかに契約を行うこと。また初回の付保時期において

請負代金額相当の保険金額を付保することが出来るものとする。 

（２）建設工事保険、組立保険を付保する場合は上記（１）に準ずるものとする。 

（３）保険の期限は、工事完成期限に１４日を加えた期日までとする。ただし、工

事が延長した場合は、その期限も遅延日数に応じて延長するものとする。 

（４）修繕又は模様替等の工事は次によるものとする。 

イ 付保の範囲は建物の内装部分とし、建物の外装部分（防水工事、外装改修）

は除くものとする。 
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ロ 請負契約の工事の範囲については、請負契約金額に相当する補償額となる

保険契約を対象とし、工事の着手前に、保険契約を締結するものとする。 

ハ 既設建物の工事範囲外については、付保しないものとする。ただし、特に

必要と認めた場合はこの限りではない。 

12 安全対策 

工事車両の出入りについては、通行整理及び道路清掃を含め安全確保に努める

こと。 

13 環境対策等 

① 本工事の施工にあたり、近隣住民への騒音・振動等に十分配慮すること。 

② 本工事の施工にあたり、粉じん等の飛散防止に配慮すること。 

③ 本工事の施工にあたり、近隣住民からの苦情等が発生した場合には、迅速適

正に対応すること。 

14 建設副産物の処理 

関係法令に従い適切に処分すること。 

15 その他 

（１）本工事の監督にあたっては、前記「契約条件２」の監督職員のほか、国土交

通省中国地方整備局岡山営繕工事事務所の職員等を補助者として立ち会わせ

ることがある。 

（２）落札者は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２０条の２第２項の規

定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあ

ると認めるときは、落札決定から請負契約を締結するまでに、契約担当官等に

対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と併せて通知するこ

と。 
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付 記 事 項 
 
 この入札説明書は、本件入札に関し、会計法その他関係法令に関するもののほか、一般

競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という）が熟知し、かつ、遵守しなければな

らない事項を明らかにするものである。 

 

１ 入札に関する事項 

（１）調達件名  新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

（２）仕  様  設計図書のとおり 

（３）工  期  令和８年８月２８日（金）から令和８年１２月２８日（月）まで 

         本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に

建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定

した工事である。余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を配置

することを要しない。また、現場に搬入しない資材等の準備を行う

ことができるが、資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行っ

てはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行

うものとする。（余裕期間：契約締結日から令和８年８月２７日まで） 

低入札価格調査等により、上記の工事の始期以降に契約締結となっ

た場合には、余裕期間は適用しない。 

（４）場  所  岡山県新見市新見８１１－１ 

 

２ 入 札 

落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。 

入札参加者は、設計図書等を熟読のうえ入札しなければならない。 

この場合において、関係書類に疑義があるときは、令和８年７月３０日（木）午前１０

時までの間、関係職員に説明を求めることができる。ただし、入札書を提出した後にお

いては、関係書類についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできな

い。 

（１）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に課税対象額の１００分の１０

に相当する額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた額）をもって落札価格とするので、入札参加者は、消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１０



０に相当する金額を入札書に記載すること（※入札書に記載する金額には消費税を

含めないこと）。 

 

３ 入札保証金及び契約保証金 

予算決算及び会計令第７７条第１項第２号、第１００条の３第１項第３号に基づき免

除とする。ただし、付保割合を１０分の３以上とする公共工事履行保証証券を付すこと。 

 

４ 入札参加資格 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０

条及び第７１条の規定に該当しない者であること。 

（２）令和０７・０８年度厚生労働省競争参加資格審査（建設工事）において、中国地域

の「建築一式」のＣ等級又はＤ等級に格付けされている者であること。（会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立てがなされている者又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

者については、手続開始の決定後、厚生労働省大臣官房会計課長が別に定める手続に

基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。） 

（３）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書類提出期限の

直近２年間（（ﾎ）及び（ﾍ）については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

（ｲ）厚生年金保険 （ﾛ）健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） （ﾊ）船員保

険 （ﾆ）国民年金 （ﾎ）労働者災害補償保険 （ﾍ）雇用保険 

 注）各保険料のうち（ﾎ）及び（ﾍ）については、当該年度における年度更新手続を完了

すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき

日以降の場合にあっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認

められているものについては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

（４）平成２２年度以降に元請けとして完成・引き渡しが完了した以下の要件を満たす同

種工事の施工実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２

０％以上の場合のものに限る。）なお、当該施工実績が厚生労働省及び他省庁が発注し

た工事のうち５００万円を超える請負工事に係る施工実績にあっては、「工事成績評定

表」の評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 

  ・事務所の新築又は改修工事 

（５）次に掲げる基準を満たす主任技術者または監理技術者を当該工事に配置できること。 

  ア １級建築施工管理技士、２級建築施工管理技士またはこれと同等以上の資格を有



するものであること。なお、「これと同等以上の資格を有する者」とは、一級建築士

又は二級建築士の免許を有する者又は国土交通大臣若しくは建設大臣が１級建築施

工管理技士又は２級建築施工管理技士と同等以上の能力を有すると認定した者であ

る。 

イ 平成２２年度以降に上記（４）に掲げる基準を満たす完成・引渡が完了した工事

で元請けとしての経験を有する者であること。なお、当該経験が厚生労働省及び他

省庁が発注した工事のうち５００万円を超える請負工事にあっては、「工事成績評定

表」の評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 

ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する

者又はこれに準ずるものであること。 

エ 主任技術者または監理技術者については、直接的かつ恒常的な雇用関係があるこ

と。 

（６）中国地域に建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。 

（７）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者である

こと。 

（８）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約

の履行が確保される者であること。 

（９）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（10）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。 

（11）その他予決令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有する

者であること。 

 

５ 入札書の提出場所等 

入札書は、電子調達システムにより提出するものとする。ただし、紙により入札の参 

加を希望する場合には、様式３により令和８年７月３０日（木）午前１０時までに申し

出る必要がある。 

また、電子調達システムによる入札の場合には、当該システムに定める手順に従い、

電子入札システムを通じて様式４－３の証明書を令和８年７月３０日（木）午前１０時ま

でに提出しなければならない。 

なお、入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消をすることはできない。 

（１）電子調達システムにより入札を行う場合 

○ 入札書の提出期限 



令和８年７月３１日（金）午後４時 

（令和８年７月１４日（火）午前９時以降、提出可能であること。） 

電子調達システムに到着するように提出すること。なお、通信状況により提

出期限内に電子調達システムに入札書が到着しない場合があるので、時間の余

裕をもって行うものとすること。 

（２）紙により入札を行う場合 

① 入札書の提出期限 

令和８年７月３１日（金）午後４時 

（令和８年７月１４日（火）午前９時以降、提出可能であること。） 

※ 郵送による入札書の提出を認める（到達時間厳守のこと。） 

② 入札の日時・場所、契約条項を示す場所・問い合わせ先 

〒７００－８６１１ 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎３階 

岡山労働局総務部総務課会計第二係 

電話：０８６－２２５－２０１１ 

③ 入札書の提出方法 

入札書は別紙１－１の様式にて作成し、別添「封筒記載例」により封筒に入れ

封印し、提出する。 

なお、代理人が入札する場合は、別紙１－２の様式を使用するものとし、委任

状は、入札書と分けて提出すること。 

（３）無効の入札 

   次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

① 競争に参加する資格のない代理人のした入札 

② 委任状を持参しない又は電子調達システムに定める委任の手続きを終了してい

ない代理人等による入札 

③ 記名を欠く入札 

④ 金額を訂正した入札 

⑤ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

⑥ 明らかに連合によると認められる入札 

⑦ 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又は二人以上の代理をした者の入

札 

⑧ その他入札に関する条件に違反した入札 

⑨ 工事費内訳書に不備があり、入札書を無効とする場合 



 ア 工事費内訳書が未記入の場合 

 イ 所定の様式によらない場合 

 ウ 記名のない場合 

 エ 金額を訂正し、訂正印がない場合 

 オ 誤字、脱字等により意思表示が明確でない場合 

 カ 同一の入札案件に２通以上提出した場合 

 キ 工事価格と工種等の内訳の合計価格が一致しない場合 

 ク 入札価格と工事価格が一致しない場合 

     ケ 工事価格を算出後、値引きにより入札価格と一致させている場合 

⑩ 支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出せず、又

は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなった場合 

（４）入札の延期 

入札者が相連合し又は不穏の挙動をする場合であって、競争入札を公正に執行

することができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこ

れを取りやめることがある。 

（５）代理人による入札 

① 代理人が電子調達システムにより入札をする場合には、当該システムで定める

委任の手続きを終了しておかなければならない。 

なお、電子調達においては、復代理人による入札は認めない。 

② 代理人が紙により入札する場合には、入札書に入札参加者の氏名、名称又は商

号、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入（外国人の署名を含む。）

をしておくとともに、委任状を提出しなければならない。 

③ 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を

兼ねることができない。 

（６）入札の辞退 

入札を辞退するときは、その旨を、次により申し出るものとする。 

① 入札執行前にあっては、入札辞退届（様式５）を契約担当官等に直接持参し、

又は郵送（入札日の前日までに到達するものに限る。）して行う。 

② 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記した入札書を、入札を執

行する者に直接提出して行う。 

 入札を辞退したものは、これを理由として以後の指名等について不利益な取扱いを

受けるものではない。 



 

６ 開 札 

（１）開札の日時及び場所 

日時：令和８年８月３日（月）午前９時 

場所：岡山労働局（岡山市北区下石井１－４－１） 

（２）電子入札による入札の場合 

電子入札により入札書を提出した場合は立会不要であるが、入札者又はその代理人

は、開札時刻には端末の前で待機しておくものとする。 

（３）紙による入札の場合 

① 紙により入札書を提出した場合には、開札は、原則として入札者又はその代理

人を立ち会わせて行う。なお、開札への立会を希望する場合は、開札日の前営業

日までに、上記５（２）②の連絡先へ電話で連絡すること。 

② 入札者又はその代理人が立ち会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員

を立ち会わせて開札を行うため、事前の電話での連絡は不要であるが、「開札承

諾書」（様式６）を提出しておくこと。なお、下記再度入札となる場合には再入

札時間の時間指示があるので、不立会いの場合、開札時間以降、入札参加者又は

その代理人は、当局と速やかに連絡が取れる体制を確保しておくこと。 

③ 開札立会いの場合、入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場

に入場することはできない。 

  ④ 入札者又はその代理人は、開札場に入場するときは、入札関係職員の求めに応

じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示

し又は提出しなければならない。 

  ⑤ 開札立会いの場合、入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむ

を得ない事情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

（４）再度入札の取扱い 

開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に

達した入札がないときは、同日中に時間指定の上、再度の入札を行う。 

なお、電子調達システムにおいては、再入札通知書に示す時刻までに再度の入札

を行うものとする。再度の入札に参加できる者は、最初の入札に参加した者に限る。

再度の入札の回数は、原則として２回を超えないものとする。 

 

７ 落札者の決定 



（１）有効な入札書を提出し、かつ、予定価格の制限の範囲内で最低の価格を提示した

入札者を落札者とする。 

ただし、国の支払いの原因となる契約のうち予定価格が１０００万円を超える工

事又は製造の請負契約について、落札者となるべき者の入札価格によっては、その

者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められると

き（工事の請負契約に限る。）、又はその者と契約を締結することが公正な取引の

秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予

定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうちから、当該入札の落札

者の決定方法により、落札者を決定するものとする。 

   なお、低入札価格調査基準額を下回った入札を行った者は事後の調査に協力する

義務がある。 

（２）落札者となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者

にくじを引かせ落札者を決定する。また、入札者又はその代理人が直接くじを引け

ないとき、電子入札によるとき、くじを引かない者があるときは、本件入札事務に

関係のない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

（３）落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金

額を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知により通知するとともに岡山労働

局ホームページ等で公表するものとする。 

 

８ 契約書の作成 

（１）契約書を作成する場合においては、落札者は、契約担当官等から交付された契約

書に記名捺印し、落札者決定の日から７日以内に、これを契約担当官等に提出しな

ければならない。ただし、契約担当官等の書面による承諾を得て、この期間を延長

することができる。落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、

落札の効力を失う。 

なお、契約書の作成を要しない場合においては、落札者は、落札決定後すみやか

に請書その他これに準ずる書面を契約担当官等に提出しなければならない。ただし、

契約担当官等がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでない。 

（２）契約条項は、別添「工事請負契約書（案）」のとおり。 

  

９ その他 

（１）入札説明書等の交付を受けた場合、入札関係書類受領書を提出すること。 



（２）入札した者は、入札後、この説明書、仕様書、図面、契約書案及び現場等につい

ての不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

（３）入札書及び入札に係る文書に使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨による表示に限る。 

（４）入札に要求される事項 

入札に参加を希望する者は、本入札説明書３の付記事項及び様式４に示す書類等

を、令和８年７月３０日（木）午前１０時までに提出しなければならない。 

また、開札日までの間において、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を

求められた場合には、これに応じなければならない。 

（５）人権尊重への取り組み 

   入札参加者は、入札書の提出（GEPS の電子入札機能により入札した場合を含む）

をもって「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」

（令和４年９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施

策推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めることに誓約した

ものとする。 

（６）支払い条件 

別添「工事請負契約書（案）」に定めるとおり、業務の履行が行われた後、適法

な支払請求書を受理した日から４０日以内に契約金額を支払う。 

 （７）押印が省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除

や違約金を徴収する場合があり得る。 

 （８）電子調達システムにより執行する本案件については、入札結果に関して落札者を

含め入札者全員の商号又は名称及び入札価格等を同システムで公表することにあら

かじめ同意するものとする。 

  

10 電子調達システム利用時の緊急の連絡先 

  障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。 

ヘルプデスク ０５７０－０００－６８３ 

    ホームページ https://www.p-portal.go.jp/ 

  

11 提出書類 

（１）入札に参加しようとするものは、次の書類を 令和８年７月３０日（木）午前１０

時までに次に掲げる各書類（様式）を提出すること。 



① 入札参加資格確認申請・証明書（様式４－３）【電子入札】 

② 入札参加資格確認申請・証明書（様式４－２）【紙入札】 

③ 資格審査結果通知書（令和０７・０８年度厚生労働省競争参加資格審査）の写し

【電子入札】【紙入札】 

④ 電子入札案件での紙入札方式での参加について（様式３）【紙入札】 

⑤ 「誓約書」（様式７）【電子入札】【紙入札】 

⑥ 入札参加受付票（様式８）【紙入札】 

⑦ 自己申告書（様式９）【電子入札】【紙入札】 

⑧ 同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可）【電子入札】【紙入札】 

※ 上記書類の提出にあっては、郵送も可（期限内到着）とする。ただし、郵送

の場合は書留など記録が残るものを利用すること。また、必要に応じて上記以

外の書類を求める場合があるので、その際は速やかに提出すること。 

（２）仕様等に関する疑義については、「現場説明等質問用紙」により令和８年７月３０

日（木）午前１０時までに提出すること。 

※ 回答については、順次岡山労働局ホームページに掲載する。 

 

12 入札方法及び書類等提出方法 

（１）この調達件名の入札にあたっては、入札説明書を熟覧のうえ入札書を提出すること。 

開札日は令和８年８月３日（月）午前９時であるが、入札に参加する場合、令和

８年７月３１日（金）午後４時までに入札書の提出が必須となる（電子入札参加・

紙入札参加ともに）こと。 

なお、紙入札における代理人委任の場合は、併せて「委任状」の提出を忘れない

よう注意すること（入札書封筒に同封しないこと）。 

（２）入札書の提出から開札、落札者の決定までの流れについては、当説明書及び別添「入

札の流れ」中に明記しているので、充分に確認しておくこと。 

 

13 契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒７００－８６１１ 岡山市北区下石井１－４－１ 岡山第２合同庁舎 

岡山労働局総務部総務課会計第二係 小見山 

電話：０８６－２２５－２０１１ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 数量書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事

Ⅰ 建築主体工事 式 1.0

Ⅱ 機械、電気設備工事 式 1.0

Ⅲ 産廃運搬・処分費 式 1.0

①計

共通仮設工事 式 1.0

現場管理費 式 1.0

一般管理費 式 1.0

②計

総工事費計 ①計　＋　②計

③消費税 （①計　＋　②計）×10%

工事費（総合計） ①計　＋　②計　＋　③消費税

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.1



Ⅰ 建築主体工事

1 直接仮設工事 式 1.0

2 防水改修工事 式 1.0

3 外壁改修工事 式 1.0

4 塗装改修工事 式 1.0

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.2



1 直接仮設工事

足場下養生 ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ程度 ㎡ 69.6

外部足場 枠組み足場　900幅　手すり先行方式 ㎡ 591.0

垂直養生 防音ｼｰﾄ ㎡ 591.0

通路部分落下防止養生 ｺﾝﾊﾟﾈ程度 　ｽﾛｰﾌﾟ、玄関共 式 1.0

整理清掃費 内部改修 ㎡ 130.0

整理清掃費 屋上改修 ㎡ 203.0

荷揚げ、荷卸し費 15ｔﾚｯｶｰ 日 2.0

小計

工種費目 金額単価数量単位種別 摘要

内訳書 P.3



2 防水改修工事

立上り部ｼｰﾄ防水撤去 押え金物共 ㎡ 25.9

同上下地処理 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ ㎡ 25.9

既存吹付材撤去 ｻﾝﾀﾞｰ工法 ㎡ 52.2

同上下地処理 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ ㎡ 52.2

高分子塩ビシート防水 平場絶縁工法　機械固定　厚1.2 ㎡ 203.0

塗膜防水 X-2工法　立上り、機械基礎他 ㎡ 80.0

ｺｰﾅｰﾌﾟﾚｰﾄ ｍ 89.4

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄｺｰﾅｰｱﾝｸﾞﾙ ｍ 60.4

脱気筒 SUS 個 3.0

改修ﾄﾞﾚﾝ 既設撤去 個 4.0

ﾓﾙﾀﾙ浮き部分改修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ全面エポキシ樹脂注入接着工法 ㎡ 50.2

ﾓﾙﾀﾙ面ｸﾗｯｸ処理 自動低圧エポキシ樹脂注入工法　0.2ｍｍ～1ｍｍ ｍ 1.0

建具廻りｼｰﾘﾝｸﾞ撤去 ｍ 241.0

建具廻りｼｰﾘﾝｸﾞ 10×15　MS-2 ｍ 241.0

打継目地ｼｰﾙ撤去 ｍ 221.0

打継目地ｼｰﾙ 20×15　MS-2 ｍ 221.0

小計

金額 摘要費目 工種 種別 単位 数量 単価

内訳書 P.4



3 外壁改修工事

外壁下地処理 ｻﾝﾀﾞｰ工法　RB種同等 ㎡ 393.0

水洗い 高圧水洗機　15Mpa程度 ㎡ 393.0

下地処理 C-2 ㎡ 393.0

複層塗材E ｱｸﾘﾙ系　ゆず肌 ㎡ 393.0

小計

単位 数量 単価 金額 摘要費目 工種 種別

内訳書 P.5



4 塗装改修工事

壁合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗 下地処理共 ㎡ 36.7

屋上アンテナ支柱塗装 ｹﾚﾝRB種　錆止め　DP塗 ㎡ 1.0

ﾚﾝｼﾞｼﾞﾌｰﾄﾞ塗装 ｹﾚﾝRB種　錆止め　DP塗 ㎡ 2.0

小計

単位 数量 単価 金額 摘要費目 工種 種別

内訳書 P.6



Ⅲ 産廃運搬・処分費

（運搬）

運搬 2ｔﾀﾞﾝﾌﾟ 台 1.0

（処分費）

処分費 廃プラ ｔ 0.6

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.7



Ⅱ 機械、電気設備工事

1 全熱交換器設置工事 式 1.0

2 電気工事 式 1.0

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.8



1 全熱交換器設置工事

全熱交換器 SCF-50LS2　同等 台 4.0

ｺﾝﾄﾛｰﾙｽｲｯﾁ 個 4.0

丸型ﾌｰﾄﾞ SUS　ｶﾞﾗﾘ　防虫網月 個 8.0

同上取付費 台 4.0

穴あけ 220Φ　厚150 カ所 8.0

天井点検口取付 450角　額縁ﾀｲﾌﾟ カ所 5.0

屋上空調室外機撤去再取り付け 14KW以下　3台 式 1.0

小計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.9



2 電気工事

ｹｰﾌﾞﾙ EM-EEF　1.6-2ｃ ｍ 43.0

ｹｰﾌﾞﾙ EM-EEF　1.6-4ｃ ｍ 40.5

ﾌﾞﾚｰｶｰ 20A 個 1.0

金属線ﾋﾟ A型 ｍ 18.5

金属線ﾋﾟ部材 ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 個 4.0

小計

費目 工種 種別 単位 数量 金額 摘要単価

内訳書 P.10



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 工事請負契約書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

  

工事請負契約書（案）  

  

１ 工  事  名    新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

  

２ 工 事 場 所   岡山県新見市新見８１１－１ 

 

３ 工       期    令和８年８月２８日から 令和８年１２月２８日まで 

 

４ 請負代金額      ￥ - 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額）￥ - 

  

５ 契約保証金     免除  

 

 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとす

る。  

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協定書

により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。  

本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有

する。  

  

令和  年  月  日  

  

発注者  

所在地   岡山市北区下石井１－４－１ 

氏  名   支出負担行為担当官  

岡山労働局総務部長   松岡 宗寛 

受注者  

所在地     

氏  名     

 



 

  

（総 則）  

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図

書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下

同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容

とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。  

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者 

に引き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。  

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工 

方法等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を

除き、受注者がその責任において定める。  

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

５ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により 

行わなければならない。  

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。  

７ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。  

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特 

別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。  

９ この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治 29年法律第 

89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48 号）の定めるところによるものとする。  

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。  

11 この契約に係る訴訟については、岡山地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所 

とする。  

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づく 

すべての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対

して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に対して

行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づくすべて

の行為について当該代表者を通じて行わなければならない。  

  

（関連工事の調整）  

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他

の工事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、

調整を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該

第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。  

  

（請負代金内訳書及び工程表）  

第３条 受注者は、この契約締結後 14 日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書

（以下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。  

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するも 



 

  

のとする。  

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。  

 

（契約の保証）  

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、この契約による債務の履行を保証する公

共工事履行保証証券による保証（引き渡した工事目的物が種類又は品質に関して契約

の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）である場合において当該契

約不適合を保証する特約を付したものに限る。）を付さなければならない。 

２ 前項の場合において、保証金額は、請負代金額の 10 分の３以上としなければなら

ない。 

３ 第１項の規定により受注者が付す保証は、第 54 条第３項各号に規定する契約の解

除による場合についても保証するものでなければならない。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証金額が変更後の請負代金額の 10 分の３

に達するまで、発注者は、保証金額の増額を請求することができ、受注者は、保証金

額の減額を請求することができる。 

  

（権利義務の譲渡等）  

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。  

２  受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第 13条第

２項の規定による検査に合格したもの及び工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又

は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承

諾を得た場合は、この限りでない。  

  

（一括委任又は一括下請負の禁止）  

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその

機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならな

い。  

  

（下請負人の通知）  

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知

を請求することができる。  

  

（下請負人の健康保険等加入義務等）  

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法（昭和

24 年法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者



 

  

を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請負人としてはならな

い。  

一 健康保険法（大正 11 年法律第 70号）第 48 条の規定による届出  

二 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

三 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出  

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、 

当該各号に定める場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることができ 

る。  

一 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 次のいずれにも該当する場合  

イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難とな

る場合その他の特別の事情があると発注者が認める場合  

ロ 発注者の指定する期間内に当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる

届出をし、当該事実を確認することのできる書類（以下「確認書類」という。）

を、受注者が発注者に提出した場合  

二 前号に掲げる下請負人以外の下請負人 次のいずれかに該当する場合  

イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難とな

る場合その他の特別の事情があると発注者が認める場合  

ロ 発注者が受注者に対して確認書類の提出を求める通知をした日から 30 日（発

注者が、受注者において確認書類を当該期間内に提出することができない相当の

理由があると認め、当該期間を延長したときは、その延長後の期間）以内に、受

注者が当該確認書類を発注者に提出した場合  

３ 受注者は、次の各号に掲げる場合は、発注者の請求に基づき、違約罰として、当該

各号に定める額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。  

一 社会保険等未加入建設業者が前項第１号に掲げる下請負人である場合において、

同号イに定める特別の事情があると認められなかったとき又は受注者が同号ロに

定める期間内に確認書類を提出しなかったとき 受注者が当該社会保険等未加入

建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金額の 10 分の１に相当する額  

二 社会保険等未加入建設業者が前項第２号に掲げる下請負人である場合において、

同号イに定める特別の事情があると認められず、かつ、受注者が同号ロに定める

期間内に確認書類を提出しなかったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその

注文者と締結した下請契約の最終の請負代金額の 100 分の５に相当する額  

  

（特許権等の使用）  

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき

保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材

料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければなら

ない。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図



 

  

書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかった

ときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならな

い。  

  

（監督職員）  

第９条 発注者は、監督職員を置いたときは、その官職又は氏名を受注者に通知しなけ

ればならない。監督職員を変更したときも同様とする。  

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の

権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計

図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。  

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又

は協議 

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成

した詳細図等の承諾  

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試

験若しくは検査（確認を含む。）  

３ 発注者は、１名以上の監督職員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそ

れぞれの監督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約書に基づく発注者の権

限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなけ

ればならない。  

４ 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わな

ければならない。  

５ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設

計図書に定めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合において

は、監督職員に到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。  

  

（現場代理人及び主任技術者等）  

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定め

るところにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。こ

れらの者を変更したときも同様とする。  

一 現場代理人  

二 専任主任技術者（建設業法第 26 条第 2項の規定以外に該当する場合） 

専任監理技術者（建設業法第 26 条第 2項の規定に該当する場合） 

監理技術者補佐（建設業法第 26 条第 3項ただし書に規定する者） 

三 専門技術者（建設業法第 26 条の２に規定する技術者をいう。以下同じ。）  

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行

うほか、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第 12 条第１項

の請求の受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の



 

  

受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限

を行使することができる。  

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り

及び権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合

には、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができ

る。  

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任

せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者

に通知しなければならない。  

５ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。

以下同じ。）及び専門技術者は、これを兼ねることができる。  

  

（履行報告）  

第１１条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者

に報告しなければならない。  

  

（工事関係者に関する措置請求）  

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する

現場代理人にあっては、それらの者の職務を含む。）の執行につき著しく不適当と認

められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をと

るべきことを請求することができる。  

２ 発注者又は監督職員は、監理技術者等又は専門技術者（これらの者と現場代理人を

兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、

労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、

受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求

することができる。  

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について

決定し、その結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければならな

い。  

４ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発

注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求す

ることができる。  

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から 10日以内に受注者に通知しなければならな

い。  

  

（工事材料の品質及び検査等）  



 

  

第１３条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にそ

の品質が明示されていない場合にあっては、中等の品質（営繕工事にあっては、均衡

を得た品質）を有するものとする。  

２ 受注者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格し

たものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用

は、受注者の負担とする。  

３ 監督職員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日

以内に応じなければならない。  

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場

外に搬出してはならない。  

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事

材料については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければな

らない。  

  

（監督職員の立会い及び工事記録の整備等）  

第１４条 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合につい

て見本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合

し、又は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。  

２ 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工事

については、当該立会いを受けて施工しなければならない。  

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書にお

いて見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事

の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記

録を整備し、監督職員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提

出しなければならない。  

４ 監督職員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたとき

は、当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。  

５ 前項の場合において、監督職員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じな

いため、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督職員に通知した上、当

該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施

工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工

事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員

の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならな

い。  

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の

記録の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。  



 

  

  

（支給材料及び貸与品）  

第１５条 削除  

  

（工事用地の確保等）  

第１６条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な

用地（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図

書に特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。  

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければな 

らない。  

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、 

当該工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他

の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者

は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者

に明け渡さなければならない。  

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ 

ず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に

代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができ

る。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについ

て異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要

した費用を負担しなければならない。  

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注 

者の意見を聴いて定める。  

  

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等）  

第１７条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員

がその改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合におい

て、当該不適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由に

よるときは、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を

変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

２ 監督職員は、受注者が第 13 条第２項又は第 14条第１項から第３項までの規定に違 

反した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検

査することができる。  

３ 前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認め 

られる相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の

理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができ

る。 



 

  

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。  

  

（条件変更等）  

第１８条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見

したときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならな

い。  

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと

（これらの優先順位が定められている場合を除く。）。  

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。  

三 設計図書の表示が明確でないこと。  

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然

的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。  

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状

態が生じたこと。  

２ 監督職員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事

実を発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。た

だし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができ

る。  

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示

する必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後 14 日以内

に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できな

いやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を

延長することができる。  

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると

認められるときは、次に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなけれ

ばならない。  

一 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があ

るもの：発注者が行う。  

二 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更

を伴うもの：発注者が行う。  

三 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更

を伴わないもの：発注者と受注者とが協議して発注者が行う。  

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必

要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を

及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（設計図書の変更）  



 

  

第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計

図書の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合に

おいて、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（工事の中止）  

第２０条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、

地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災

等」という。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等

に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できない

と認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の

全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。  

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を

受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。  

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行

に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その

他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼし

たときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（著しく短い工期の禁止）  

第２１条 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働

時間その他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実

施が困難であると見込まれる日数等を考慮しなければならない。  

  

（受注者の請求による工期の延長）  

第２２条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その

他受注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができ

ないときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求するこ

とができる。  

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められる

ときは、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責め

に帰すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を

行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（発注者の請求による工期の短縮）  

第２３条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮

変更を受注者に請求することができる。  



 

  

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（工期の変更方法）  

第２４条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議

開始の日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知す

る。  

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通

知するものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第 22条の場合に

あっては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変

更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。  

  

（請負代金額の変更方法等）  

第２５条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただ

し、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者

に通知する。  

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通

知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開

始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知するこ

とができる。  

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場

合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定め

る。  

  

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）  

第２６条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から 12 月を経過した後に日

本国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認

めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。  

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額

（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をい

う。以下同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出し

た変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残工

事代金額の 1000 分の 15を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならな

い。  

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価

指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14

日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。  



 

  

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度

行うことができる。この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、

「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。  

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を

生じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によ

るほか、請負代金額の変更を請求することができる。  

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なイン

フレーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったとき

は、発注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求する

ことができる。  

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議

して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあって

は、発注者が定め、受注者に通知する。  

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請

求を行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注

者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。  

  

（臨機の措置）  

第２７条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとら

なければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あら

かじめ監督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があ

るときは、この限りでない。  

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知

しなければならない。  

３ 監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者

に対して臨機の措置をとることを請求することができる。  

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置

に要した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でない

と認められる部分については、発注者が負担する。  

  

（一般的損害）  

第２８条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その

他工事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第 30条第１項に

規定する損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損

害（第 57条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）の

うち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。  



 

  

  

（第三者に及ぼした損害）  

第２９条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠

償しなければならない。ただし、その損害（第 57 条第１項の規定により付された保

険等によりてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。  

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振

動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者

がその損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受

注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が

負担する。  

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。  

  

（不可抗力による損害）  

第３０条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあって

は、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責めにも帰すこと

ができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、

仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたとき

は、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならな

い。  

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害

（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第 57条第１項の

規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損

害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。  

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負

担を発注者に請求することができる。  

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったとき

は、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは

建設機械器具であって第 13 条第２項、第 14条第１項若しくは第２項又は第 38 条第

３項の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認するこ

とができるものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計

額（第６項において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の１を超え

る額を負担しなければならない。  

５ 損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算

定する。   

一  工事目的物に関する損害  損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、

残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。  



 

  

二 工事材料に関する損害  

 損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、

残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。  

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害  

 損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当

該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目

的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を

回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものについて

は、その修繕費の額とする。  

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可

抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損

害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取

片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の 100 分の１を超える額」とある

のは「請負代金額の 100 分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」とし

て同項を適用する。  

  

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更）  

第３１条 発注者は、第８条、第 15 条、第 17条から第 20条まで、第 22条、第 23条、

第 26 条から第 28 条まで、前条又は第 34 条の規定により請負代金額を増額すべき場

合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増

額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合

において、設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通

知する。  

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通

知しなければならない。ただし、発注者が同項の請負代金額を増額すべき事由又は費

用を負担すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、

受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。  

  

（検査及び引渡し）  

第３２条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならな

い。 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。） 

は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 14 日以内に受注者

の立会いの上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を

完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発

注者又は検査職員は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知し

て、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。  



 

  

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の 

引渡しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。  

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負 

代金の支払いの完了と同時に行うことを請求することができる。この場合において

は、受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。  

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査 

を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして

前各項の規定を適用する。  

  

（請負代金の支払い）  

第３３条 受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求す

ることができる。  

２ 官署支出官岡山労働局長は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた 

日から 40日以内に請負代金を支払わなければならない。  

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないとき

は、その期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下

この項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合に

おいて、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約

定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。  

  

（部分使用）  

第３４条 発注者は、第 32 条第４項又は第５項の規定による引渡し前においても、工事

目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使

用しなければならない。  

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって

受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。  

  

（前金払）  

第３５条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする

公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下「保

証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の 10分

の４以内の前払金の支払いを発注者に請求することができる。  

２ 官署支出官岡山労働局長は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた 

日から 14日以内に前払金を支払わなければならない。  

３ 削除  



 

  

４ 削除  

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金 

額の 10 分の４から受領済みの前払金額（中間前払金の支払いを受けている場合に

は、中間前払金を含む。以下この条から第 37 条まで、第 41 条及び第 53条において

同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支払いを請求することがで

きる。この場合においては、第２項の規定を準用する。  

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減 

額後の請負代金額の 10分の５（第３項の規定により中間前払金の支払いを受けてい

るときは（10 分の６）を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から

30 日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内に第 38条

又は第 39条の規定による支払いをしようとするときは、発注者は、その支払額の中

からその超過額を控除することができる。  

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額した場合に 

おいて、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、受注者

は、その超過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額未

満の額であるときは、受注者は、受領済みの前払金の額からその増額後の請負代金額

の 10 分の５の額を差し引いた額を返還しなければならない。  

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還 

額につき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数

に応じ、年 2.5 パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求すること

ができる。  

  

（保証契約の変更）  

第３６条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払

金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書

を発注者に寄託しなければならない。  

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証

契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならな

い。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代

わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。  

  

（前払金の使用等）  

第３７条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購

入費（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、

修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以

外の支払いに充当してはならない。  



 

  

  

（部分払）  

第３８条 削除  

  

（部分引渡し）  

第３９条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡

しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合におい

て、当該指定部分の工事が完了したときについては、第 32条中「工事」とあるのは

「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的

物」と、同条第５項及び第 33 条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負

代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。  

２ 前項の規定により準用される第 33 条第１項の規定により請求することができる部分

引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分

に相応する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が

前項の規定により準用される第 32条第２項の検査の結果の通知をした日から 14 日以

内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額×（１－前払金

額／請負代金額）  

  

（国庫債務負担行為に係る契約の特則） 

第４０条 削除  

  

（国債に係る契約の前金払の特則） 

第４１条 削除  

  

（国債に係る契約の部分払の特則） 

第４２条 削除  

  

（第三者による代理受領）  

第４３条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三

者を代理人とすることができる。  

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者

の提出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされている

ときは、当該第三者に対して第 33条（第 39 条において準用する場合を含む。）の規

定に基づく支払いをしなければならない。  

  

（前払金等の不払に対する工事中止）  



 

  

第４４条 受注者は、発注者が第 35 条、第 38条又は第 39条において準用される第 33

条の規定に基づく支払いを遅延し、相当の期間を定めてその支払いを請求したにもか

かわらず支払いをしないときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止することがで

きる。この場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその

旨を発注者に通知しなければならない。  

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要が

あると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行

に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その

他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼし

たときは必要な費用を負担しなければならない。  

  

（契約不適合責任）  

第４５条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適

合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物

の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その

履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は、履行の追完を請求することがで

きない。  

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないとき

は、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。  

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その

期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額

を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をす

ることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。  

一 履行の追完が不能であるとき  

二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき  

三 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が

履行の追完をしないでその時期を経過したとき。  

四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。  

  

（発注者の任意解除権）  

第４６条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第 48条の規定によるほか、

必要があるときは、この契約を解除することができる。  

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及

ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。  

  



 

  

（発注者の催告による解除権）  

第４７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することが

できる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上

の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。  

一 削除  

二 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。  

三 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが

ないと認められるとき。  

四 第 10 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。  

五 正当な理由なく、第 45条第１項の履行の追完がなされないとき。  

六 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。  

  

（発注者の催告によらない解除権）  

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約

を解除することができる。  

一 第５条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。  

二 削除  

三 この契約の目的物を完成させることができないことが明かであるとき。  

四 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物

を除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないもの

であるとき。  

五 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示した

とき。  

六 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行

を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をし

た目的を達することができないとき。  

七 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が

履行をしないでその時期を経過したとき。  

八 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催

告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが

明らかであるとき。  

九 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与している

と認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。  



 

  

十 第 50 条又は第 51 条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。  

十一 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下

この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。  

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合には

その役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代

表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。  

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。  

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる

とき。  

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いると認められるとき。  

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。  

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がイ

からホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した

と認められるとき。  

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料

の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）

に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなか

ったとき。  

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

 

第４９条 第 47 条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由による

ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができな

い。 

 

（受注者の催告による解除権）  

第５０条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。

ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通

念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

（受注者の催告によらない解除権）  



 

  

第５１条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除す

ることができる。  

一 第 19 条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少し

たとき。  

二 第 20 条の規定による工事の施工の中止期間が工期の 10 分の５（工期の 10 分の

５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみ

の場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、な

おその中止が解除されないとき。  

  

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）  

第５２条 第 50 条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（解除に伴う措置）  

第５３条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部

分を検査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡し

を受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相

応する請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、

必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限

度破壊して検査することができる。  

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。  

３ 第１項の場合において、第 35 条（第 41条において準用する場合を含む。）の規定 

による前払金があったときは、当該前払金の額（第 38 条及び第 42 条の規定による部

分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同

項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済

みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解除が第 47 条、第 48条又は次条

第３項の規定によるときにあっては、その余剰額に前払金の支払いの日から返還の日

までの日数に応じ年 2.5 パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、解除が

第 46 条、第 50条又は第 51 条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に

返還しなければならない。  

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があると 

きは、第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注

者に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若し

くは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった

部分に使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還

に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるとき 



 

  

は、当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品

が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状

に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。  

６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注 

者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所

有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去す

るとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならな

い。  

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せ 

ず、又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に

代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができ

る。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについ

て異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要

した費用を負担しなければならない。  

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等につい 

ては、この契約の解除が第 47 条、第 48条又は次条第３項の規定によるときは発注者

が定め、第 46 条、第 50 条又は第 51 条の規定によるときは受注者が発注者の意見を

聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとる

べき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとす

る。  

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理につい 

ては発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。  

  

（発注者の損害賠償請求等）  

第５４条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生

じた損害の賠償を請求することができる。  

一 工期内に工事を完成することができないとき。  

二 この工事目的物に契約不適合があるとき。  

三 第 47 条又は第 48 条の規定により工事目的物の完成後にこの契約が解除されたと

き。  

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履

行が不能であるとき。  

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負

代金額の 10 分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わな

ければならない。  

一 第 47 条又は第 48 条の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除されたと

き。  



 

  

二 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに

帰すべき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。  

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみ

なす。   

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年

法律第 75号）の規定により選任された破産管財人  

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）の規定により選任された管財人  

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等  

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当す

る場合とみなされる場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注

者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の

規定は適用しない。  

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、請負代金

額から部分引渡しを受けた部分に相応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数

に応じ、年３パーセントの割合で計算した額とする。  

６ 第２項の場合（第 48 条第９号及び第 11 号の規定により、この契約が解除された場

合を除く。）において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保

の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違

約金に充当することができる  

  

（談合等不正行為があった場合の違約金等）  

第５４条の２ 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のい

ずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約

締結後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。次項において同

じ。）の 10 分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなけ

ればならない。  

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は

受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反し

たことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項

（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の

納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確

定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消された場合を

含む。以下この条において同じ。）。  



 

  

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令

（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注

者等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したも

のをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべ

てが確定した場合における当該命令をいう。次号及び次項第２号において同

じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。  

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条

又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する

行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間

（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を

行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である

当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われ

たものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。  

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。次項第

２号において同じ。）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止

法第 89 条第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。  

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、 

発注者の請求に基づき、前項に規定する請負代金額の 10 分の１に相当する額のほ

か、請負代金額の 100 分の５に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に

支払わなければならない。 

一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第

７条の２第８項又は第９項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する

刑に係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかにな

ったとき。 

３ 受注者が前２項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者 

は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの

割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。  

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることがで 

きない。  

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過す 

る場合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（受注者の損害賠償請求等）  

第５５条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約



 

  

及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由による

ものであるときは、この限りでない。  

一 第 50 条又は第 51 条の規定によりこの契約が解除されたとき。  

二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行

が不能であるとき。  

２ 第 33 条第２項（第 39 条において準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支

払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、昭和

24 年 12 月大蔵省告示第 991 号「政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める

件」に定める率により計算して得られた額（百円未満切り捨て）の支払いを官署支出

官岡山労働局長に請求することができる。  

  

（契約不適合責任期間等）  

第５６条 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第 32 条第４項又は第５項（第 39

条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡し（以下この条

において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合

を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除

（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。  

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、 

発注者が検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負

わない。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契約不適合

については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請求等をすることができ

る。  

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当 

該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで

行う。  

４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下 

この項及び第７項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知

り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日ま

でに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求

等をしたものとみなす。  

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契 

約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求

等をすることができる。  

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであると 

きには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところ

による。  

７ 民法第 637 条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。  



 

  

８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１ 

項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に

関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを

知っていたときは、この限りでない。  

９ 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員 

の指示により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求

等をすることができない。ただし、受注者がその材料又は指示の不適当であることを

知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。  

  

（火災保険等）  

第５７条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において

同じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険

（これに準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならない。  

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わ

るものを直ちに発注者に提示しなければならない。  

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付し

たときは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。  

  

（制裁金等の徴収）  

第５８条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指

定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する

期間を経過した日から請負代金額支払いの日まで年３パーセントの割合で計算した利

息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは

追徴する。  

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年３パーセント

の割合で計算した額の延滞金を徴収する。  

  

（あっせん又は調停）  

第５９条 この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき

協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この

契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、

建設業法による建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停

によりその解決を図る。  

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等又

は専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等

の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職務の執行に関する紛争について

は、第 12条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定



 

  

により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第

３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあ

っせん又は調停を請求することができない。  

  

（仲 裁）  

第６０条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停

により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁

合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。  

  

（情報通信の技術を利用する方法）  

第６１条 この契約書において書面により行わなければならないこととされている催

告、請求、通知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反

しない限りにおいて、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法を用いて行うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるもの

でなければならず、その具体的な取扱は設計図書に定めるものとする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 

第６２条 受注者は、受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反

により行政処分を受け又は送検された場合は、速やかに発注者に報告する。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 

第６３条 発注者は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続

を要せず、受注者に対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除する

ことができる。 

一 受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分

を受け又は送検されたとき。 

二 受注者が本契約締結以前に発注者に提出した、厚生労働省所管法令違反に関する

自己申告書に虚偽があったことが判明したとき。 

三 受注者が、受注者又はその役員若しくは使用人が第１号の状況に至ったことを報

告しなかったことが判明したとき。２ 本契約の再委託先について前項の状況に至

った場合も、同様とする。 

２ 本契約の再委託について前項の状況に至った場合も同様とする。 

 

（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 

第６４条 前条の規定により発注者が契約を解除した場合、受注者は、違約金として、

発注者の請求に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合に



 

  

は、変更後の契約金額）の 100 分の 10 に相当する額を発注者が指定する期日までに

支払わなければならない。 

２ 受注者は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお

いて、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（補 則） 

第６５条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが

協議して定める。  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 現場説明等質問用紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



現 場 説 明 等 質 問 用 紙 
令和８年 月 日 

工 事 名 新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

発 注 者 名  岡山労働局   TEL ０８６（２２５）２０１１ 

会 社 名  

住 所  

連 絡 先 
TEL： 
メールアドレス： 

担 当 者 部課名          氏名  

質問事項 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問受付期限：令和８年７月３０日（木）午前１０時まで（必着） 

※期限までにメール（33cyotatsu@mhlw.go.jp）（件名の最初に「工事名」を記

載）または郵送（総務課会計第二係あて）にて、送信お願いいたします。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７ 入札の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



　 の提出

同時提出　可

◎　紙入札方式による参加の場合は、原則、開札は立会い方式とする。

ただし、開札の立会いを希望しない場合は、「開札承諾書」（様式６）※の事前提出が前提となる。開札の結果は電話等で連絡する。

なお、開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格の入札がない場合には、同日中の再入札となり、再入札時間の時間指示の

　必要があるため、不立会の場合においても、開札時間以降、入札参加者又はその代理人は、当局と速やかに連絡が取れる体制を

　確保しておくこと。

ヘルプデスク　０５７０－０００－６８３

ホームページ　https://www.p-portal.go.jp/

※１・・・・代理人による応札の場合は、

システム上の委任手続きが完了

※ 郵送の場合は書留等配達記録が残るものを利用すること していることが前提となる。

※１

システムによる
 入札金額登録

工事費内訳書

【７月１４日（火）午前９時から
７月３１日（金）午後４時まで】

③誓約書（様式７）

②資格審査結果通知書（写）

　加について（様式３）

の提出

① 入札書
（様式１－１又は１－２）

② （委任状）

③ 工事費内訳書

③誓約書（様式７）

②資格審査結果通知書（写）

○ 電子入札案件での

　紙入札方式での参

※１回目の入札が不調
に終わった場合、同日中
に時間指定のうえ再入
札を行う。

※ 上記は郵送も可（期限内到着のこと）

【８月３日（月）午前９時】

【７月３０日（木）午前１０時まで】

の提出

開　　札

入　札　の　流　れ

紙方式での

参加希望

入札説明書交付
（岡山労働局ホームペー

ジに掲載する）

【７月１４日（火）午前９時から
７月３１日（金）午後４時まで】

電
子
調
達
シ
ス
テ
ム
で
の
参
加
希
望

の提出（Word・PDF形式等)

④自己申告書（様式９）

①入札参加資格確認申請・証明書（様式４－３）

①入札参加資格確認申請・証明書（様式４－２）

【７月３０日（木）午前１０時まで】 ⑤自己申告書（様式９）

※ データ添付困難な場合は郵送も可（①を除く。期限内到着のこと）

【７月３０日（木）午前１０時まで】

⑦開札承諾書（様式６）※

④入札参加受付票（様式８）

⑤同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可）

⑥同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可）



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 入札書用紙等（様式１－１～様式９）、工事費内訳書、

入札関係書類受領書、封筒記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式１－１） 

 

入  札  書 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 

入札者 住所 

商号又は名称 

代表者氏名               

 

 

下記のとおり、会計法令、入札説明書等を承諾のうえ入札します。 

 

 

記 

 

 

件  名：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

 

 

入札金額：￥           

※別紙「工事費内訳書」の＊工事価格と一致 

      

 

※ 入札参加者本人が入札する場合に使用する様式 



 

（様式１－２） 

 

入  札  書 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 

入札者 住所 

商号又は名称 

代表者氏名 

 

代   理   人               

 

 

下記のとおり、会計法令、入札説明書等を承諾のうえ入札します。 

 

記 

 

件  名：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

 

 

入札金額：￥           

※別紙「工事費内訳書」の＊工事価格と一致 

 

 

※ 代理人が入札する場合に使用する様式 



 

（様式２） 

 

委  任  状 

 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 

委任者 住所 

商号又は名称 

代表者氏名               

 

 

今般（代理人氏名）               を代理人と定め、下記

事項の入札及び見積もりに関する一切の権限を委任します。 

 

 

記 

 

 

件  名：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式３） 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 

参加者 住所 

商号又は名称 

代表者氏名               

 

 

電子入札案件での紙入札方式での参加について 

 

 

貴部局発注の下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参

加できないので、紙入札方式で参加いたします。 

 

 

記 

 

１ 入札案件名：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 
 

 

２ 電子調達システムでの参加ができない理由 

 

 

 

 

 



 

 
 

（様式３） 

令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

参加者 住所   岡山市○○区○○町○○－○○ 

商号又は名称 ○○○○株式会社 

代表者氏名  ○ ○ ○ ○      

 

電子入札案件での紙入札方式での参加について 

 

貴部局発注の下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参

加できないので、紙入札方式で参加いたします。 

 

 

記 

 

１ 入札案件名：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

 

２ 電子調達システムでの参加ができない理由 

（記入例） 

・電子入札用認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため 

・電子入札対応のシステム環境が整っていないため      等 

 

 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする 

 

記入例 



 

（様式４） 

 

入札参加資格確認関係書類 
 

 

１ 紙入札参加者は、 
①  入札参加資格確認申請・証明書（様式４－２） 
②  資格審査結果通知書（令和０７・０８年度厚生労働省競争参加資格審査）の写し 
③  「誓約書」（様式７） 

④  入札参加受付票（様式８） 

⑤  自己申告書（様式９） 

⑥  同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可） 

 
を、令和８年７月３０日（木）午前１０時までに提出すること。 

 

 

２ 電子入札による入札参加者は、 

①  入札参加資格確認申請・証明書（様式４－３） 
②  資格審査結果通知書（令和０７・０８年度厚生労働省競争参加資格審査）の写し 
③ 「誓約書」（様式７） 

④  自己申告書（様式９） 

⑤  同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可） 

 

 

を、令和８年７月３０日（木）午前１０時までに提出すること。 
なお、上記書類の提出にあっては、郵送も可（期限内到着）とする。ただし、郵

送の場合は書留など記録が残るものを利用すること。 

 

 

３ 紙入札参加者は、 
・代理人にあっては「委任状」（様式２）を入札書提出時に持参しておく。 
・開札に不立会の場合には、事前に「開札承諾書」（様式６）を提出すること。 

 



（様式４－２） 

令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 

下記の調達案件に係る一般競争入札の参加を申請します。 

また、当社が落札した際は、岡山労働局との契約に支障が生じないよう、貴

職が指定する業務内容を履行することが可能であること及び入札公告にある入

札参加者に必要な資格を有することを証明します。 

 

 

記 

 

 

１ 調達案件名   新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 
２ 開 札 日   令和８年８月３日（月）午前９時 
３ 工   期   令和８年８月２８日から令和８年１２月２８日まで 
４ 添 付 書 類   資格審査結果通知書（写）、 

同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可） 
 

 

 

 

（入 札 者） 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名               

 

 

※ 紙入札で参加する場合に提出する様式 



 

（様式４－３） 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

下記の調達案件に係る一般競争入札の参加を申請します。 

また、当社が落札した際は、岡山労働局との契約に支障が生じないよう、貴

職が指定する業務内容を履行することが可能であること及び入札公告にある入

札参加者に必要な資格を有することを証明します。 
 

記 

１ 調達案件番号  ６１２６５９ 
２ 調達案件名   新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

３ 工   期   令和８年８月２８日から令和８年１２月２８日まで 
４ 添 付 書 類   資格審査結果通知書（写）、 

同種工事の施工実績が確認できる書類（任意様式で可） 
 

参加資格確認申請提出者 

登録番号 
業種名及び等級 

業者名称 

業者郵便番号 

業者住所 

代表者役職名 

代表者氏名 

代表電話番号 

連絡先部署名 

連絡先氏名 

連絡先電話番号 

連絡先メールアドレス 
 

※ 電子入札システムで参加する場合に提出する様式 



 

（様式５） 

 

 

入 札 辞 退 届 

 

 

 

 

件   名  新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 
 

上記について、都合により入札を辞退します。 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長  松岡 宗寛  殿 

 

 

 

 

住 所 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名              



 

（様式６） 

開  札  承  諾  書  

【 紙 入 札 方 式 】  

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛  殿 

 

 

参加者 住    所 

商号又は名称 

    代表者氏名             

 

 

私は、次の入札に係り、開札方法及び開札結果等の一切の事項について異議

申し立てを行わないことを承諾し、入札に参加します。 

 

 

 

【入札件名】   新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

 

【開札日時】   令和８年８月３日（月）午前９時 
 



（様式７） 

誓  約  書 
 

□ 私／□ 当社 は、一般競争入札に参加するに当たり、下記１及び２の事実に相違がないこと及

び事実に相違があった場合は速やかに通知するとともに、下記３及び４のいずれにも該当しないこと、

ならびに、将来においても該当することがないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。  
 
１ 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当

しない者であること（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。）。 
また、予決令第７１条に規定される次の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経

過していない者でないこと（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同

じ。）。 
 イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合した者 
 ロ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 
 ハ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 
 ニ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 
 ホ 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約の履行に当たり、代理人、

支配人その他の使用人として使用した者 
 
２ 直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国 健康保険協会管掌のもの）、船

員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近 ２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償

保険及び雇用保険の保険料 をいう。）について、一切滞納がないこと。 
※当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、 
速やかに対応することを確約する。 

 
３ 契約の相手方として不適当な者 
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、

理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（令和３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団

員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 
（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
 
４ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
（１）暴力的な要求行為 
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 
（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
（４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 
（５）その他前各号に準ずる行為 
 
 支出負担行為担当官 
   岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 
 
 令和  年  月  日 
                             住 所        
                             商号または名称  
                               代 表 者         

※個人の場合は生年月日を記載すること。 
※法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。 

 



【参考様式】 

役 員 等 名 簿 
 

 

法人（個人）名：                           

 

役職名 

（フリガナ） 

生年月日 

氏名 

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  

  

  

年  月  日 

  



（様式８） 

 

入札参加受付票  
 

新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事 

企 業 名 称  

企 業 住 所 〒 

代 表 者 役 職 名  

代 表 者 氏 名  

代 表 電 話 番 号  

連 絡 先 部 署 名  

連絡先（担当者）氏名  

連 絡 先 住 所 〒 

連 絡 先 電 話 番 号  

連絡先メールアドレス  

 



（様式９） 

自己申告書 

 

 

下記の内容について誓約いたします。 

なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項

を報告しなかったことが判明した場合には、本契約を解除されるなど当方が不

利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１ 厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

２ 過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法

令違反により行政処分を受け又は送検されていないこと。 

３ 契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違

反により行政処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。 

４ 前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委

託先についても同様であること。 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

住所                    

    商号又は名称                

     代表者氏名                 

 

 

 

支出負担行為担当官 

岡山労働局総務部長 松岡 宗寛 殿 

 

 



支出負担行為担当官
　岡山労働局総務部長

　松岡　宗寛　殿

住　      所

商号又は名称

代表者　氏名

令和　　年　　月　　日

工　事　費　内　訳　書

工事内訳：新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事



新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事

Ⅰ 建築主体工事 式 1.0

Ⅱ 機械、電気設備工事 式 1.0

Ⅲ 産廃運搬・処分費 式 1.0

①計

共通仮設工事 式 1.0

現場管理費 式 1.0

一般管理費 式 1.0

②計

＊工事価格

総工事費計 ①計　＋　②計

③消費税 （①計　＋　②計）×10%

工事費（総合計） ①計　＋　②計　＋　③消費税

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.2



Ⅰ 建築主体工事

1 直接仮設工事 式 1.0

2 防水改修工事 式 1.0

3 外壁改修工事 式 1.0

4 塗装改修工事 式 1.0

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.3



1 直接仮設工事

足場下養生 ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ程度 ㎡ 69.6

外部足場 枠組み足場　900幅　手すり先行方式 ㎡ 591.0

垂直養生 防音ｼｰﾄ ㎡ 591.0

通路部分落下防止養生 ｺﾝﾊﾟﾈ程度 　ｽﾛｰﾌﾟ、玄関共 式 1.0

整理清掃費 内部改修 ㎡ 130.0

整理清掃費 屋上改修 ㎡ 203.0

荷揚げ、荷卸し費 15ｔﾚｯｶｰ 日 2.0

小計

摘要工種費目 金額単価数量単位種別

内訳書 P.4



2 防水改修工事

立上り部ｼｰﾄ防水撤去 押え金物共 ㎡ 25.9

同上下地処理 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ ㎡ 25.9

既存吹付材撤去 ｻﾝﾀﾞｰ工法 ㎡ 52.2

同上下地処理 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ ㎡ 52.2

高分子塩ビシート防水 平場絶縁工法　機械固定　厚1.2 ㎡ 203.0

塗膜防水 X-2工法　立上り、機械基礎他 ㎡ 80.0

ｺｰﾅｰﾌﾟﾚｰﾄ ｍ 89.4

ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄｺｰﾅｰｱﾝｸﾞﾙ ｍ 60.4

脱気筒 SUS 個 3.0

改修ﾄﾞﾚﾝ 既設撤去 個 4.0

ﾓﾙﾀﾙ浮き部分改修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ全面エポキシ樹脂注入接着工法 ㎡ 50.2

ﾓﾙﾀﾙ面ｸﾗｯｸ処理 自動低圧エポキシ樹脂注入工法　0.2ｍｍ～1ｍｍ ｍ 1.0

建具廻りｼｰﾘﾝｸﾞ撤去 ｍ 241.0

建具廻りｼｰﾘﾝｸﾞ 10×15　MS-2 ｍ 241.0

打継目地ｼｰﾙ撤去 ｍ 221.0

打継目地ｼｰﾙ 20×15　MS-2 ｍ 221.0

小計

単価 金額 摘要費目 工種 種別 単位 数量

内訳書 P.5



3 外壁改修工事

外壁下地処理 ｻﾝﾀﾞｰ工法　RB種同等 ㎡ 393.0

水洗い 高圧水洗機　15Mpa程度 ㎡ 393.0

下地処理 C-2 ㎡ 393.0

複層塗材E ｱｸﾘﾙ系　ゆず肌 ㎡ 393.0

小計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.6



4 塗装改修工事

壁合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝﾍﾟｲﾝﾄ塗 下地処理共 ㎡ 36.7

屋上アンテナ支柱塗装 ｹﾚﾝRB種　錆止め　DP塗 ㎡ 1.0

ﾚﾝｼﾞｼﾞﾌｰﾄﾞ塗装 ｹﾚﾝRB種　錆止め　DP塗 ㎡ 2.0

小計

費目 工種 種別 単価 金額 摘要単位 数量

内訳書 P.7



Ⅲ 産廃運搬・処分費

（運搬）

運搬 2ｔﾀﾞﾝﾌﾟ 台 1.0

（処分費）

処分費 廃プラ ｔ 0.6

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.8



Ⅱ 機械、電気設備工事

1 全熱交換器設置工事 式 1.0

2 電気工事 式 1.0

合計

費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額 摘要

内訳書 P.9



1 全熱交換器設置工事

全熱交換器 SCF-50LS2　同等 台 4.0

ｺﾝﾄﾛｰﾙｽｲｯﾁ 個 4.0

丸型ﾌｰﾄﾞ SUS　ｶﾞﾗﾘ　防虫網月 個 8.0

同上取付費 台 4.0

穴あけ 220Φ　厚150 カ所 8.0

天井点検口取付 450角　額縁ﾀｲﾌﾟ カ所 5.0

屋上空調室外機撤去再取り付け 14KW以下　3台 式 1.0

小計

摘要費目 工種 種別 単位 数量 単価 金額

内訳書 P.10



2 電気工事

ｹｰﾌﾞﾙ EM-EEF　1.6-2ｃ ｍ 43.0

ｹｰﾌﾞﾙ EM-EEF　1.6-4ｃ ｍ 40.5

ﾌﾞﾚｰｶｰ 20A 個 1.0

金属線ﾋﾟ A型 ｍ 18.5

金属線ﾋﾟ部材 ｽｲｯﾁﾎﾞｯｸｽ 個 4.0

小計

金額 摘要単価費目 工種 種別 単位 数量

内訳書 P.11



　岡山労働局ホームページから上記の入札関係書類をダウンロードした場合には、
　本票に記載していただき、上記メールアドレスへ必ず送信いただくようにお願いいた
します。（メール送信いただく際には件名に入札案件名を入力の上、送信お願いいた
します。）
　（窓口への提出でも可）

　※急な仕様の変更などを行った場合に、その旨をご連絡させていただく際に使用
    　させていただきます。

備  考  欄

受 領 日
（ダウンロードした日）

事 業 所 名

担 当 者 名

担当者　電 話 番 号

担当者　メールアドレス

令和　　　　年　　　　月　　　　日

入 札 関 係 書 類 受 領 書

岡山労働局総務部　総務課　会計第二係　　行

【メールアドレス】　33cyotatsu@mhlw.go.jp

入 札 案 件 名 新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事

送信時にメールアドレスをお間違えのないようにご注意ください



封筒記載例  
 

封筒表面            封筒裏面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

    

  

   

支 

出 

負 

担 

行 

為 
担 
当 

官 
 

殿 

入 
 

札 
 

書 
 

在 
 

中 

新
見
労
働
基
準
監
督
署
屋
上
防
水
及
び
内
壁
等
改
修
工
事 

会社名  ○○○○○○○○○○○ 
 
住 所  ○○○○○○○○○○○ 
 
電 話  ○○○○○○○○○○○ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

９ 監督職員等一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜別 添＞ 

監 督 職 員 等 一 覧 表 

監督職員等の名称 役  職  名 備  考 

監

督

職

員 

監督職員 岡山労働局総務課会計第三係長 
 

  
 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 
  

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１０ 設計図書 

 

 

 

 

 

 

 

 



表紙・図面リスト

新見労働基準 監督署屋上防 水及び内壁等 改修工事

Ｎｏ．

A-00

新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事

図 面 リ ス ト

縮 尺

1/100

―

1/50

1/50

1/30

1/100

1/100

1/30

―Ａ－００

図 番

Ａ－０４

Ａ－０３

表紙・図面リスト

Ａ－０５

Ａ－０６

Ａ－０７

Ａ－０８

Ａ－０９

配置図・敷地案内図

建築改修工事特記仕様書３

立面図・建具、モルタル浮き部他リスト

展開図

部分詳細図１

1,2階天井伏図

Ａ－１０ 部分詳細図２

図 面 名 称 縮 尺図 番 図 面 名 称

1/100

―

―

Ａ－０２

Ａ－０１ 建築改修工事特記仕様書１

建築改修工事特記仕様書２ ―

―Ｅ－０１

Ｍ－０１

ＥＭ－０２

電気設備工事特記仕様書

機械設備工事特記仕様書

1,2階・屋上階平面図

電気機械設備　1,2階・屋上階平面図



階

工 事 名 称

工 事 場 所

敷 地 面 積

階

小 計

合 計

㎡

㎡

建築面積(㎡)

Ⅰ．　工　事　概　要

（１）項目は番号に○印のついたものを適用する

（２）特記事項は○印のついたものを適用する

○印のつかない場合は、※印のついたものを適用する

○印と※印のついた場合は共に適用する

（　　）の内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

特記仕様２．

Ⅱ．　建築改修工事仕様

（３）項目に記載［　　］の内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

章 項　　　　目 特　　　記　　　事　　　項

１　

一
般
共
通
事
項

１  適用基準等

 　（以下「標準詳細図」という）

２  電気保安技術者

（４）関係法令の改正等により（条例を含む）、工事内容が法令等に抵触する恐れがあることを認識した場合には、その対応等に

ついて、監督職員と協議すること。

【工事名称】 【図面番号】

【図面名称】

検収印

［１．３．５］

３  施工条件

 ・建設発生土仮置場　　（※図示　・　　　　　　　　　　）

［１．３．３］

 ・部位別の施工順序　　※指定なし　・指定あり（・図示　・　　　　　　　　　　　　　）

床 面 積(㎡)

棟 名 称 ／ 構 造

・無人改修 ・有人改修・無人改修 ・有人改修・無人改修 ・有人改修・無人改修 ・有人改修施 工 条 件

棟　　　造棟　　　造棟　　　造棟　　　造

１． 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築改修工事標準仕様書（建

（５）材料及び製造所等の記載は順不同である。

 配置する

４  工事安全計画書

［１．３．７］

 建築工事安全施工技術指針及び建設工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編）に基づき、工事の

工
事
範
囲

別
途
工
事

消防法施行令別表第一区分

用途地域 防火地域 ・防火地域 ・準防火地域 ・指定なし

建ぺい率（指定率） 　　　　％（　　　　％） 容積率（指定率） 　　　　％（　　　　％）

 ※週休２日促進工事について

 ・本工事は、週休２日促進工事の対象である。週休２日促進工事特記仕様書を参照すること。

 ・本工事は、週休２日促進工事の対象外である。

※建築工事標準詳細図（令和４年版）　　　　　　　　　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

※営繕工事写真撮影要領（令和３年版）　　　　　　　　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

 施工に先立ち工事現場の安全対策に関する具体的な工事安全計画書を監督職員に提出する

発生材の処理等  ・引渡しを要するもの（　　　　　　　　　　　　　　　）

 ・特別管理産業廃棄物（　　　　　　　　　　　　　　　）

 　　処理方法　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

 ・現場において再利用を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　）

 ・再生資源化を図るもの

 　・コンクリート塊　　・アスファルトコンクリート塊　　・建設発生木材

［１．３．１２］

・せっこうボードの処理

・石綿含有せっこうボード　　９章による

・ひ素・カドミウム含有せっこうボード

　・製造業者に回収委託

　・埋立処分（管理型最終処分場）

　　　処分施設の名称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　所在地　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・石綿含有、ひ素・カドミウム含有以外のせっこうボード

・再生資源化（再資源化施設）　　・最終処分（管理型最終処分場）

　　　処分施設の名称　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　所在地　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

５

 ・ＰＣＢ含有シーリング材の処理

 　　現場にてサンプルを採取し、シーリング材種及び分析の要否を判定する

 　・第一次判定

 　　　採取箇所数　　計　　箇所

 　　　採取箇所　　※図示　

 　・第二次判定

 　　専門分析機関にてＰＣＢ含有量の分析を行う

 　　　分析個数　　計　　箇所

 　・除去処理工事

 　　　除去範囲　　※図示　

本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する品質及び性能を有すると共に、

１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗

料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材

次の１）から４）を満たすものとする。

料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

 環境への配慮

［１．４．１］

６

２）接着剤及び塗料にトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

３）接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含

ものとする。

　　ヒド、アセアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用した

４）１）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類等は、ホルムアルデ

また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒド放散量」は、次のとおりとする。

②建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

②建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアル

　デヒド発散建築材料以外の材料

 　　ホルムアルデヒド放散量　規制対象外に該当する建築材料

 　　ホルムアルデヒド放散量　第三種に該当する建築材料

 材料の品質等

［１．４．２～５］

１）本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を

２）本工事に使用する材料のうち、３）に指定する材料の製造業者等は、次の（１）～（６）の事

項を満たすものとし、その証明となる資料（外部機関が発行する証明書の写し）を監督職員に提

出して承諾を受けるものとする。ただし、あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合はこの限りで

（１）品質及び性能に関する試験データが整備されているもの

（２）生産施設及び品質の管理が適切に行われているもの

（３）安定的な供給が可能であるもの

（４）法令等で定めがある場合は、その許可、認可、認定又は免許を取得しているもの

（５）製造又は施工の実績があり、その信頼性があるもの

（６）販売、保守等の営業体制が整えられているもの。（なお、システムとして機能するものに
あっては、システムの構築能力があり、現場での施工体制が整えられているもの）

３）製造業者等に関する資料の提出を定める材料

煙突用成形ライニング材錠前類床型枠用鋼製デッキプレート

天井点検口クローザ類鉄骨柱下無収縮モルタル

床点検口自動扉機構無収縮グラウト材

グレーチング自閉式上吊り引戸機構乾式保護材

有するものとする。

はない。

７

トップライト重量シャッター 軽量シャッター

屋上緑化システム

ルーフドレン

吸水調整材

既調合モルタル オーバーヘッドドア

防水剤

現場発泡断熱材

フリーアクセスフロア

ポリマーセメントモルタル

鋳鉄製ふた

既調合目地材

可動間仕切

移動間仕切 トイレブース

 施工数量調査  調査範囲　※外壁（庇、笠木共）、軒裏等の建物外周部及び屋内の梁、階段裏等の見上げ面　・図示

 　　　　（※塗装改修の範囲内　　・塗装改修の範囲外を含む全工事範囲　）

 調査方法　※テストハンマーによる打診及び目視　　・　

 　調査は、建物外周部のひび割れ、浮き、欠損部、内部まで貫通したひび割れ及び雨漏りの有無及び

 　また、その報告書は、結果を立面図等に記載し集計表及び写真を添えて監督職員に２部提出するも

 　屋内見上げ面等の浮きの位置及び数量（幅、長さ、面積）の調査を行うものとする。

 　屋根調査は、既存の防水層、シーリング材充填部、とい、笠木等及び下地の劣化状況を確認する。

 　のとする。

１０

［１．６．２］

 特別な材料の工法  標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品等の指定工法によるものとする。８

 ※石綿含有建材の事前調査 石綿含有建材の事前調査

     貸与資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

     調査範囲（※工事範囲　　・図示　　　　　　　）

     なお、事前調査で石綿の使用の有無が明らかにならなかった場合は、分析による調査が必要に

     なるため、監督職員と協議するものとする。

     工事着手に先立ち、あらかじめ関係法令に基づき、改修の作業に係る全ての材料について、設計

     図書等の文書を確認する方法及び目視により確認する方法により石綿等の使用の有無について事

     前調査し、調査結果を監督職員に提出する。

９

［１．５．１］

 調査のための破壊部分  補修方法　※図示

 技能士 工事種目 技能検定職種 技能検定作業

 とび 仮設工事

 防水改修工事  防水施工  ・アスファルト防水工事作業

 ・アクリルゴム系塗膜防水工事作業

 ・合成ゴム系シート防水工事作業

 ・セメント系防水工事作業

 　防水工事作業

 ・改質アスファルトシートトーチ工法

 ・ＦＲＰ防水工事作業

 補修範囲　※図示

１１

１２

 外壁改修工事  樹脂接着剤注入施工

 左官

 タイル張り

 建具改修工事  サッシ施工

 ガラス施工

 自動ドア施工

 ガラス用フィルム施工

 ・ビル用サッシ施工作業

 ・ガラス工事作業

 ・自動ドア施工作業

 ・建築フィルム作業

 ・大工工事作業 建築大工 内装改修工事

 建築板金  ・内外装板金作業

 内装仕上施工  ・鋼製下地工事作業

 ・プラスチック系床仕上げ工事作業

 ・ボード仕上げ工事作業

 表装  ・壁装作業

 左官  ・左官作業

 タイル張り  ・タイル張り作業

 塗装改修工事  塗装  ・建築塗装作業

 耐震改修工事  鉄筋施工

 型枠施工

 ・鉄筋組立作業

 ・型枠工事作業

 コンクリート圧送施工 ・コンクリート圧送工事作業

 鉄工  ・構造物鉄工作業

 とび  ・とび作業

 環境配慮改修

 工事

 配管  ・建築配管作業

 路面表示施工  ・溶融ペイントハンドマーカー工事作業

 ・加熱ペイントマシンマーカー工事作業

 造園  ・造園工事作業

 ・カーペット系床仕上げ工事作業

 ・かわらぶき作業 かわらぶき

［１．６．３］

［１．７．２］

 施工図及び施工計画書  提出した施工図及び施工計画書の著作に係る当該建物に限る使用権は、発注者に委譲するものとする

 設備工事との取合い

 コンクリート、モルタル等の撤去部分の境目は、原則としてダイヤモンドカッター切りとする

 設備機器の位置、取り合い等が検討できる施工図を提出して、監督職員の承諾を受ける

 撤去部分

 完成時の提出図書　  完成図（ＣＡＤデータの提出（※要・不要））

 保全に関する資料　（提出部数　※１部　　・　　部）

 提出書類の詳細については、別途、完成図書作成要領による

 　　地表面粗度区分　　・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ

積雪量　建築基準法施行令第８６条第３項の規定に基づく岡山県建築基準法施行細則による数値

 はつり工事等における

 非破壊検査

 ※はつり工事やスリット工事を行う施工前調査において、非破壊検査が必要と考えられる場合は、

 　監督職員との協議により、非破壊検査を実施すること。

 ※探査方法としては電磁誘導式を原則とする。放射線透過検査等による埋設物の調査を実施する場

 　合、監督職員との協議による。

 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。 適用区分

 　　風圧力風速　　　　　Ｖｏ＝　　　　　ｍ／ｓ

撮影部位は監督職員の指示による

 完成写真 工事完成時に次の写真を撮影し、監督職員に提出するものとする。

撮影部位及び

箇所数
形式・サイズ

提出

セット数

画素数及び

画質等
撮影者

外部（　　）箇所

内部（　　）箇所

カラー印画紙　・キャビネ判　・Ｌ判

・電子データ（ＪＰＥＧフルカラー

　圧縮率1/4程度）

4500×3000ピク

セル以上で画像

補正を行ったも

の

建築完成写真

の撮影実績が

ある者で、監

督職員が承諾

する撮影業者

外部（　　）箇所

内部（　　）箇所

カラー印画紙　・キャビネ判　※Ｌ判

※電子データ（ＪＰＥＧフルカラー）

1280×960ピク

セル以上かつ撮

影したデジタル

カメラの設定の

うち最高の画質

任意
３

３

電子データは、ＣＤ－Ｒ等で提出する

１６

１７

１８

１９

２０

１５

１４

［１．９．１～３］

 　　し、３０分間換気する。

パッシブ型採取機器を用いて測定を行う場合には、次の要領で測定及び分析を行う。

 測定し、厚生労働省が定める指針値以下であることを確認し、監督職員に報告するものとする。

 化学物質の濃度測定  図示した室のホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・スチレン・エチルベンゼンの室内濃度を

 　①３０分間換気

 　　測定対象室のすべての窓及び扉（造り付け家具、押し入れ等の収納部分の扉を含む）を開放

１３

［１．７．９］

 　　ただし、造り付け家具、押し入れ等の収納部分の扉は開放したままとする。

 　　①の後、測定対象室のすべての窓及び扉を５時間閉鎖する。

 　②５時間閉鎖

 ・厚生労働省の標準的方法による。

 　⑤　その他　監督員から測定方法に関する注意事項等の指示を受けるものとする。

ハ　測定回数は１回とし、複数回の測定は不要とする。

 　　　　定時間帯の中央となるよう、１０時３０分～１８時３０分までの時間帯で測定する。

 　　イ　②の状態のままで測定する。

 　③測定

 　　ロ　測定時間は、原則として２４時間とする。ただし工程等の都合により、２４時間測定が

 　　　　行えない場合は、８時間測定とする。なお、８時間測定の場合は、午後２時～３時が測

 　④　分析　測定対象化学物質を採取したパッシブ型採取機器を分析機関に送付し、濃度を分析する。

 適用した技能士について地域性を考慮し確保が困難な場合は監督職員と協議する。

改質アスファルトシート

防水

［３．１．４］

［３．４．２、３］

５

断熱材

　防水層の種別

 ・MA4S

 ・M3AS
 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設ける

 ・設けない

 ・AS-T1

 ・AS-T2

 ・AS-T3

 ・AS-T4

 ・AS-J2

 ・AS-J1

 ・AS-J3

高日射反
備考

 ・P0ASI

 ・M4ASI

 ・M3ASI
 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設ける

 ・設けない

 防水層

 ・設ける

 ・設けない

 ・ASI-T1

 ・ASI-J1

 ・製造所

 ・  ・ 

 ・製造所

 ・  ・ 

 ・ 

 ・製造所

 ・ 

（材質）

　JIS A 9521(建築用断熱材)に基

　づく発泡プラスチック断熱材

（種類）

　※硬質ウレタンフォーム断熱材

　・50ｍｍ

（厚さ）

　※25ｍｍ

工法 種別 施工箇所

 ・P0AS

仕上塗料

使用量種類

　  ２種２号

　屋根露出防水

射率防水

・適用

する

・適用

する

・適用

する

 　の仕様

 　の仕様

 　の仕様

 改質アスファルトシートの種類及び厚さ

 　※改修標準仕様書表3.4.1から表3.4.3による　・　

 粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

 　※改修標準仕様書表3.4.1から表3.4.3による　・　

 部分粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

 　※改修標準仕様書表3.4.1から表3.4.3による　・　

 脱気装置の種類　　※改質アスファルトシートの製造所の指定　・　

 脱気装置の設置数量　　※改質アスファルトシートの製造所の指定　・　　　（個）

 　※アルミニウム製　L-30×15×2.0ｍｍ程度　・　

 立上り部の押え金物の材質、形状及び寸法

 絶縁断熱工法の防水湿シート

 　・設置する

 　・設置しない

 防水層の種類

 屋根露出防水

高日射反

 ･設ける

 脱気装置

 ･設けない

 ･設ける

 ･設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ･設けない

 ･設ける

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

※DI-2

・DI-1

 ・M4DI

 ・M3DI

 ・P0DI

 ･設ける

 ･設けない

 脱気装置

 ・D-4

 ・D-3

 ※D-2

 ・D-1

 ・C-4

 ・C-3

 ※C-2

 ・C-1

 ・P0D

 ・M3D

 ・M4C

 ・製造所

 ・製造所

 ・製造所

 ・ 

 ・ 

（材質）

　JIS A 9521(建築用断熱材)に基

　づく発泡プラスチック断熱材

（種類）

　※硬質ウレタンフォーム断熱材

 ・ 

使用量種類

 ・ 

備考断熱材種別工法 施工箇所
仕上塗料

　  ２種２号

射率防水

・適用

する

・適用

する

・適用

する

（厚さ）（ｍｍ）

　※25　　・50　　・　

 防水立上り部の保護

 　※乾式保護材

 　　　　　　　　　　寸法

 　　　　　　　　　　　厚さ(㎜)：　　　、幅(㎜)：

 　　　　　　　　　したもの

 　　窯業系パネル：無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形しオートクレーブ養生

 　　金属複合板：金属板と樹脂を積層一体化したもの

 　　　　　　　　　　寸法

 　　　　　　　　　　　厚さ(㎜)：　　　、幅(㎜)：

 　・れんが

 　の仕様

 　の仕様

 　の仕様

   ※アルミニウム製　L-30×15×2.0mm程度  ・　

 屋上排水溝　・図示　・　

 屋根露出防水絶縁断熱工法の場合の、ルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置

 脱気装置の種類及び設置数量

   ※図示　・　

屋内防水

 ・Ｐ１Ｅ

 ・Ｐ２Ｅ

 Ｅ－１の場合で工程３を行う部位（※貯水槽、浴槽等常時水に接する部位　・　　　　　　　　　　） 

 保護層　・設ける（※図示　・　　）　　・設けない

 立上り部の押え金物の材質及び形状寸法

   ※アスファルトルーフィング類製造所の指定　　　　・　

 平場の保護コンクリートの厚さこて仕上げ

 　　こて仕上げ　　※水下　80㎜以上

 　　床タイル張り　※水下　60㎜以上

 部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

 　※改修標準仕様書 表3.3.3 及び 表3.3.4 による

３　

防
水
改
修
工
事

１  降雨等に対する養生方法

［３.１.３］

 ※改修標準仕様書3.1.3(5)(ｱ)～(ｳ)による。

 ・　

２  既存防水の処理  既存保護層の撤去　　・行う（範囲　　※図示　・　　　　　　　　　　） 

 　　　　　　　　　　・行わない 

 既存露出防水層表面の仕上げ塗装の除去　　・行う（・M4AS　・M4ASI　・M4C　・M4DI　・L4X）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・行わない 

３  既存下地の処置

［３.２.６］

 既存下地の補修箇所の形状、長さ、数量等　　※図示　・　

 P0S工法及びP0SI工法（機械的固定工法）の既存保護層を撤去し防水層を非撤去とした立上り部等

 の処置　　※改修標準仕様書3.2.6(4)(ｳ)(g)①～③による　・　

 　※図示。だたし、図示が無いものは監督職員と協議する　・　

［３.１.４］［３.２.３、４、６］

 設備機器架台、配管受部、パラペット、貫通パイプ回り、手すり・丸環の取付け部、塔屋出入口部、

 防水層末端部の納まり部の処理

［表３．３．３～１０］

立上り部の保護絶縁用シート

 ・ﾚﾝｶﾞ押え

 ・乾式保護材

工　法 施工箇所

 ・Ｐ２Ａ

 ・Ｐ１Ｂ

 ※Ｂ－２

 ・Ｂ－１

 ・Ａ－１

 ※Ａ－２

 ・Ａ－３

断熱材

 アスファルト防水  屋根保護防水

 防水層の種別

４

［３．１．４］

［３．３．２～３、５］

 　※JIS R 1250

 　・　

 ・ｺﾝｸﾘｰﾄ押え

 ※ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ

　厚さ0.15㎜以上

 又はﾌﾗｯﾄﾔｰﾝｸﾛｽ　

  70g/㎡程度

・　

 ・Ｐ１ＢＩ

 ・Ｐ２ＡＩ

 ※ＢＩ－２

 ・ＢＩ－１

 ・ＡＩ－３

 ※ＡＩ－２

 ・ＡＩ－１

・　

 ※ﾌﾗｯﾄﾔｰﾝｸﾛｽ

　（70g／㎡程度）

（材質）

　　ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材３種ｂ

　　Ａ（スキン層付き）

　　JIS A 9521による押出法

（厚さ）(ｍｍ)

　　※25　　・50　　・　

 改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

 　※改修標準仕様書 表3.3.5 から 表3.3.6 による

 監督職員事務所

 ・既存建物内の一部を使用する（場所：　　　　　　　　　　　　）

 工事用水

 　備品等は、監督職員の指示を受けて設置するものとする

５

６

７  工事用電力

［２．４．１］

 ・構内に新設する

 ※設けない　　　・設ける

 既存部分に汚染又は損傷を与えるおそれのある場合は養生を行う。また、万一損傷等を与えた場合は、

 既存部分の養生

［２．３．１］

 既存部分の養生方法　※ビニルシート等　・　

 ・固定された家具等（備品，机，ロッカー等）の移動　　※行う（図示）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保管場所　※構内既存施設内　・　

 ・既存ブラインド、カーテン等の養生　　養生方法　※取外し再取付　　・　

３

 仮設間仕切り

［２．３．２］

 仮設間仕切り及び仮設扉の設置箇所　　※図示　・　

 仮設間仕切りの種別と材質等

４

 受注者の責任において速やかに修復等の処置を行う。

　※せっこうボード

　・合板

　　種類（※GB-R 　　・　　　　　）

　　厚さ（※9.5ｍｍ　・　　　　　）

　　材種（※普通合板 ・　　　　　）

　　厚さ（※9mm　　  ・　　　　　）

　※無し

　・片面

　※行う

　（JIS A6301ｸﾞﾗｽｳｰﾙ吸音材32K厚50mm)

　・行わない

　・Ａ種

　・Ｃ種

種別 仕上げ（厚さmm） 塗装 充填

 仮設扉　　※木製（合板張り程度）　・　

 騒音・粉じん等の対策

 防音パネル、 防音シートを取り付ける足場の設置範囲［２.１.３］

 　※ 工事に必要な範囲　　・ 

 足場その他

［２．２．１］

２  ・内部足場の種別　　　　　　※脚立、足場板等　・　

１２　

仮
設
工
事

 ※足場を設ける場合は、改修標準仕様書２．２．１（２）、（５）による。

２１ 工事区分  工事区分表による

施工場所種別改修工法

 ・Ｅ－１

 ※Ｅ－２

Ｒ０５．１２

　※Ｂ種

 建 築 改 修 工 事 特 記 仕 様 書

RC

1

2

 ※施工時間帯　　　　　・指定なし　※指定あり（　監督職員の指示による。　　　　　）

 ※施工ができない日等　・指定なし　※指定あり（　監督職員の指示による。　　　　　）

 ※資機材置場　　　　　（・図示　※監督職員の指示。　　）

4

 ※外部足場の範囲　　　　　　※工事に必要な範囲　・　

 ※防護シートの範囲　　　　　※工事に必要な範囲　・　

 ※材料、撤去材等の運搬方法　・Ａ種　※Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・Ｅ種

建築改修工事特記仕様書１

578.51㎡

庁舎

195.69

420.70

420.70

225.01

225.01

新見労働基準監督署外１庁舎外壁改修工事

【新見労働基準監督署】岡山県新見市新見　811-1

 ※工事車両の駐車場所　（・図示　※監督職員の指示。　　）

外壁仕上げ材については調査済みのため　監督員の指示による

引き込みが不可能の場合は　監督員と協議する。

 騒音・粉じん等の対策　　・ 防音パネル　　※　防音シート

 ※とび作業

 ※樹脂接着剤注入工事作業

 ・左官作業

 ・タイル張り作業

 　　　　　　　　　　※行わない

 既存防水層の撤去　　※行う（範囲　　※図示　・　　　　　　　　　　） 

外壁改修工事

防水改修工事

築工事編）（最新版）」（以下、「改修標準仕様書」という。）による。図面、本特記仕様書及び改修標準仕様書に記

載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築工事標準仕様書（建築工事編（最新版）」（以

下、「標準仕様書」という。）又は国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「建築物解体工事共通仕様書（最新版）」による。

 ※ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

 ※塩化ビニル系シート防水工事作業

 ※シーリング防水工事作業

 ・既存部分における窓ガラス養生　・ﾗﾜﾝ合板等　・　

A-01

 ※別途引込みとする　　・構内既存の施設を利用できる（・有償　・無償）

 構内既存の施設　※利用できる（※有償　・無償）　・利用できない

新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事



下地調整材　　　※全面　・図示

　　　　㎡

外壁調査（施工数量調査）

浮き部エポキ

　　　　㎡

 (材質)

 ※改修標準仕様書3.5.2  　・モルタル塗替え工法　　　既製目地材　・使用する（形状　　　　　　）

 　　仕上げ厚又は全塗厚が25ｍｍを超える場合の措置　　※図示　　・ 

 　・充填工法　・エポキシ樹脂モルタル　・ポリマーセメントモルタル

 　モルタルの材料　　※現場調合材料　・既調合材料

外壁複合改修構工法

評価を取得した工法とする

平成７年度建設省告示第１８６０号による「外壁複合改修構工法の開発」において、建設大臣の技術４

４
ー
４　

外
壁
改
修
工
事
（
タ
イ
ル
張
り
仕
上
げ
外
壁
）

１ タイル部分張替え工法及びタイル張替え工法用接着剤の種類

 　　※可とう性エポキシ樹脂

 　　　　シーリング材の上にポリマーセメントモルタルの充填　　※行う　・行わない

 　　　　充填材料　　※１成分形又は２成分形ポリウレタン系　・　

 　　・シーリング材

 　・Ｕカットシール材充填工法

 　　コアの抜取り部の補修方法　　※ポリマーセメントモルタル充填　・図示

 　　コアの抜取り個数　　※長さ500ｍごと及びその端数につき1個　・　

 　　注入状況の確認方法　　※注入量により確認　・コアの抜取りを行う　・　

３ 欠損部改修工法

 　接着剤の種類　　・ポリマーセメントモルタル　・外装タイル接着剤張りの接着剤

 　貼付けモルタルの材料　　※現場調合材料　・既調合材料

 ・タイル部分張替え工法

 　外装タイル張り下地等の下地モルタル及び下地調整材塗りの接着力試験　　・行う　・行わない

 ・タイル張替え工法（下地モルタルを撤去する場合）

Ｕカットの上ポリ

ウレタン系シーリ

ング材（幅2mm以（幅2mm未満）

 ・  ・ 
 ・製造所

 ・ 

 ・製造所

 ・  ・ 

 ・  ・ 

種類 使用量

 ・製造所
 ・ 

【工事名称】 【図面番号】

【図面名称】

検収印

 合成高分子系 　防水層の種別

 ルーフィングシート防水
工法 種別

 ［３．１．４］

 ・P0S  ・S-F1

 ・S-F2

 ・S-M1

 ・S-M3

 ・M3S  ・S-F1

 ・S-F2

 ・M4S  ・S-M1

 ・S-M2

 ・S-M3

 ・P0SI  ・SI-F1

 ・S3SI  ・SI-F2

 ・M4SI

備考

 脱気装置

 ・設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設けない

 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設ける

 ・設けない

高日射反
施工箇所 断熱材

 ［３．５．２～４］

６

仕上塗料

 笠木の固定金具の工法等

 板材折曲げ形の笠木の取付方法　※図示　・                       .

 下地補修の工法　※図示　・　　　　　　　　　　　　　　　　　.

 既存笠木等の撤去　・行う（範囲　・図示　・　　　　　　　　　）

 表面処理　種別（　　）種　皮膜等の種類（※標準仕様書表14.2.1による　・　　　）

　　　　 　　　　　・行わない

［３．９．２～３］

 アルミニウム製笠木  種類　・オープン形式（・押出250形　・押出300形　・押出350形） ［表３．９．１］

　　　 ・板材折曲げ形（・オープン形式　　・シール形式）

　　　　　　　 本体幅（　　）mm　板厚（※2.0mm　・　　mm）

防水改修フロー及び数量

・既存保護層の補修及び処置

防水面調査（施工数量調査）

ひび割れ部補修 欠損部改修 浮き部補修 ぜい弱部補修 既存目地欠損部補修
既存目地欠損部補修

ポリマーセメント

モルタル補修

ポリマーセメント

モルタル補修

撤去の上、ポリ

マーセメントモ

ルタル補修

ポリマーセメント

モルタル補修

既存目地撤去の

上ポリウレタン

系シーリング材

ｍｍｍ㎡㎡㎡ｍｍｍ

　 ・適用しない

上）

ケレン等の上、ポ

工事用シール材

アスファルト防水

リマーセメントペ

ースト補修

アスファルト防水

工事用シール材

（脱気に利用する場合）

　 　　　　着色（※標準色　・特注色（　　　　　　　　　　））

（品質・性能）

項目 品質・性能

だれ

曲げ強さ（Ｎ/ｍｍ2）

圧縮強さ（Ｎ/ｍｍ2）

5以内

ひびわれの発生が無いこと。

6.0以上

20.0以上

下がり量（ｍｍ）

表面の状態

1.0以上標準条件接着強さ（Ｎ/ｍｍ2）

特殊条件 湿潤時

低音時

裏面のぬれ、水滴の付着が無いこと。透水性

1）均質で有害と認められる異物の混入がないこと。その他

0.8以上

0.5以上

2）高分子エマルションは、常温常湿において製造

　 後６か月保存しても、変質しないこと。

 ポリマーセメントモルタル

［４.２.２］

（品質・性能）

広がり速度 長さ変化率

（収縮）

引張接着性

（材齢28日）

曲げ性能

（材齢28日）

吸水性

（72時間）

耐久性

（劣化曲げ強さ）

（％） （Ｎ/ｍｍ2） （Ｎ/ｍｍ2） （％） （Ｎ/ｍｍ2）

（ｃｍ/ｓ）

3以上 3以下 0.5以上 5.0以上 15以下 5.0以上

保水係数　0.35～0.55

粘調係数　0.50～1.00 

 ポリマーセメントスラリー

［４.２.２］

３

４

予め工場において所定の割合に配合した材料とする。

（品質・性能）

保水率：70％以上

単位容積質量：1.8ｋｇ/Ｌ以上

接着強さ：標準時　0.6Ｎ/ｍｍ2以上、温冷繰り返し後　0.4Ｎ/ｍｍ2以上

長さ変化率：0.2％以下

曲げ強さ：4.0Ｎ/ｍｍ2以上

モルタル下地としたタイル工事に使用する張付け用モルタルとして、セメント、細骨材、混和剤等を

 吸水調整材

２

１

ひび割れ部改修工法

工法の種類 ひび割れ幅（ｍｍ） 注入口間隔（ｍｍ）

 50～100

100～200

150～250

※40　　・　

※70　　

※130　　

自動式低圧エポキシ樹脂注入工法

手動式エポキシ樹脂注入工法

機械式エポキシ樹脂注入工法

注入量（ｍＬ／ｍ）

機械式エポキシ樹脂注入工法

※A

・B

・C

・D

※40　　・　0.2以上0.3未満

0.2以上0.3未満

0.3以上0.5未満

0.5以上1.0未満

※40　　・　0.3以上0.5未満 200～300

※70　　・　0.5以上1.0未満

１４
ー
２　

外
壁
改
修
工
事
（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
放
し
仕
上
げ
外
壁
）

 ・Ｕカットシール材充填工法

 　・シーリング材

 　※可とう性エポキシ樹脂

 ・シール工法

 ※樹脂注入工法

 　注入状況の確認方法　　※注入量により確認　・コアの抜取りを行う　・　

 　　　充填材料　　※１成分形又は２成分形ポリウレタン系　・　

 　※パテ状エポキシ樹脂　・可とう性エポキシ樹脂

 　　　シーリング材の上にポリマーセメントモルタルの充填　　※行う　・行わない

 　コアの抜取り部の補修方法　　※ポリマーセメントモルタル充填　・図示

 　コアの抜取り個数　　※長さ500ｍごと及びその端数につき1個　・　

欠損部改修工法 ※充填工法

　・エポキシ樹脂モルタル　　・ポリマーセメントモルタル

２

1 ひび割れ部改修工法 ※モルタルを撤去しないで改修

・モルタルを撤去して改修

　※樹脂注入工法

工法の種類

 50～100

100～200

※40　　・　

※70　　

自動式低圧エポキシ樹脂注入工法

手動式エポキシ樹脂注入工法

機械式エポキシ樹脂注入工法

注入量（ｍＬ／ｍ）

※A

・B

・C

・D

※40　　・　0.2以上0.3未満

0.2以上0.3未満

0.3以上0.5未満

※40　　・　0.3以上0.5未満 200～300

※70　　・　0.5以上1.0未満

ひび割れ幅（ｍｍ） 注入口間隔（ｍｍ）

外壁）による

モルタル撤去後のコンクリート部分の改修は、4-2 外壁改修工事（コンクリート打放し仕上げ

モルタル撤去後のモルタル欠損部の補修は、 2 欠損部改修工法による

４
ー
３　

外
壁
改
修
工
事
（
モ
ル
タ
ル
塗
仕
上
げ
外
壁
）

機械式エポキシ樹脂注入工法 0.5以上1.0未満 150～250 ※130　　

 　　※パテ状エポキシ樹脂　・可とう性エポキシ樹脂

 　・シール工法

 　　※可とう性エポキシ樹脂

 　　　　シーリング材の上にポリマーセメントモルタルの充填　　※行う　・行わない

 　　　　充填材料　　※１成分形又は２成分形ポリウレタン系　・　

 　　・シーリング材

 　・Ｕカットシール材充填工法

 　　コアの抜取り部の補修方法　　※ポリマーセメントモルタル充填　・図示

 　　コアの抜取り個数　　※長さ500ｍごと及びその端数につき1個　・　

 　　注入状況の確認方法　　※注入量により確認　・コアの抜取りを行う　・　

欠損部改修工法  ※充填工法（欠損部の面積が0.25ｍ2／箇所程度以下の場合）

 ・モルタル塗替え工法

 仕上げ厚又は全塗厚が25ｍｍを超える場合の措置　　※図示　・　

 　モルタルの材料　　※現場調合材料　・既調合材料

 　既製目地材　　・使用する（形状　　　　　　）

 　充填材の種類　　※ポリマーセメントモルタル　・エポキシ樹脂モルタル

浮き部改修工法

２

３

４
ー
１　

外
壁
改
修
工
事
（
共
通
事
項
）

既存塗膜等の除去、

下地処理及び下地

調整

１４
ー
５　

外
壁
改
修
工
事
（
塗
仕
上
げ
外
壁
）

４-２　外壁改修工事

　　　　　　・100ＭＰａ以上　

　　　　　　・50ＭＰａ～100ＭＰａ

４-３　外壁改修工事

（モルタル塗仕上げ外壁）による

（コンクリート打放し仕上げ外壁）

 ※モルタルを撤去しないで改修

 　・アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法（・注入口付　・　　　　　　　　　　）

 　・アンカーピンニング全面ポリマーセメントスラリー注入工法（・注入口付　・　　　　　　　　）

 　アンカーピンの材質　　※ステンレス鋼(SUS304)呼び径4ｍｍの丸棒で全ネジ切り加工をしたもの

 　注入口付アンカーピンの材質　　※ステンレス鋼(SUS304)呼び径外径6ｍｍ

 ・モルタルを撤去して改修

※既存仕上げ面全体　・図示

処理範囲 下地面の補修工法

 　(3)(ｴ)(a)による

 ・製造所

 ・  ・  ・SI-M1

 ・SI-M2

 (材質)

 ※改修標準仕様書3.5.2

 脱気装置

 ・設ける

 ・設けない

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設ける

 ・設けない

 既調合モルタル

 　(3)(ｴ)(b)による

 (種類)

 ※硬質ウレタンフォーム

 　断熱材２種２号による

 (種類)

 ※硬質ウレタンフォーム

 　断熱材２種２号による

射率防水

 (厚さ)（ｍｍ）

 ・25　　・50　

 (厚さ)（ｍｍ）

 ・25　　・50　

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

・適用する

 1章 20 適用区分による風圧力に対応した工法

 　※適用する（1章 20 適用区分による風圧力の（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法）

 　の仕様

 　の仕様

 　の仕様

 　の仕様

 　の仕様

 　※非歩行仕様　・軽歩行仕様

 既存防水下地がPCコンクリート部材の場合の処理

 ＳＩ－Ｍ２の絶縁用シートの材種

 Ｓ－Ｍ２及びＳＩ－Ｍ２の立上り部の工法

 　※発泡ポリエチレンシート　・　

　 入隅部の増張り　・行う（S-F1,SI-F1の場合) 　　　　　・行わない

 　目地処理　　　　・行う（工法　　　　　　　　　　）　・行わない

 機械的固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け

　 ・適用しない

　 1章 20 適用区分による風圧力に対応した工法を施工計画書として提出するものとする。

 　※適用する（1章 20 適用区分による風圧力の（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法）

 ＳＩ－Ｍ１及びＳＩ－Ｍ２における防湿用フィルムの設置

 　※設置しない　・設置する　

 ＳＩ－Ｆ１、ＳⅠ－Ｍ１、ＳＩ－Ｆ２、ＳⅠ－Ｍ２の仕様

 ・ 

塗膜防水

［３．１．４］
工法 種別

［３．６．２～４］

７

高日射反

 脱気装置

 改修用ﾄﾞﾚﾝ

 ・設ける ・設けない

備考施工箇所
仕上塗料

使用量種類

 ※２成分形ア

 　クリルウレ

 　タン樹脂系

 　系

 ・ふっ素樹脂

 ・アクリルシ

 　リコン樹脂

 　系

防水層の種別

射率防水

 ※主材料の ・適用する

［表３．６．１～表３．６．３］

 製造所の仕様

 ・Ｌ４Ｘ  ※Ｘ－１

 ・Ｘ－２

 脱気装置

 ・設ける ・設けない
 ・ 

 ・Ｐ１Ｙ  ※Ｙ－２

 ・ 

 ・Ｐ２Ｙ  ※Ｙ－２

 ・ 

 保護層

 ・設ける ・設けない

 保護層

 ・設ける ・設けない

 Ｘ－１（絶縁工法）の脱気装置の種類　　※主材料の製造所の仕様　・　

 ※主材料の ・適用する

 Ｘ－１（絶縁工法）の脱気装置の設置数量　　※主材料の製造所の仕様　・　　　（個）

 製造所の仕様

 ・Ｘ－２Ｈ

 ・Ｘ－１Ｈ

 ・Ｘ－１Ｈ

 ・Ｘ－２Ｈ

［４.３.５］

改修標準仕様書 表４.３.２による

［４．３．５］

［４.１.４］[４.２.４～７]

［４.１.４］[４.２.４、８]

［４.１.４］[４.３.５～８]

［４.１.４］[４.３.９、１０]

［４.１.４］

 [４.３.１１～１６]

タイルの形状、寸法等
［４.４.５、８]

タイルの形状、寸法等

 施工

 箇所

吸水率による区分 うわぐすり

無有 特注標準

色役物

有 無施ゆう無ゆう

耐凍害性 耐滑形状/寸法 再生材料

(ｍｍ)
形状/寸法

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 り性

出隅　　天端

出隅、窓台、マグサ（標準一体成型品以外は接着成型品とする）

内　　装

外　　装

役物の使用箇所

備考
の適用

２ ひび割れ部改修工法

・タイルを撤去しないで改修

下地モルタルまで撤去後のコンクリート部分の改修は、4-2 外壁改修工事（コンクリート打放し

※タイルを撤去して改修

仕上げ外壁）による

モルタルを存置した場合のモルタル部分の改修は、4－3 外壁改修工事（モルタル塗仕上げ外壁）

による

タイル撤去後のタイル欠損部の補修は、 3 欠損部改修工法による

　※樹脂注入工法

工法の種類

 50～100

100～200

150～250

※40　　・　

※70　　

※130　　

自動式低圧エポキシ樹脂注入工法

手動式エポキシ樹脂注入工法

機械式エポキシ樹脂注入工法

注入量（ｍＬ／ｍ）

機械式エポキシ樹脂注入工法

※A

・B

・C

・D

※40　　・　0.2以上0.3未満

0.2以上0.3未満

0.3以上0.5未満

0.5以上1.0未満

※40　　・　0.3以上0.5未満 200～300

※70　　・　0.5以上1.0未満

ひび割れ幅（ｍｍ） 注入口間隔（ｍｍ）

 見本焼き　　・行う（施工箇所：　　　　　　　）　　※行わない

 試験張り　　・行う（施工箇所：　　　　　　　）　　※行わない

［４.４.５、６］

［４.１.４］

 　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置　　※改修標準仕様書表4.4.2による　・　

６ 外壁複合改修構工法

 評価を取得した工法とする

 平成７年度建設省告示第１８６０号による「外壁複合改修構工法の開発」において、建設大臣の技術

５ 目地改修工法

［４．１．４］

 ・目地ひび割れ部改修工法

 ・伸縮調整目地改修工法　　伸縮調整目地の位置及び寸法　※図示　

［４．４．５、１６］

４ 浮き部改修工法

 注入口付アンカーピンの材質　　※ステンレス鋼(SUS304)呼び径外径6ｍｍ

 アンカーピンの材質　　※ステンレス鋼(SUS304)呼び径4ｍｍの丸棒で全ネジ切り加工をしたもの

 ・注入口付アンカーピンニングエポキシ樹脂注入タイル固定工法

 ・アンカーピンニング全面ポリマーセメントスラリー注入工法（・注入口付　・　　　　　）

 ・アンカーピンニング全面エポキシ樹脂注入工法（・注入口付　・　　　　　）

 ・アンカーピンニング部分エポキシ樹脂注入工法（・注入口付　・　　　　　）

 　　注入口付アンカーピン本数　　・　

 　外装タイル張り下地等の下地モルタル及び下地調整材塗りの接着力試験　　・行う　・行わない

 ・タイル張替え工法（下地モルタルを撤去する場合）

 　接着剤の種類　　・ポリマーセメントモルタル　・外装タイル接着剤張りの接着剤

 ・タイル部分張替え工法

 　・セメントモルタルによるタイル（セラミックタイル）張り

 　　　　　　　　　　　　・ユニットタイル（・マスク張り　・モザイクタイル張り）

 　・有機系接着剤によるタイル（セラミックタイル）張り

 　　タイル張りの工法　　・外装タイル（・密着張り　・改良圧着張り　・改良積上げ張り）

 　　シーリング材の種類　　打継ぎ目地及びひび割れ誘発目地　　※ポリウレタン系　・　

 　　　　　　　　　　　　　伸縮調整目地その他の目地　　※変成シリコーン系　・　

 　下地モルタル塗りを行うコンクリート素地面の処理　　※目荒し工法　・　

［４.４.５、９～１５］

［４.１.４］

 　張付けモルタルの材料　　※現場調合材料　・既調合材料

 　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置　　※改修標準仕様書表4.4.2による　・　

 　　シーリング材の種類　　打継ぎ目地及びひび割れ誘発目地　　※ポリウレタン系　・　

 　　　　　　　　　　　　　伸縮調整目地その他の目地　　※変成シリコーン系　・　

 　下地モルタル塗りを行うコンクリート素地面の処理　　※目荒し工法　・　

 　　・セメントモルタルによるタイル（セラミックタイル）張り

 　　　タイル張りの工法　　・外装タイル（・密着張り　・改良圧着張り　・改良積上げ張り）

 　　　　　　　　　　　　　・ユニットタイル（・マスク張り　・モザイクタイル張り）

 　　・有機系接着剤によるタイル（セラミックタイル）張り

 　　　目地詰め　　※行う　　・行わない

［４．５．４］

仕上塗材仕上げ３ 建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 

仕上塗材の種類 

・薄付け仕上

  塗材

・外装薄塗材Ｓｉ

・可とう形外装薄塗材Ｓｉ

・外装薄塗材Ｅ

・可とう形外装薄塗材Ｅ

・防水形外装薄塗材Ｅ

・外装薄塗材Ｓ

・砂壁状

・京壁状じゅらく 

・凹凸状（・吹付け　・こて塗り） 

・着色骨材砂壁状（・吹付け　・こて塗り）

・砂壁状じゅらく

・平たん状 

・さざ波状

・ゆず肌状（・吹付け　・ローラー塗り）

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

  塗材

・防水形複層塗材ＲＥ

・防水形複層塗材ＣＥ

・防水形複層塗材Ｅ

・可とう形複層塗材ＣＥ

・複層塗材Ｓｉ

・複層塗材ＲＥ

・複層塗材ＣＥ

上塗材 

  溶　媒　※水系　・溶剤系　・弱溶剤系 　　

  樹　脂　※アクリル系　　・ 　　

  外　観　※つやあり　　・つやなし

耐候性　　※耐侯形３種　・ 

　　　　　・メタリック

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

  塗材

・厚付け仕上
・外装厚塗材Ｃ

・外装厚塗材Ｓｉ

・外装厚塗材Ｅ

   上塗材　　　 ・適用する　・適用しない 

・凹凸状　・ひき起こし　・かき落とし  　

・吹放し　・凸部処理　・平たん状 

　 吸放湿性　　・適用する　・適用しない

   ・　

   ・　

   ・　

   ・　

・可とう形改修塗材Ｅ・可とう形

  改修用仕上

  塗材

・可とう形改修塗材ＲＥ

・平たん状　・さざ波状　・ゆず肌状  　

上塗材

耐候性　　※耐侯形３種　・ 

  樹　脂　※アクリル系　　・ 　　

  溶　媒　※水系　・溶剤系　・弱溶剤系 　　

  外　観　※つやあり　　・つやなし

　　　　　・メタリック

・可とう形改修塗材ＣＥ    ・　

   ・　

   ・　

種類 呼び名 防火材料 仕上げの形状及び工法等

［４．１．５］

［４．５．２］

［表４．５．１］

  ※F☆☆☆☆　　・ 

※下地調整塗材　　・ポリマーセメントモルタル２ 下地調整材

［４．５．２］

・石綿含有仕上げ塗材の除去は、９章環境配慮改修工事による

［４.１.４］

［４.４.５、７、８］

 　※接着工法（立上り面のシートの厚さ　※1.5ｍｍ　・　　　　）　・機械的固定工法

 ・拡幅シーリング再充てん工法

 ・ブリッジ工法

施工箇所 シーリング材の種類（記号）

 ［３．１．４］

 ［３．７．２］

 ［３．７．４～７］

 シーリング改修工法の種類

 ・シーリング充てん工法

　　 エッジング材張り　　　　・適用する　・適用しない

 シーリング材の種類､施工箇所

　 下表以外は、改修標準仕様書 表３.７.１による

［表３．１．２］ シーリング

 シーリング材の試験

　 接着性試験　　※簡易接着性試験　　・引張接着性試験　　　・行わない

 シーリング材の目地寸法　※改修標準仕様書３.７.３(１)による

 仕上げを行わない施工箇所

　 ・図示による　　・打継目地

 とい

 ルーフドレン

 といの材種　・配管用鋼管　・硬質ポリ塩化ビニル管　・　　　　　　　　　　　　　.

  ・バルコニー用

  ・バルコニー中継用

種別 施工箇所

  ・ろく屋根用（・縦型　・横型）

［３．８．２、３］

 とい受け金物及び足金物の材種、形状及び取付け間隔

 　※改修標準仕様書表3.8.2により、溶融亜鉛めっきを行ったもの　・　

８

９

 防露材のホルムアルデヒド放散量

 既存のといその他の撤去及び降雨等に対する養生方法　　※図示　・　

 ルーフドレンの取付け　　※水はけよく、床面より下げ、周囲の隙間にモルタルを充填　・　

 鋼管製といの防露巻き　　※改修標準仕様書表3.8.4による　・　

 たてどい受金物の取付け　※図示　・　

 　※F☆☆☆☆　・　

 多雪地域　　　・適用する　　　　・適用しない

１０

Ｒ０５．１２

※　LIXLI　はるかべ工法同等

外壁 45×95

建築改修工事特記仕様書２

 ※シーリング再充てん工法

　　 ボンドブレーカー張り　　※適用する　・適用しない

MS-2

　　　　m

 mm程度

 Uｶｯﾄｼｰﾙ材

 充填工法

ひび割れ部改修 欠損部改修 浮き部改修 ｼｰﾘﾝｸﾞ改修 目地改修

 　・コンクリート打放し仕上げ外壁の場合

旧仕上げ材の撤去　・全面　※図示

外壁調査（施工数量調査）

欠損部改修 シーリング改修ひび割れ部改修

 充填工法 樹脂注入

 工法

 錆鉄筋部

 補修工法

 シーリング再充填工法 シール工法

 100x300x30  幅100mm程度

下地調整材　・全面　※図示

仕上塗材仕上げ　・全面　※図示

欠損部改修 シーリング改修浮き部改修ひび割れ部改修

 樹脂注入

 工法

 Uｶｯﾄｼｰﾙ材

 充填工法

 シール工法  充填工法  モルタル

 塗替え工法

 部分エポキ

 シ樹脂  シ樹脂

 全面ﾎﾟﾘﾏｰ

 ｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ

 シーリング再充填工法

 ｶｯﾀｰ切り  ｶｯﾀｰ切り  指定部分  指定部分

 一般部分  一般部分

 　・タイル張り仕上げ外壁の場合

タイル撤去　・する　・しない  ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ注入工法　・注入口付

 樹脂注入

 工法

 Uｶｯﾄｼｰﾙ材

 充填工法  張替工法  張替工法

 タイル部分  タイル  部分エポキ

 シ樹脂

 全面エポキ

 シ樹脂

 全面ﾎﾟﾘﾏｰ

 ｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ

 ｼｰﾘﾝｸﾞ

 再充填工法

 目地ひび

 割れ改修

 伸縮目地

 改修

 ｶｯﾀｰ切り  ｶｯﾀｰ切り

 一般部分  一般部分  一般部分

 指定部分  指定部分  指定部分

　　　　m 　　　　m 　　 ヶ所 　　　　m 　　　　m

 　mm x  mm  　mm x  mm

　　　　m

　　　　m 　　　　m 　　　　m

　　　　㎡

　　　　m 　　　　㎡

 　mm x  mm

　　　　m 　　　　m

　　　　m 　　　　m 　　　　m

　　　　㎡ 　　　　㎡

　　　　m

　　　　㎡

　　　　㎡

　　　　㎡

　　　　㎡ 　　　　㎡

　　　　㎡

 　mm x  mm

　　　　m

 　mm x  mm

　　　　m

 　mm x  mm

　　　　m

 　mm x  mm

 外壁改修フロー及び数量

（建具廻り）

・塗膜はく離剤工法併用

・水洗い工法 ※サンダー工法、高圧水洗工法、

　塗膜はく離剤工法の処理範囲

　以外の既存仕上面全面

※既存モルタル浮き部分

※既存仕上げ材のうち劣化部分（複層塗材RE）

ﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ注入工法　・注入口付

図示部分

※既存劣化塗膜除去　・図示

（ローラー塗）

 　※アンカーピンニング全面エポキシ樹脂注入工法（・注入口付　・　　　　　　　　　　）

※サンダー工法

※高圧水洗工法

　吐出圧力　※30ＭＰａ～50ＭＰａ

※複層仕上

※複層塗材Ｅ

※ゆず肌状　・凸部処理　・凹凸状  　

 　※　モルタル塗り仕上げ外壁の場合

旧仕上げ材（・防水形複層塗材RE　※複層塗材E）の撤去　※　サンダー工法

仕上塗材仕上げ　※全面　・図示

 モルタル撤去　※しない　・する

50.2

1.0

10 15

241.7

※外壁金属製建具周り（水切り下部は除く）

 ・S4SI

 ※S4S

 ※S-M2平場

 ※製造所  ※設ける

 ※設ける

立上り

機械基礎

 ・Ｘ－１

 ※Ｘ－２
 ・設ける ・設けない

MS-2

 ※Ｐ０Ｘ

※打ち継ぎ目地

A-02
新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事



   ・改修標準仕様書 表8.3.6 による　 

 （表面形状 JIS T9251）

【工事名称】 【図面番号】

【図面名称】

検収印

種類

 ・誘導用床材、注意喚起用床

 ・特殊機能床材（帯電防止以外）

・

 　　　　　　材質　　　　　※軟質　　・硬質

 ビニル幅木の高さ（㎜）　　※６０　　・７５

 　　　　　　厚さ（㎜）　　※２．０　・　

 接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていないものとする。

　［６．１３．２］、［６．１４．２］

 接着剤

 カーペット敷き  ・タイルカーペット

施工箇所

 ※ 500×500

 ※ 500×500

 ※ 500×500

パイル形状 種別 寸法 総厚さ(mm)

 ※ループパイル

 ・カットパイル

・カット
・ループ併用

 ※第一種

 ・第二種

 ・第一種

 ・第二種

 ・第一種

 ・第二種

 ※ 6.5

 ※ 6.5

 ※ 6.5

 ホルムアルデヒド放散量　［６．８．２］、［６．１１．５］

　［６．１６．４］

備考

 ・　

 ・

 ・黄色

色柄材料寸法（㎜）

 合成ゴム

 ※塩ビ　・合成ゴム

 ・４００ｘ４００

 ・３００ｘ３００

厚さ（㎜）

 下敷き材　　※反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種2号（呼び厚さ8mm）　・　

 見切り、押え金物の材質、種類及び形状　　※図示　・　

 合成樹脂塗床

　［６．１０．２］［６．１０．３］

［表６．１０．１］

［表６．１０．２］

 ・弾性ウレタン樹脂系塗床材

 ・エポキシ樹脂系塗床材

 　工法　　　　　　・薄膜流しのべ仕上げ　・厚膜流しのべ工法　・樹脂モルタル工法

 　仕上げの種類　　・平滑仕上げ　・防滑仕上げ

 　仕上げの種類　　※平滑仕上げ　・防滑仕上げ　・つや消し仕上げ

 床用防じん塗料塗り  材質　　　　　水性アクリル系樹脂塗材

 仕上の種類　　※平滑仕上げ　・防滑仕上げ）（※標準色　・　　　　　）

 工法　　　　　製造所の指定する工法とする

 塗布料　　　　上塗りは２回塗りとし、総塗布量は０．２５㎏／㎡以上とする

　［６．１６．３］

 るタイル張り

 セメントモルタルによ  伸縮調整目地の位置　　床タイル（※縦、横とも4ｍ以内ごと　・図示　・　　　　　　　　　　）

 　　　　　　　　　　　床タイル以外（※図示　・　　　　　　　　　　）  

施工

箇所

形状/寸法

（ｍｍ）

再生材料

の適用

吸水率による区分

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

うわぐすり

施ゆう 無ゆう

役物

有 無

色

標準 特注 有 無

耐凍害性 耐滑

り性
備考

・

・

・・ ・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・

・

 タイルの形状、寸法等

 標準的な曲がりの役物は一体成形とする

 試験張り　　・行う　※行わない 

　［６．９．２］［６．９．３］

１２

 　※F☆☆☆☆　・　

１３

１４

１５

 塗料のホルムアルデヒド放散量　　※F☆☆☆☆　・　

 塗料のホルムアルデヒド放散量　　※F☆☆☆☆　・　

 フローリング張り

　［６．１１．２～６］  種類、工法

 　・単層フローリング（・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ１等　・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ１等）　　樹種　　※なら　・　

 　　　フローリングボードの大きさ　　※改修標準仕様書表6.11.1、3、5による　・　

 　※複合フローリング　　樹種　　※なら　・ヒノキ　・　

 　　　・釘どめ工法（・根太張り　・直張り）　・接着工法

 　　　・釘どめ工法（・根太張り　・直張り）（・Ａ種　・Ｂ種　※Ｃ種）

 　　　・接着工法（・Ａ種　・Ｂ種　※Ｃ種））

 　　　フローリングボードの大きさ　　※改修標準仕様書表6.11.2、4、6による　・　

 仕上げ　※ウレタン樹脂ワニス　・オイルステイン塗りのうえワックス　・生地のままワックス

 間伐材等の適用　※適用する　・適用しない

 間伐材等：間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材又は小径木の体積比割合

           が１０％以上であること

           居室の内装材にあっては、ホルムアルデヒド放散量（ＪＡＳ規格による測定方法）が平

 　　　　　均値で０．３ｍｇ／Ｌ以下かつ最大値で０．４ｍｇ／Ｌ以下であること

 フローリング材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量　　※F☆☆☆☆　・　１６

 可動間仕切り  ＪＩＳ　Ａ６５１２によるほか、下記による　

 構造形式による種類　※スタッド式（・スタッド露出　・スタッド内蔵）・スタッドパネル式

 パネル表面材質及び厚さ（㎜）　※鋼板０．６　・鋼板０．８　・　

 パネル総厚さ（㎜）・　　　㎜程度

　（２０．２．３）

 構成基材の種類　　　　※図示による

 仕上げ　メラミン樹脂焼付又はアクリル樹脂焼付（※常備品　・指定色）

 遮音性（ｄｂ）　　・０　・１５程度　・３０程度　・３６以上

 防火性能　・不燃　・　

１７

 せっこうボード

 その他ボード及び

 合板張り

 天井及び壁に使用する材料は、建築基準法に基づく防火材料の指定又は認定を受けたもの

　［６．１３．２］  パーティクルボード、繊維板、木質系セメント板の原材料

 　合板・製材工場から発生する端材等の残材、建築解体木材、使用済み梱包材、製紙未利用低質

 　チップ、林地残材、かん木、小径木（間伐材を含む）等の再生資源である木質材料又は植物繊維

 　の重量比配合割合が５０％以上であること。（この場合、再生資材全体に占める体積比配合率が

 　２０％以下の接着材、混和剤等（パーティクルボードにおけるフェノール系接着剤、木質系セメ

 　ント板におけるセメント等で主要な原材料相互間を接着する目的で、使用されるもの）を計上せ

 　ずに、重量比配合率を計算することができるものとする）

 合板類、ＭＤＦ及びパーティクルボード、接着剤のホルムアルデヒド放散量

１８

 　※F☆☆☆☆　・　

 天井のボード類（ロックウール吸音板を除く）の重ね張りを行う場合

 　※図示による

 合板の張付け　　・Ａ種　　　・Ｂ種　

 目地工法の種類とせっこうボードのエッジの種類

張り方目地処理の種類

・突付けＶ目地

・目透し

・継目処理

・突付け

・直張り　・上張り

・直張り　・上張り　・下張り

・直張り　・上張り

・直張り　・上張り

※スクェアエッジ

※ベベルエッジ

・ベベルエッジ　・スクェアエッジ

せっこうボードのエッジの種類

※テーパーエッジ　・ベベルエッジ

 壁紙張り  建築基準法に基づく防火材料の指定又は認定を受けたもの

　［６．１４．２］

・不燃　・準不燃　・難燃

・不燃　・準不燃　・難燃

 ホルムアルデヒド放散量　　※規制対象外　・　

防火性能壁紙の種類

１９

 モルタル・せっこうプラスター面の素地ごしらえの種別　　※B種　・　

 コンクリート面の素地ごしらえの種別　　※B種　・　

 せっこうボード面及びその他ボード面の素地ごしらえの種別　　※B種　・　

２０ モルタル塗り

　［６．１５．３、５、６］

 モルタル　※現場調合材料　　・既調合材料（材料　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 既製目地材　・設ける　施工箇所（　　　　　　　　）　形状（※図示　・　　　）

 　　　　　　・設けない

 外装タイル張り下地等の下地モルタル塗り及び下地調整材塗りの接着力試験

 　　　　　　・適用する　　　　・適用しない

 壁面の仕上げ厚又は全塗り厚が25mmを超える場合の下地処理

 　　　　　　・図示による

 建具回り等の充填モルタルに使用する防水剤

 　防水剤の種類は建築用のモルタルに用いるセメント防水剤とする

 　混合割合　セメント重量の５％以下（ＪＩＳ　Ａ１４０４）

 　透水比　　８０％以下（水圧は２９４ｋＰａとし１時間行う）

 　吸水比　　９５％以下（ＪＩＳ　Ａ１４０４）

 　膨張性のひび割れおよびそりがない（ＪＩＳ　Ｒ５２０１規定１０）

 　凝結時間（ＪＩＳ　Ｒ５２０１規定９）始発１時間以上、終結１０時間以内

 　曲げ及び圧縮強度比　７０％以上（ＪＩＳ　Ａ１４０４）

 （品質性能等）

２１

 見本焼き　　・行う　※行わない 

３

　［７．２．２～７］

 ※RB種　・　　 

４  錆止め塗料塗り

 鉄鋼面

塗　装　面 工程の種別塗料の種別

下地面の種別

７
　
塗
装
改
修
工
事

 防火材料　※屋内の壁、天井仕上げは防火材料とする

 　　　　　・次の箇所を除き防火材料とする（・　　　　　　　　　　）

屋内で使用する塗料のホルムアルデヒド放散量

 塗替え種別がＲＢ種の場合の既存塗膜の除去範囲

１  材料

　［７．１．３］

２  既存塗膜の除去

［７．２．１］

 伸縮調整目地の位置　　床タイル（※縦、横とも4ｍ以内ごと　・図示　・　　　　　　　　　　）

 　　　　　　　　　　　床タイル以外（※図示　・　　　　　　　　　　）  

施工

箇所

形状/寸法

（ｍｍ）

再生材料

の適用

吸水率による区分

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

うわぐすり

施ゆう 無ゆう

役物

有 無

色

標準 特注 有 無

耐凍害性 耐滑

り性
備考

・

・

・・ ・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・

・

 タイルの形状、寸法等　［６．１６．４］

 有機系接着剤による

 タイル張り

 標準的な曲がりの役物は一体成形とする

 試験張り　　・行う　※行わない 

 セルフレベリング材塗り

　［６．１７．２～３］

２２

２３

 見本焼き　　・行う　※行わない 

 有機質接着剤のホルムアルデヒド放散量　　※F☆☆☆☆　・　

 塗厚(mm)　※10mm程度　　　　・　

 壁タイル張りの工法

 　内壁タイル　　　・密着張り　　　・改良圧着張り

 　内壁タイル以外のユニットタイル　　・マスク張り　　　・モザイクタイル張り

 　※F☆☆☆☆　・　

 ※劣化部分は除去し、活膜部分は残す　　・　

 下地調整、素地ごしらえ

　［７．３．２～７］  木部

塗替え

下地調整の種別
ひび割れ部の補修

 鉄鋼面  ※RB種　・　　 

素地ごしらえの種別

新規

 ※C種

 亜鉛めっき鋼面  ※RB種　・　　 

 ※RB種　・　　 

 ※RB種　・　　 

 せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面及びその他ﾎﾞｰﾄﾞ面  ※RB種　・　　 

 ・RB種　・RC種

 ・行う

 ・行う

 ・行う

 モルタル面、せっこうプラスター面  ・A種　・B種

 ｺﾝｸﾘｰﾄ面、ALCﾊﾟﾈﾙ面（DP以外）  ※B種

 コンクリート面  ・A種　・B種

 ・A種　・B種

 ※RB種　・　　  ※B種

 ・A種　・B種　

 ・A種　・B種

　［７．４．２］［７．４．３］  SOP

 EP-G

 ・Ａ種 ・　

 ・Ｂ種 ・　

 ・Ｃ種 ・　

 新規見え掛り

 新規見え隠れ

 ・Ａ種　※Ｂ種

 DP  新規

 ・Ａ種 ・　

 ・Ｂ種 ・　

 ・Ｃ種 ・　

 ・Ａ種 ・　

 亜鉛めっき

 鋼面

 ※Ａ種 ・Ｂ種  ・Ａ種 ・　

 ・Ｂ種 ・　

 ・Ｃ種 ・　

 ・Ａ種 ・　

 ・Ｂ種 ・　

 ・Ｃ種 ・　

 SOP

 EP-G

 新規鋼製建具等

 新規その他

 塗替え

 新規鋼製建具等

 新規その他

 塗替え

 ・Ｃ－１種

 ・Ｂ－１種

 ・Ａ－１種

 ・アクリル樹脂系水分散形

 　塗料塗り（ＮＡＤ）

 ・耐候性塗料塗り（ＤＰ）

 　　　・２級

 　　　・１級

 　　　・３級

 　　　・２級

 　　　・１級

 　　　・３級

 ・屋外

 ・屋外

 ・屋外鉄鋼面

 ・屋内ﾓﾙﾀﾙ面

 ・屋内ｺﾝｸﾘｰﾄ面

 　亜鉛めっき鋼面

 ・Ａ種 ※Ｂ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種  ・Ａ種 ※Ｂ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種

   　上塗り等級

   　上塗り等級

 ・Ａ－１種

 ・Ｂ－１種

 ・Ｃ－１種

５  仕上げ塗料塗り

 ・合成樹脂調合ペイント塗り

 　（ＳＯＰ）

 ・木部（外部）

 ・木部（内部）

 ・鉄鋼面

塗装の種類 塗装面

 木部 ・クリアラッカー塗り（ＣＬ）

 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・Ｃ種　

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　

工程

塗替え 新規

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　

 ・Ａ種 ※Ｂ種  ・Ａ種 ※Ｂ種

 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・Ｃ種　 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種　

 塗料の種類　　※１種　・２種

  （鋼製建具以外）

 ・亜鉛めっき鋼面

 ・亜鉛めっき鋼面

  （鋼製建具）

　［７．５．２　～７．１２．２］

 ・表７．８．１による  ・表７．８．１による

 ・表７．８．２による  ・表７．８．２による

 　押出成形ｾﾒﾝﾄ板面

 　ｺﾝｸﾘｰﾄ面及び

 ・つや有り合成樹脂

 　エマルションペイント塗り

 　（ＥＰ－Ｇ）

 ・コンクリート面

 ・モルタル面

 ・せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・せっこうﾌﾟﾗｽﾀｰ面

 ・屋内木部

 ・屋内鉄鋼面

 ・屋内

 　亜鉛めっき鋼面

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種  ※Ａ種 ・Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種  ・Ａ種 ・Ｂ種

 　ペイント塗り（ＥＰ）

 ・コンクリート面

 ・せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ｃ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・Ａ種 ・Ｂ種

 ・せっこうﾌﾟﾗｽﾀｰ面

 ・ウレタン樹脂ワニス塗り

 　（ＵＣ）

 木部  ・Ａ種 ※Ｂ種 ・Ａ種 ※Ｂ種

 ・ステイン塗り

 工事内容

８
　
耐
震
改
修
工
事（

共
通
事
項）

１  ・改修標準仕様書第8章耐震改修工事

               ・現場打ち鉄筋コンクリート壁の増設工事

               ・鉄骨ブレースの設置工事

               ・柱補強工事（溶接金網巻き工法又は溶接閉鎖フープ巻き工法）

               ・耐震スリット新設工事

               ・免震改修工事

               ・制振改修工事

               ・　

 適用範囲

               ・柱補強工事（鋼板巻き工法又は帯板巻き付け工法）

               ・連続繊維補強工法

２  既存部分の撤去等

   ・　

   ※露出部分は、錆止め塗料塗りを行う

 はつりだした鉄筋及び鉄骨の処置

 既存鉄筋コンクリート内の鉄筋の切断　　※図示

 撤去範囲　　※図示

　［８．２１．２］　　　　　　　　　［８．２２．２］

　［８．２３．２］［８．２４．４］

　［８．２６．５］［８．２７．２］

 ・改修標準仕様書において８章耐震改修工事以外の改修工事で8章を引用している部分

　［８．２８．２］

 既存杭の撤去等

 ・撤去範囲及び撤去方法　　※構造図による　・　

３ 既存部分の処理  既存コンクリートの目荒らしの程度

　［８．２１．３］［８．２２．３］

　［８．２３．３］［８．２６．６］

　［８．２７．３］

   既存柱、梁面　

   ・構造図による

   既存壁

   ・構造図による

   ・打継ぎ面の１５～３０％程度に、平均深さ２～５㎜（最大７㎜）程度の凹凸処理を施す

   ・打継ぎ面の１０～１５％程度に、平均深さ２～５㎜（最大７㎜）程度の凹凸処理を施す

　［８．２．１］

８
｜
１
　
鉄
筋
工
事

 鉄筋の種類
表８．２．１

規格の名称 種類の記号 使用箇所 呼び径（㎜） 備考

 異形鉄筋

 （鉄筋コンクリート

   用棒鋼）

 ※ＳＤ３４５

 ※Ｄ１６以下

 ※Ｄ１９以上

 形状等

 ・溶接金網

 ・鉄筋格子

　［８．２．２］

 溶接金網

１

２

種類の記号種類 使用部位 網目寸法、鉄筋の径（㎜）

 ※ＳＤ２９５

部位 継手工法と適用径の範囲

 継手の工法

 ・柱主筋

 ・梁主筋

 ・基礎スラブ、耐圧スラブ

 ・土圧壁など

 ・耐震壁

 ・杭主筋

  ※ガス圧接（Ｄ１９以上）

  ※重ね継手

  ※重ね継手

  ※ガス圧接（Ｄ１９以上）  　　　　　　　　　　　　　　　　・重ね継手

  　　　　　　　　　　　　　　　　・重ね継手

  　　　　　　　　　　　　　　　　・ガス圧接（Ｄ１９以上）

  　　　　　　　　　　　　　　　　・ガス圧接（Ｄ１９以上）

  ・重ね継手（Ｄ１６以下）

  ・重ね継手（Ｄ１６以下）

　［８．３．４］

３

 耐力壁の重ね継手の長さ　　※改修標準仕様書 8.3.4(3)(ｱ)による　・構造図による

 継手位置　　※構造図による　・　

 鉄筋の継手及び定着

 鉄筋の定着長さ

 　※改修標準仕様書 8.3.4(5)、(6)による

 　・構造図による

 機械式定着工法

 　・適用する

 　　　必要定着長さ　※評定等の評価内容による

 　　　工法　　　　　※第三者機関の評定等を取得している工法とする

 　　　種類　　　　　・摩擦圧接接合　　　・螺合グラウト固定　　　・篏合グラウト固定

 　　　適用箇所　　　・図示による（　　　　　　　　　　　）　　・　　

 　　　補強筋形状　　※評定等の評価内容による

 　　　かぶり厚さ　　※評定等の評価内容による

 　　　品質確認　　　※評定等の評価内容による

 　　　検査　　　　　※評定等の評価内容による

施工箇所

 ・柱、梁、壁及び庇などの外気に接する面   ※　１０　・　

改修標準仕様書 表8.3.6 の値に加える寸法（㎜）

 柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

   ・構造図による　 

 鉄筋のかぶり厚さ及び

 間隔（溶接金網を含む）

 ［８．３．５］

 最小かぶり厚さ（目地底よりかぶりを確保する）

     主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保する

 耐久性上不利な部分（塩害等を受けるおそれのある部分等）

   ・なし　   ・有り　適用箇所（　　　　　）

   ・なし　   ・有り　適用箇所（　　　　　）

 軽量コンクリートを適用する部分

   ・なし　   ・有り　適用箇所（　　　　　）　最小かぶり厚さに加える厚さ（ 　　）㎜

 最小かぶり厚さは下表による

 鉄筋相互のあき（機械式継手及び溶接継手を除く）

 ・構造関係共通事項による

 ・改修標準仕様書 8.3.5(4)による

 機械式継手

 ［８．４．２］

 使用箇所　　※構造図による

 性能（Ｈ１２建告第１４６３号に適合するもの）　・Ａ級　・　

４

５

種類

　・ねじ式鉄筋継手

　　 充填方式

　　　・無機グラウト方式　　　・有機グラウト方式　　　・　

　・端部ねじ加工継手

　・モルタル充填式継手

　・

工法

鉄筋相互のあき

品質の確認

検査

　※第三者機関の評定等を取得している工法

　※評定等の評価内容による

　※評定等の評価内容による

　※評定等の評価内容による

施工完了後の継手部の試験

　・外観試験

　　　試験対象

　　　※全数

　　試験項目

　　・評定等の評価内容による　　・　　

　　試験方法

　　・評定等の評価内容による　　・　

　　　試験対象

　・超音波測定試験

　　　　　ロット

　　　　　試験の箇所数

　　　　　　１ロットに対して（　　　　　　）箇所

　　　　　　・１組の作業班が１日に行った継手箇所で、最大200箇所程度とする。

　　　　　　・　

　　　試験項目

　　　 ・抜取り

　　　 ・全数

　　　 ※挿入長さ

　　　試験方法

　　　 ※JIS Z 3064（鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用機械式継手の鉄筋挿入長さの超音波測定方法及び判定基準）による

・　

不合格となった継手部への措置

 溶接継手

 ［８．４．３］

 使用箇所　　※構造図による

 性能（Ｈ１２建告第１４６３号に適合するもの）　　・Ａ級　・　

６

鉄筋相互のあき

溶接継手の工法

　・図示による（　　　　　　）　　・　

　・標準仕様書5.3.5(4)による

　・評定等の評価内容による

　・図示による（　　　　　　）

施工完了後の継手部の試験

　・外観試験

　　　試験対象

　　　※全数

　　試験項目

　　・評定等の評価内容による　　・　　

　　試験方法

　　・評定等の評価内容による　　・　

　　　試験対象

　・超音波測定試験

　　　　　ロット

　　　　　試験の箇所数

　　　　　　１ロットに対して（　　　　　　）箇所

　　　　　　・１組の作業班が１日に行った継手箇所で、最大200箇所程度とする。

　　　　　　・　

　　　試験項目

　　　 ・抜取り

　　　 ・全数

　　　試験方法

不合格となった継手部への措置

　　　 ※内部欠陥の検出

　　　 ※JIS Z 3063（鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用異形棒鋼溶接部の超音波測定方法及び判定基準）による

　・　

割裂補強筋

 ※スパイラル筋

 ・はしご筋

 ・　

 ※鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用棒鋼

 ・　

  （異形鉄筋）

 ※鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ用棒鋼

 ※SR235

 ・　

 ・SD295A

 ・　

 ・φ9

 ※φ6

 ・　

 ・D10

 （　　　　　　　）

 壁面外方向筋

 （　　　　　　　）

 壁面内方向筋

 （　　　　　　　）

 ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋のﾋﾟｯﾁ（㎜）

 （　　　　　　　）

 ｽﾊﾟｲﾗﾙ筋の径（㎜）  ※図示

 ・　

種類 材料 材質 径 本数ピッチ等 適用箇所

 既存構造体との取合い

 ［８．３．８］

 （５．４．９）

 圧接完了後の試験  外観試験　　※行う（全数）　・　

 超音波探傷試験　　※行う（全数）　・　

 ［８．２１．９］

７

８

3

 ※普通コンクリート

  設計基準強度

  Ｆｃ（Ｎ／ｍ㎡）

 気乾単位

 容積質量（ｔ／ｍ　）

スランプ

（㎝）

  ・　

  ・２１   ２．３程度

  ・１８   ２．３程度

  ※１５

  ・１８

  ※１８

  ※１５

  ・１８

  建物躯体

  （基礎、基礎梁、土間スラブ）

  建物躯体

  （基礎、基礎梁、土間スラブ以外）

  ・２４

［８．１．３～４］

８
｜
２
　
コ
ン
ク
リー

ト
工
事

 コンクリートの種類

 及び強度

１

適　用　箇　所

２  ※Ⅰ類（ＪＩＳ　Ａ５３０８「レディーミクストコンクリート」への適合を認証されたコンクリート）

 ・Ⅱ類（ＪＩＳ　Ａ５３０８に適合したコンクリート） 表８．１．１［８．１．３］

 コンクリートの種類

 新規見え掛り

 新規見え隠れ

 塗替え

 塗替え

 ※Ａ種 ・Ｂ種 ・Ｃ種  ※Ａ種 ・Ｂ種

 鉄鋼面（DP)

 押出成型セメント板面（DP)

施工箇所

 ・紙　・繊維　・塩化ﾋﾞﾆﾙ　・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ　・無機質　・　

 ・紙　・繊維　・塩化ﾋﾞﾆﾙ　・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ　・無機質　・　

 ・木材保護塗料塗り（ＷＰ）  木部  ・Ａ種 ※Ｂ種  ・Ａ種 ※Ｂ種

 つや有合成樹脂エマルションペイント塗り（コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこ

 　※改修標準仕様書表7.9.1の工程１の下塗りをしみ止めシーラーとする　・　

 うボード面、その他ボード面）の塗替えの場合のしみ止め

 　※改修標準仕様書表7.10.1の工程１の下塗りをしみ止めシーラーとする　・　

 合成樹脂エマルションペイント塗りの塗替えの場合のしみ止め

                   塗付け量は、塗料製造所の仕様による

     塗料その他　　JISK5675（屋根用高日射反射率塗料）２種　　等級　・１級　・２級　・３級

 ・高日射反射率塗料塗り

     下地調整（改修標準仕様書表7.2.2）　・ＲＡ種　※ＲＢ種　・ＲＣ種

 クリアラッカー塗りＡ種の工程２の着色

 　・適用しない　　　　・適用する（着色剤：　・溶剤系着色剤　　・油性染料着色剤）

 ウレタン樹脂ワニス塗りの工程１の着色

 　・適用しない　　　　・適用する（着色剤：　・溶剤系着色剤　　・油性線色着色剤）

 オイルステイン塗りの工程等

 　・　

   ・ﾋﾟｸﾞﾒﾝﾄｽﾃｲﾝ塗り

   ・ｵｲﾙｽﾃｲﾝ塗り（OS)

Ｒ０５．１２

 ※合成樹脂エマルション

 ※モルタル面

A-03

新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事

建築改修工事特記仕様書３
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１階平面図　S：1/100

２階平面図　S：1/100
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新見労働基準 監督署屋上防 水及び内壁等 改修工事

A

B

C

1 ２ ３ ４

1 ２ ３ ４

凡例

改修範囲を示す。

指示事項を示す。

※屋上防水改修部は固定ディスクのビス引抜試験を行うこと。
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１ ，２階・屋上 階平面図

壁：RB種下地調整、EP塗装　新設

上部ﾌｰﾄﾞ：1150*600*350　RB種下地調整、DP塗装　新設

ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ80φ　撤去・新設ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ80φ　撤去・新設

ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ80φ　撤去・新設 ﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝ80φ　撤去・新設

平場：ｼｰﾄ防水　清掃　→　塩ﾋﾞｼｰﾄ防水t1.2（機械固定）
　　　　　　　　　　　　 ※ｽﾃﾝﾚｽ脱気筒3ヶ所　　　　　新設
立上：ｼｰﾄ防水　撤去　→　下地調整の上、ｳﾚﾀﾝ塗膜防水　新設
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新見労働基準 監督署屋上防 水及び内壁等 改修工事

A-06

A

B

C

1 ２ ３ ４

1 ２ ３ ４

凡例

改修範囲を示す。

指示事項を示す。

２階天井伏図　S：1/100

１階天井伏図　S：1/100

天　井　仕　上

ロックウール吸音板
（石膏ボードt=9.0下張）

石膏ボード　EP

石膏ボード

Ｋ

フレキシブル板 t=5.0　VP

フレキシブル板　t=5.0　MC吹付

プリント石膏ボード

コンクリート打放し(C種)

スラブ下　フォームポリスチレン
保温材厚25打込　表し

モルタル　EP

コンクリート打放し(C種)の上
白セメント吹抜

コンクリート打放し(B種)の上
MC吹抜

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｆ

Ｅ
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１，２階天井 伏面図

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

下がり壁

下り壁W200

下り壁W300

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW120*H150

下り壁

下り壁

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150 ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW120*H150

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽW180*H150

天井点検口450*450　新設 天井点検口450*450　新設 天井点検口450*450　新設

天井点検口450*450　新設

天井点検口450*450　新設



0.08

0.01

AW1

符号 寸法（W）数量 寸法（H）

AW2

AW3

AW4

AW5

AW6

2,180

周長(m)/組面積(㎡)/組

AW7 １

符号 寸法（W）数量 寸法（H）

１

SUD1

SUD2

１

建
具
リ
ス
ト

周長(m)/組 番 号 カ所面積(㎡)/組

2

面積(㎡) 集計面積(㎡)

１

１

１

面

南 面
3

4

5

西立面図　S：1/50

東立面図　S：1/50

建具符号

7,430 1,675

4,830

2,430

1,675

1,675

1,500

1,675

2,125

1,500

1,200 1,335

  470

３

２

３

２

７

３

12.44

8.09

4.07

3.19

2.51

1.60

1.02

18.21

13.01

8.21

7.25

6.35

5.07

2,575

1,510 2,725

4.960 12.77

4.11

15.07

8.47

１SD1

１SD2

1,500 2,775

1,5001,813

１SD3 800 1,100

4.16

2.72

0.88

8.55

6.63

3.80

②通り柱：南面

1

5

8

南面合計

番 号 カ所面積(㎡) 集計面積(㎡)

１

１

番 号 カ所面積(㎡) 集計面積(㎡)

１

１

番 号 カ所面積(㎡) 集計面積(㎡)

１

東 面

東面合計

面 面

(㎡) (㎡)西面合計

北 面
6

7

北面合計 (㎡)

10

8

9

モ
ル
タ
ル
浮
き
部
リ
ス
ト

ひ
び
割
れ
部
リ
ス
ト

西 面

面 面 長さ（ｍ） ひび割れ幅(mm)

ひび割れ0.6m

0.5

西 面 0.6 0.5

0.4北 面

合 計

34.25

3.76

0.04 １

４0.01

0.08

34.25

3.76

0.04

0.08

0.04

(㎡)38.17

0.08

0.01

0.09

0.80

0.50

9
12

12

１11

12 ２

１0.09

0.04

0.01

0.80

0.50

0.09

0.04

0.02

1.45

13

14

15

13

14

15

0.86

0.01

9.65

１

１

0.86

0.01

9.65

10.52 1.0(m)

10

11

１SS1 4,8002,90013.92 15.40

5.30

モルタル浮き部

新見労働基準監督署

5

南立面図　S：1/50

北立面図　S：1/50

階段下物入

懸垂幕フレーム

庁名文字2

3
4 4

4

4

6

7

ひび割れ0.4m

1

腰壁も改修範囲（両面）とする

■　改修仕様は、特記仕様書２による

Ｎｏ．

特記事項

■　既存外壁仕上：モルタル下地複層塗材RE

新見労働 基準監督署屋 上防水及び内 壁等改修工事

立面図　　 　　　　　　 　　　
建具、モル タル浮き部他 リスト

４ ３ ２ 1

３２1 ４
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目地ｺｰｷﾝｸﾞ打替

目地ｺｰｷﾝｸﾞ打替

目地ｺｰｷﾝｸﾞ打替

目地ｺｰｷﾝｸﾞ打替
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凡例

新見労働基準 監督署屋上防 水及び内壁等 改修工事

展開図

指示事項を示す

モルタルカッター切を示す

躯体カッター切を示す

改修範囲を示す

床

壁

備考

巾木

天井

部　位 既　存　仕　上

廻縁：塩ビ製

ビニル巾木H=75

Pタイル

モルタル、EP塗

-

LGS下地、石膏ボードt=9.0、ロックウール化粧吸音板
フォームポリスチレン保温材厚25打込1 2 12A A

C DBA

▽2FL

認定室

3 4
A

床

壁

備考

巾木

天井

部　位

▽2FL

▽RFL

既　存　仕　上

Pタイル

モルタルH=75

廻縁：　-

鋼製書架、脚立

梁型コンクリート打放し（B種）
フォームポリスチレン保温材厚25打込

コンクリート打放し（B種）
CB化粧積

34
B

C B
B

B
C

D
書庫

A-08

壁：RB種下地調整、EP塗装　新設
壁：RB種下地調整、EP塗装　新設
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新見 労働基準監督 署屋上防水及 び内壁等改修 工事

▽RFL（ 水下）

▽　 　  （ 水上）

▽RFL（ 水下）

▽　 　  （ 水上）

A1

部分詳細図 １

パラペットまわり（A・C通り）　1/10 ハッチまわり　1/30 換気モニターまわり　1/30

▽RFL（ 水下）

▽　 　  （ 水上）

▽RFL（ 水下）

▽　 　  （ 水上）

1

シート防水

複層塗材E

A

シート防水

複層塗材E

シート防水

塗膜防水

シート防水

塗膜防水

パラペットまわり（1・4通り）　1/10

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

Ｎｏ．

A-09

ｼｰﾄ防水端部：押え金物（CM-1）新設

平場：塩ﾋﾞｼｰﾄ防水t=1.2
　　　（機械固定）（S-M2）新設

立上：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

外壁：複層塗材E　新設

ｼｰﾄ防水端部：押え金物（CM-1）新設

立上：ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

平場：塩ﾋﾞｼｰﾄ防水t=1.2
　　　（機械固定）（S-M2）新設

水切：UP-4A同等　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

仕上見切 アルミ押え金物

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

仕上見切
アルミ押え金物

平場：清掃
平場：清掃

立上：ｼｰﾄ防水　撤去

立上：ｼｰﾄ防水　撤去

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

ステンレスタラップ　20φ

屋上ハッチ　800φ

換気モニター

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

アルミ押え金物
ステンレスタラップ　20φ

屋上ハッチ　800φ

アルミ押え金物

換気モニター

立上：ｼｰﾄ防水　撤去
立上：ｼｰﾄ防水　撤去

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

外壁：複層塗材E　新設

水切：UP-4A同等　新設
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新見 労働基準監督 署屋上防水及 び内壁等改修 工事

部分詳細図 ２

煙突まわり　1/30 配管モニターまわり　1/30 アンテナ架台まわり　1/30 架台まわり　1/30

シート防水

塗膜防水

シート防水

塗膜防水

シート防水

塗膜防水

シート防水

塗膜防水

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

※改修前

※改修後

Ｎｏ．

A-10

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

水切：UP-4A同等　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設 ｳﾚﾀﾝ塗膜防水（X-2）　新設

服装塗材E　新設

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

アルミ押え金物

アルミ押え金物

FB－５×50　L450

アンテナ支柱　60φ

アルミ押え金物

アルミ押え金物

ステンレス笠木

ステンレスタラップ　20φ

複層塗材E

BOX　200×400×200　撤去

L-5×50×50　撤去

立上：ｼｰﾄ防水　撤去
立上：ｼｰﾄ防水　撤去

立上：ｼｰﾄ防水　撤去 立上：ｼｰﾄ防水　撤去

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

ステンレスタラップ　20φ

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

塗膜：RB種ｹﾚﾝ掛け

ｱﾝﾃﾅ：RB種ｹﾚﾝ掛け

ｱﾝﾃﾅ：RB種ｹﾚﾝ掛け

アンテナ支柱　60φ

BPL-400×400

FB－５×50　L450

アルミ押え金物

ｱﾝﾃﾅ：DP塗

ｱﾝﾃﾅ：DP塗
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D

床上～中心

２． 配線図記号その他

階

工　事　名　称

工　事　場　所

棟、　　造 棟、　　造

㎡

階

階

階

小計

合計

階

Ⅱ ． 工 事 仕 様
１．共通仕様

　１）特記仕様及び図面に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部の標準仕様等のうち、

　　　・ 印の付いたものによる。

　２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書を適

　　　用する。

２．特記仕様

　１）項目は，番号に○印の付いたものを適用する。

　２）特記事項のうち選択する事項は○印の付いたものを適用する。

Ⅰ ． 工 事 概 要

区分 項 　 　 目 特　　記　　事　　項

一
　
　
般
　
　
共
　
　
通
　
　
事
　
　
項

敷　地　面　積

床　面　積 (㎡)

棟　名　称　／　構　造

・無人　・有人 ・無人　・有人 ・無人　・有人 ・無人　・有人 ・無人　・有人施　工　条　件（改修）

他

の

そ

１．

２．

３．

４．

調 査 仕 様

テレビ電波受信障害

調査時期

受 信 す る 受 信 波

及 び 地 点 数

報 告 書

　図面に記載されていない事項は、すべて（社）日本ＣＡＴＶ技術協会の「建造物に

　よるテレビ受信障害調査要領」及び「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上

　デジタル放送）」の最新版により調査を行い、(社）日本ＣＡＴＶ技術協会の技術審

　査を受けること。

　・事前　　・中間　　・事後

　　　　中継局：　　　波：　　　地点

　　　　中継局：　　　波：　　　地点

　提出部数　・事前　３部　　・中間　　部　　・事後　３部

テ
 
レ
 
ビ
 
電
 
波
 
受
 
信
 
障
 
害
 
調
 
査

床上～中心

（上端1,900以下)

１． 機器取付高

 取引用計器

 引込開閉器

 スイッチ

 　〃 (多機能トイレ)

 コンセント（一般）

 　　〃　　（和室）

 　　〃　　（台上）

 　　〃　　（土間）

 　　〃（車椅子用）

地上～窓中心

地上～中心

〃

〃

〃

〃

台上～中心

床上～中心

〃

1,800～2,200

1,500

1,300

1,100

床上～中心

900

800～1,300

300

150

150

800
 コンセント

 (電気室・発電機室)

 ブラケット（一般）

 　　〃　　（踊場）

 　　〃　　（鏡上）

 手元開閉器

 操作スイッチ

 端子盤

 保安器箱

 壁付アウトレット

 　　〃　　（和室）

〃

〃

鏡上端～中心

床上～中心

〃

〃

床上～下端

天井下～上端

〃 150

300

200

300

1,300

1,500

（上端1,900以下)

1,500

150

2,000～2,500

2,100～2,300

〃 1,300 壁付電話機

 子時計

 壁掛形スピーカ

 壁付アッテネータ

 壁掛形制御盤

 壁掛形親時計

床上～中心

床上～中心

床上～中心
1,500

天井高×0.9

1,300

天井高×0.9

電
力
共
通

電
　
　
　
　
　
　
　
灯

動
　
　
力

構
内
交
換

電
気
時
計

拡
声

名　　　　　称 測　　点 取付高（ｍｍ）

 壁付発信器

 ベル，ブザー，チャイム

 受付押ボタン（一般）

 電源箱

名　　　　　称 測　　点 取付高（ｍｍ）

床上～中心 天井高×0.9

〃

〃

〃

床上～下端 300

1,300

2,300

1,300

外部受付用インターホン(子機)

 壁付インターホン(上記以外)

 壁付押ボタン(多機能トイレ)

 壁付押ボタン(多機能トイレ)

標準図による

床転倒時用
〃

〃

床上～中心 1,300

900

 表示灯

 ベル

 発信機

 機器収容箱

 受信機・副受信機

 　　〃　　（和室）

 機器収容箱 天井下～上端

床上～中心

〃

200

300

150

床上～操作部

〃

床上～中心

800～1,500

800～1,500

 検知器（都市ガス）

 ガス漏れ中継器

 　〃　（ＬＰガス）

天井下～中心

床上～上端

300

300

800～1,500

（上端1,900以下)
ガ
ス
検
知

火
 災
 報
 
知

テ
レ
ビ
共
同
受
信

誘
　
導
　
支
　
援

表
　
　
　
　
　
示

床上～中心

400

【工事名称】

【図面名称】

【図面番号】

検収印

電
　
　
灯
　
　
設
　
　
備

一
　
　
般
　
　
共
　
　
通
　
　
事
　
　
項

1,800～2,000

一

般

共

通

事

項

　蓋の記号表示　鋳型流込み（・通信　・　　　）

　ハンドホール内のケーブル支持等は，マンホールに準じて行う。

　アスファルト舗装面に使用するハンドホール及び鉄蓋は、アスファルト舗装用とする。

２． 地 中 箱

構
 
内
 
通
 
信
 
線
 
路

１． 施 工 方 法

３． 高 圧 負 荷 開 閉 器
構
　
内
　
配
　
電
　
線
　
路

　アスファルト舗装面に使用するハンドホール及び鉄蓋は、アスファルト舗装用とする。

　ハンドホール内のケーブル支持等は，マンホールに準じて行う。

　蓋の記号表示　鋳型流込み（・電力　・電気　・　　　）

　コンクリート製埋設標は彫込み表示のものを用いる。

地 中 箱２．

１． 施 工 方 法

４． 高 圧 ケ ー ブ ル の

端 末 部

　高圧ケーブルの両端部にシースの縮み対策（熱収縮テープによるシースずれ止め対策

　等）を行う。

構
 
内
 
配
 
電
 
線
 
路

３．スイッチ

　（素通しヒューズ）を内蔵する。ただし、ガーデンライトは除く。

６． 照 明 用 ポ ー ル

屋 外 端 末 処 理

５． 高 圧 ケ ー ブ ル の 　・一般形　・耐塩形

〃

構
 
内
 
交
 
換
 
設
 
備

１．

２．

規約効率(％)

電動機出力(kW)

 86.0 88.5

 0.75　0.4 　1.5

 92.0

　2.2

 93.0

　3.7

 94.0

　5.5

 94.0

　7.5

 94.5  94.5

　11 　15

 95.0

 18.5

 95.5  95.5

  22 　30

 95.5

  37

 95.5 　 95.5

 45 ～ 75

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　値とする。

　　備考（１）規約効率はＪＥＭ－ＴＲ２４５「汎用インバータの規約効率」により算出した

　三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は次の数値以上とする。１． イ ン バ ー タ 装 置 の

規 約 効 率
動
　
 
力
　
 
設
　
 
備

納入数　　※１個　・　　個

納入数　　※１個　・　　個

明るさセンサーによる照度制御を行う部屋は照度測定を行い、測定表を監督職員に

提出する。なお、測定箇所は監督職員の指示による。

照度測定時期　　　　　　１００％点灯時（※夜間　　・　　）　　

　　　　　　　　　　　　調光制御点灯時（※夜間　　・昼間）　

１）ＬＥＤの光源色は別図面に指定がある場合を除き下記による。

　　ＬＥＤの光源色　　　　（※昼白色　　・電球色）

　　に対応するものとする。

２）ＬＥＤ灯器具の定格入力電圧はユニバーサル電圧（１００Ｖ～２４２Ｖ）

照度測定方法は、次による。

・「学校環境衛生基準」（平成21年3月31日付け文部科学省告示第60号）第１の２の

（10）による。

・ＪＩＳ　Z　９１１０：２０１０ 照明基準総則による。

照明の照度測定

照 　 明 　 器 　 具

７． 非 常 照 明 ・誘 導 灯

自 己 点検 送 信 器

６． 多 重 伝 送 リモ コ ン

５． 照 度 セ ン サ設 定 器

４．

３． 非常用照明の照度測定

２．

１．

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

１）風圧力

２）積雪荷重

工 事 安 全 計 画 書

他 工 事 と の 取 合 い

適 　 用 　 区 　 分

D

A

A･D

接地極の材料は次による。

C

B

LH

t

At

DaE及びDtE

Lt

0

A･C･D

共　同　接　地

共　同　接　地

Ａ 種

Ｂ　　　　　種

Ｃ　　　　　種

Ｄ　　　　　種

高 圧 避 雷 器

交 換 機 用

通 信 用

通 信 用

電話引込口の保安器用

測 定 用

接地の種類 記　号 接地抵抗値 接　　　地　　　極

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 EB(D=14又はW=40）×2連－2組

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 EB(D=14又はW=40）×3連－1組

 EB(D=14又はW=40）×3連－2組

 

 １００Ω以下

 １００Ω以下

 　１０Ω以下

 　１０Ω以下

 　１０Ω以下

 １００Ω以下

 　１０Ω以下

 　　　Ω以下

 　１０Ω以下

 　１０Ω以下

 　１０Ω以下　　E

　　E

　　E

　　E

　　E

　　E

　　E

　　E

　　E

　　E  EB(D=10又はW=30）×1

（連結の場合、EBはD=14 L=1500 又は W=40 L=1200とする）

（単独の場合、EBはD=14 L=1500 又は W=40 L=1200とする）

 EB(D=10又はW=30）×1

 EB(D=10又はW=30）×1

　　E

接 地 極

分電盤，制御盤，端子盤などの２次側以降の配線経路，電線太さ，電線本数，管径

などは監督職員の承諾を受けて変更してもさしつかえない。

ステンレス製プルボックスの塗装

溶融亜鉛めっき仕上げ　[付着量300g/m２以上］　（ ・屋上　・ 屋側　・ 屋外）

（ 付 属 品 を 含 む ）

電 線 本 数 ・ 管 路 等

フラッシュプレートの材質

　　試験箇所数　１施工単位に対し１本以上

　　確認強度　　対象機器ごとのアンカーボルト１本に作用する引抜き力以上

　　試験方法　　引張試験機による引張試験

対象機器　（・配電盤　・非常用発電機　・直流電源装置　・　　　　　　）

あ と 施 工 ア ン カ ー

ステンレス製または鋼材に溶融亜鉛めっきを施したものとする。

 EB(D=10又はW=30）×1

 実験盤

 分電盤、ＯＡ盤、

　建物引込み部の地盤変位等への対応（設置場所は図示による。）

　※本工事　　・別途工事

　※ボタン電話装置　・交換装置型 　 　 　 　 式

保安器用接地

　　　　（２）０．４ｋＷの効率はＪＩＳ Ｃ ４２１２「髙効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格 

　　　　　　　電圧２００Ｖ、ＩＰ４Ｘ、６極、５０Ｈｚの電動機を駆動したときの値とする。

　　　　（３）０．７５ｋＷ以上の効率はＪＩＳ Ｃ ４２１３「低圧三相かご形誘導電動機トップ 

　　　　　　　ランナ―モーター」の定格電圧２００Ｖ、ＩＰ４Ｘ、６極、５０Ｈｚの電動機を

　　　　　　　駆動したときの値とする。

〃 300(壁付の場合)

2,100

2,300〃

 テレビ端子

 身障者用インターホン(子機) 標準図による

 情報・出退表示盤

　建物引込み部の地盤変位等への対応（設置場所は図示による。）

　・避雷器内蔵　　・地絡継電器付（※方向性　・無方向性）

4

R

 庁舎棟、ＲＣ造 　　　棟、　造 　　　棟、　造

　・閉鎖形（重耐塩形）　・閉鎖形

　・別置制御装置までの制御ケーブルを付属すること。

　埋設深さ 特記なき場合は地表面（舗装がある場合は舗装下面）から300mm以上とする。

　　 職員と協議する。

 　　１）ＥＭ電線類の表記は警報用及び同軸ケーブルを除き「ＥＭ－」を省略する。

施工後確認試験　　※行う　　・行わない

カバープレートの表示 シール等を貼付し、用途を表示する。

塗装する部分　　・屋上　・屋側　・屋外

　　　　　　　　・廊下　・機械室　　・居室（　　　） 　　　　　　　　

屋外露出配管の仕上げ

※有（製造者指定色又は指定色仕上）　・無（素地仕上）　　

プルボックスの塗装

（E 、E  、E　、E  、E 、の場合、EBはD=10 L=1000 又は W=30 L=900とする）Dt Da 0Lt

図面に特記なき場合は、別紙「工事区分表」による。

　　平成12年建設省告示第1455号における区域　別表（　　　　　　　　 　　　）

納入数　　※１個　・　　個

設定機能　　・アドレス設定　　・グループ設定　　・パターン設定

　　　　　　・タイムスケジュール設定

　埋設深さ 特記なき場合は地表面（舗装がある場合は舗装下面）から300mm以上とする。

建 築 面 積 （㎡）

施 工 条 件

※週休２日促進工事について
・本工事は、週休２日促進工事の対象である。週休２日促進工事特記仕様書を参照

・本工事は、週休２日促進工事の対象外である。

　　

販売、保守等の営業体制を整えていること。

製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

安定的な供給が可能であること。

１）

２）

　 ①

　 ②

　 ③

　 ④

　 ⑤

　 ⑥

生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

品質及び性能に関する試験データを整備していること。

本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき

　　品質及び性能を有するものとする。

別表－１に示す機材等を使用する場合は、次の　から　すべての事項を満たす証

　　明となる資料を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、次の　から　すべて

　　の事項を評価された事を示す外部機関が発行する書面を提出し監督員の承諾を受

　　けた場合は証明となる資料等の提出を省略することができる。

① ⑥

① ⑥

（令和２年２月７日閣議決定）」に定める特定調達品目「公共工事」の品目を

調達する場合は、判断の基準を満たすものとする。

　　２年法律第１００号）」に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針

１）本工事において、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成１

　 ②

　 ①

２）

④①

断熱材、

　　接着剤及び塗料はトルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材

　　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF、パー

　　有すると共に、次の　から　を満たすものとする。

　　建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を

　　の放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　ない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒド

塗料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散し　　緩衝材、

　　ティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、

 

　　料を使用する。

　　ない材料を使用したものとする。

　　アルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少

　　　の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルム①

　 ③

　 ④

　　ル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されてない材料を使用する。

　　接着剤は可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシ

 ① 建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホル

　　ムアルデヒド発散建築材料以外の材料

　  た材料

 ③ 建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建

　  築材料

 ④ 建築基準法施行令第２０条の７第　項の規定により国土交通大臣の認定を受け

　　象外」とは次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③

　　又は④に該当する材料を指す。

３

３）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対

　② 建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受け

　  た材料

※石綿含有建材の事前調査石綿 含 有 建 材 の

事 前 調査

調査範囲（※工事範囲　　・図示　　　　　　）

貸与資料（　　　　　　　　　　　　　　　　）

成形板、建築材料等の使用の有無について調査し、調査結果を監督職員に提出する。

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹付材、

１） 照明スイッチは、位置表示灯付き（異時点滅）とする。

２） 換気扇スイッチは、確認表示灯付き（同時点滅）とする。

工　事　範　囲

防　火　地　域

別　途　工　事

建ぺい率(指定率) ％（　　　　　％） 容積率(指定率) ％（　　　　　％）

用　途　地　域

消防法施行令別表第一の区分

特定・一般 特定・一般 特定・一般 特定・一般 特定・一般施設の分類

・電灯設備

・動力設備

・発電設備

・構内情報通信網設備

・構内交換設備

・情報表示設備

・映像・音響設備

・拡声設備

・誘導支援設備

・テレビ共同受信設備

・監視カメラ設備

・駐車場管制設備

・防犯・入退室管理設備

　 　 　 　 　 　 　 　 機 械 設 備 工 事 の 部 に よ る

　 　 　 　 　 　 　 　 建 築 工 事 の 部 に よ る

工　　事　　種　　別建物別及び屋外

工　事　種　目

・電熱設備

・雷保護設備

・受変電設備

・電力貯蔵設備

・火災報知設備

・機械設備工事

・建築工事

・中央監視制御設備

・医療関係設備

・構内配電線路

・構内通信線路

・テレビ電波障害防除設備

・非常放送装置

　　　　　　　　　　　　　　　 （　 印のついたものが対象工事種目）　　　工事種目

入 居 者 数　(人)小計

合計

屋外及び多湿箇所の

支持金物等

建設工事安全施工技術指針及び建設工事公衆災害防止対策要綱を参考に，工事現場の

安全対策に関する具体的な工事安全計画書を監督職員に提出する。

　　　想定沈下量（・200mm以下　・600mm以下　・1,000mm以下)

　　 機器取付高は次の数値を標準とする。ただし，天井高3,000mm以上の場合及び機器の使用に支障がある場合は監督

　　　想定沈下量（・200mm以下　・600mm以下　・1,000mm以下)

　すること。

D

　照明用ポールには配線用遮断器（引外し装置なし）又はカットアウトスイッチ

ア ド レス 設 定 器

設置した各部屋２箇所以上とし、測定箇所は監督職員の指示による。

照明制御の照度測定

別表－１「 外部機関等による評価済み機材表」

　高圧限流ヒューズ

盤類

高圧機器

パワーコンディショナ及び系統連系保護装置

　高圧負荷開閉器

　太陽光発電装置

　交流無停電電源装置

　監視カメラ装置

　中央監視制御装置 監視制御装置

　分電盤

　制御盤

　キュービクル式配電盤

　高圧スイッチギヤ（ＣＷ形）

　高圧スイッチギヤ（ＰＷ形）

　高圧交流遮断器

　高圧変圧器（特定機器）

　高圧進相コンデンサ

品　　　　　　名 機　　材　　名

　ＬＥＤ照明器具（一般屋内に限る）

　照明制御装置

　可変速運転用インバータ装置

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・本工事　　・別途工事）　　　　　　　　円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（・本工事　　・別途工事）　　　　　　　　円

４. 負　担　金　等　（　消　費　税　抜　き　）

露 出 配 管 の 塗 装

※ 金属製（ステンレス，新金属も含む）　・ 樹脂製（使用場所　　　　　　　　）

設備機器の固定は次によるほか、「建築設備耐震設計・施工指針　２０１４年版」

（独立行政法人建築研究所監修）による。

　　・交換機　・火災報知受信機　・中央監視装置　・通信総合盤　・　

　　のとする。

２）設計用鉛直地震力は設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くも

一般機器

　設計用標準水平震度

設置場所 機器種別
重要機器一般機器重要機器

屋上及び塔屋

機 器

防振支持の機器

水 槽 類

2.0

2.0

2.0

1.5

2.0

1.5

1.5

2.0

1.5

1.0

1.5

1.0

中間階

機 器

防振支持の機器

水 槽 類

1.5

1.5

1.5

1.0

1.5

1.0

1.0

1.5

1.0

0.6

1.0

0.6

地下及び１階

機 器

防振支持の機器

水 槽 類

1.0

1.0

1.5

0.6

1.0

1.0

0.6

1.0

1.0

0.4

0.6

0.6

　　・配電盤　・非常用発電装置　・直流電源装置・交流無停電電源装置

３）横引き配管等の耐震支持は、施設の分類に応じたものとする。

　　場合は上層３階、13階建以上の場合は上層４階とする。

１）機器の据付け及び取付け

上層階

　　上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層２階、10～12階建の

　　中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。

　水槽類には燃料小出槽を含む。

　　重要機器は次のものを示す。

 特定の施設  一般の施設

　　次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　　設計用水平地震力は、機器重量［ｋＮ］に、地域係数 （※1.0・0.9・0.8）と、

※提出要（※１部　・　部）　

図面に特記なき場合は、盤内配線にＥＭ電線類を使用する。

２）施工図

１）完成図

１ ２

施工図の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

・原図　　※普通紙　　・トレーシングペーパー　　・不要

※提出要　３部

撮影場所は監督職員との協議による。

１）埋戻し工は　　※根切り土の中の良質土　　　・山砂の類

２）配管周囲の保護砂は　　※　山砂の類

３）建設発生土の処理は　・ 構外指示の場所に処分    ・ 構内敷ならし

・ 構内指示の場所に堆積

原則として探査方法は走査式埋設物調査（電磁誘導法又は電磁レーダ法）とする。

放射線透過検査の検査費は別途とする。

る付属装置等を用いて施工すること。

放射線透過検査等による埋設物の調査を実施する場合、範囲は監督職員の指示による。

はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に非破壊検査を行い監督職員に報告する。

　　既存設備システム（・　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　）

　　・微量ＰＣＢ含有機器（・変圧器　・　　　　　　　）
　　・アスベスト含有設備資機材（・配線用遮断器　・　　　　　）

　部分）の事前確認を行い監督職員に報告書を提出する。

　監督職員に調査計画書を提出する。

・既存設備システムの事前調査を行い監督職員に報告書を提出する。調査を行う前に

・施工に先立ち、改修工事関連部分（施工部位により既存性能を損なうおそれのある

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイ

ドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２

・内部足場（・Ｅ種　・Ｆ種　・Ｇ種）

・外部足場（・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種　・Ｆ種）

足 場

　　（・金属類　・盤類　・電線、ケーブル　・　　　　　　　　　　　　　　　）

１）引渡しを要するもの。　※無　　・有

及 び 処 理

発 生 材 の 分 析

　　①ＰＣＢ使用機器　※無　・有　・未調査

　　ＰＣＢ使用機器は関係法令等に従い適切に処理する。

　　撤去するＰＣＢ使用機器の分析を行う。

　　　ＰＣＢ使用機器収納容器　（※別途　　・本工事（用途　　　　））

　　　分析費　（※別途　　・本工事）　

　　②アスベスト含有設備資機材　※無　・有　・未調査

受注者事務所その他 ※構内につくることができる。ただし、受注者負担とする。
・構内につくることができない

する。

本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続きなどの費用は、すべて受注者の負担と

電気工事は、電気工作物の種別に応じ、電気工事士法第３条で規定する電気工事士の

資格を有する者により行うこと。ただし、最大電力５００ｋＷ以上の自家用電気工

作物については、第一種電気工事士の資格を有する者により行うこと。

工事用電力,水,その他

監 督 職 員 事 務 所 本工事で設置する。（規模及び仕上げの程度、備品等の種類は現場説明書による。）

　　又はガス回収業者に抜き取り及び処理を委託する。

３）放射性物質を含むイオン化式感知器　　　※無　　　・有

製造業者又は販売業者に回収を委託する。

　　　アスベスト含有設備資機材は関係法令に従い適切に処理する。

　　　撤去するアスベスト含有設備資機材の分析を行う。

　　　　分析費　（※別途　　・本工事）

６）発生材の搬出・処分費は、現場説明書に示すものを本工事に含めるものとし、そ

　　の他は別途とする。

５）再生資源化を図るもの　※無　・有（・蛍光管　・HIDﾗﾝﾌﾟ　・小形二次電池）

・撤去する機器類等について、製造年、品番等を確認し特別管理産業廃棄物の有無
　を調査し、監督職員に報告する。

　　　　　　　　　　　　　ただし、○印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　○印と※印のついた場合は共に適用する。

１．

２．

３．

 ４．

 ５．

６．

７．

８．

９．

１０．

１１．施 工 調 査

１２．非 破 壊 検 査

１３．既 存 躯 体 への 穿 孔

１４．土 工 事

１５．完 成 写 真

完 成 図 等１６．

１７．保 全 に 関 す る 資 料

１８．盤 内 配 線

１９．耐 震 施 工

２０．

２１．

２２．

２３．

２４．

２５．

２６．

２７．

２８．

２９．

３０．

３１．

穿孔機械を使用し、既存躯体に穿孔する場合は、金属探知により電源供給が停止でき

　基準風速(Vo=　・３０　・３２　・３４　ｍ / ｓ）

　地表面粗度区分（　・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ　）
の（２）手すり据え置き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

２）特別管理産業廃棄物

４）六フッ化硫黄（ＳF6）ガス　※無　　・有

　　ガス絶縁開閉器、ガス絶縁変圧器等受変電機器に含まれるＳF6ガスは、製造者

機 材 の 品 質 等

環 境 へ の 配 慮

電気 工 事 士 の 適 用

電気設備工事特記仕様書

電気設備工事特記仕様書

 庁舎棟

改修一式

新見労働基準監督署屋上防水及び内装改修工事

岡山県新見市新見811-1

　・　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（最新版）（以下、「標準仕様書」という。）

　・　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（最新版）（以下、「改修標準仕様書」という。）

　・　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（最新版）（以下「標準図」という。）

※施工ができない日等

　　・指定なし　※指定あり（監督職員の指示）

　※二つ折り製本（・Ａ１版　　部　※Ａ３版　　部）

※既存完成図(ＣＡＤデータ含む)の修正を行う(間仕切等を現状に合せて修正する)

Ｅ-01

新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事



１

２

３

量 水 器

量 水 器 桝

配 管 材 料

１ 処 理 種 別 及 び 方 式

１）親メーター　　※　借用　　・　買取り（ ・　直読　・　遠隔表示）

２）子メーター　　※　買取り　・　借用　（ ・　直読　・　遠隔表示）

１）一般配管用

・　塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＤ、ＦＶＤ）

・　ステンレス鋼管（ＳＵＳ ・ ３０４ ・ ３１６）

・　塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＤ、ＦＶＤ）２）土間配管用

・　水道用硬質ポリ塩化ビニル管（ＨＩＶＰ）３）地中配管用

・　塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＤ、ＦＶＤ）

・　ステンレス鋼管（ＳＵＳ ・ ３０４ ・ ３１６）

・　水道用ポリエチレン二層管（５０Ａ以下）　　　　

・  水道配水用ポリエチレン管（JWWAK144）（７５～１５０Ａ）

・　ステンレス鋼管（ＳＵＳ ・ ３０４ ・ ３１６）

４）ビニル管の接合方法　　※　接着接合　　・　ゴム輪接合

５）ゴム輪接合の場合、直管以外の継手部には離脱防止金具取付とする。

・　標準仕様書による（付属品含む）・　水道事業者の指定品

鋼板製、ステンレス製タンクの保温　・　施工する　・　施工しない

７

８

９

水 栓 柱

水 栓

屋外設置タンクのマンホール ＦＲＰ製タンク及びステンレス製タンク（保温形）はマンホールも保温形（二重蓋含

５ 保 温

４ 弁 類

６ 定 水 位 調 整 弁

重炭酸イオン、遊離炭酸、塩素イオン、硫酸イオン、シリカ、蒸発残留物

電気伝導率、Ｍアルカリ度、カルシウムイオン、マグネシウムイオン、全硬度、

７５Ａ以上  ※　融着継手　　

６）ポリエチレン管の接合方法　５０Ａ以下　※　金属製継手　・　融着継手

７）特記なき給水管の最小口径は２０Ａとする。

８）ステンレス鋼管を使用する場合は下記の水質の確認を行う。

１）公営水道に直結する配管に使用するものは、ＪＩＳ又はＪＶ（１０Ｋ）とする。

２）受水タンク以降の配管に使用するものは、ＪＩＳ又はＪＶ（５Ｋ）とする。

３）給水引込部の　・　止水栓　・　弁桝　は水道事業者の指定品とする。

２）台所流し用の水栓は泡沫式とする。

む）とする。

排 

水 

設 

備

 （第1桝まで含む）

・　排水用塩ビライニング鋼管 ・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）配 管 材 料１ １）屋内汚水管

ガ

ス

設

備

消

火

設

備

４ ガ ス メ ー タ ー

１

２

３

配 管 材 料

液 化 石 油 ガ ス 容 器

バ ル ク 貯 槽

・ １０ｋｇ ・ ２０ｋｇ ・ ５０ｋｇ　　　　 本　  ※　借用　・　買取り

・　縦型 ・ 横型　　　 最大充てん量　　　 　ｋｇ　・　借用　※　買取り　　

５

６

７

容 器 廻 り の 配 管

容 器 転 倒 防 止

ガ ス 漏 れ 警 報 器 ※　不要 ・ 要（取付け位置は図示による。外部出力端子 ・ 不要 ・ 要）

施工方法は標準図　施工７２ ・ 要領（ａ）・ 要領（ｂ）・ 要領（ｃ）

施工方法は標準図　施工７３ ・ 要領（ａ）・ 要領（ｂ）

・　スプリンクラー　※　施工しない　・　施工する

１

２

３

消 火 栓 弁 の 耐 圧

配 管 材 料

保 温

※　１０Ｋ　・　１６Ｋ

・　屋内消火栓　　　※　施工しない　・　施工する

・　連結送水　　　　※　施工しない　・　施工する

・　連結散水　　　　※　施工しない　・　施工する

４

５

１）一般配管用　※　配管用炭素鋼鋼管（白管）・ 圧力配管用炭素鋼鋼管

２）土間配管用　※　外面被覆鋼管　・　

３）地中配管用　※　外面被覆鋼管　・　

１）呼水タンクの保温　※　施工しない　・　施工する

２）充水タンクの保温　※　施工しない　・　施工する

３）消火配管の保温は次による。

１）一般配管用　　　　※　配管用炭素鋼鋼管（白管）

２）土間、地中配管用　※　合成樹脂被覆鋼管 ・ ガス用ポリエチレン管（JISK6774）

１）親メーターは　・　借用　・　買取、子メータは　・　借用　※　買取とする

２）子メーター計量方式（　・　直読　・　遠隔表示）

給 

湯 

設 

備

１ 配 管 材 料 ・　保温付被覆銅管 ・ 被覆銅管 ・ 銅管 ・ ステンレス鋼管

　　Ｋ）とする。

２ 弁 類

※　湯沸器、給湯機廻りの付属配管等は製造業者標準品とする。

・　耐熱性ライニング鋼管（ＳＧＰ－ＨＶＡ）

・　架橋ポリエチレン管　・　ポリブデン管

※　ＪＩＳ又はＪＶ（５Ｋ）とする。ただし、水道直結部分及び特記部分は（１０

給湯器の給排気筒の隠ぺい箇所は保温を行う。ｈ・（イ）・Ⅸ

そ の 他 都市ガスはガス供給事業者の供給規定による。８

２ そ の 他 別図による。

・　合併処理　（・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・　小規模合併処理　（ ・ 担体流動生物濾過方式 ・ 嫌気分離接触ろ床方式

　　　　　　　　　　 　・　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　）

・　空気調和機のフィルターは、ロールの場合は１本・ユニットの場合は１セットを

標準型、低騒音型、超低騒音型の規定は、日本冷却塔工業会の騒音基準値による。

空調用流体の水質基準については、日本冷凍空調工業会（冷凍空調機器水質ガイドラ

２）遠隔油量指示装置（油面計は（　・　抵抗変化式　・　磁歪式）で

・　空気調和機、全熱交換器廻りの還気ダクト、外気ダクト及び給気ダクト

機器付属以外の温度計は ※ 工業用バイメタル式温度計　・　ガード付きＬ形温度計

トラップの形式はフロートボール式（床置型） ※ ＦＲＰ製保温型 ・　

・　冷凍機類の冷水出口　　・　瞬間流量計　・　測定用タッピング

・　冷凍機類の冷却水出口　・　瞬間流量計　・　測定用タッピング

・　ボイラー又は熱交換器の温水出口　・　瞬間流量計　・　測定用タッピング

・　冷温水ヘッダーの各送り管　・　瞬間流量計　・　測定用タッピング

・　ユニット形空気調和機の冷温水入口　・　瞬間流量計　・　測定用タッピング

１）シーリングディフューザーの接続は、標準図　施工４７　を参考とする。

２）接続するダクトが施工が困難な場所はフレキシブルダクトを使用してもよい。

３）線状吹出口には、長さ＋１００×３００×３００Ｈの接続チャンバーを設ける。

４）外壁に面するガラリにチャンバー等を設ける場合は、雨水等を自然に排出できる

１）空調用の吹出口接続チャンバー及び図示したダクト並びにチャンバー類とする。

３）吹出口接続チャンバー以外の内貼りしたチャンバーには点検口を取付ける。

１）形式はピトー管式（コック付）とする。　　※　固定式　・　着脱式

１）エア溜まりを生ずると思われる箇所には、必要に応じて操作の容易な位置にエア

３）機械室の手動式エア抜き配管で、特記のない場合の保温範囲は原則として分岐部

２）煤煙濃度計　　　・　取付ける　　・　取付けない　・　取付座を取付ける

３）煤じん量測定口（８０φ×２）を　※　取付ける　　・　取付けない

１）据付け方法は標準図　※ 施工３０（二重殻タンク・タンク室無し）

２）自動エア抜き弁装置は、標準図（施工３６（ｇ））による。

建築設備定期検査業務指導書２０１６年版（（一財）日本建築設備・昇降機センター）

１）親メーター用　※  水道事業者の指定品　 ・　標準図（機材５７）

・　塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ－ＶＢ、ＦＶＢ）

２）子メーター用　※　標準図（機材５７） 　・　水道事業者の指定品

・　湯沸流し等の床上露出部分はビニル管（RF-VP又はVP）でもよい。

 （第1桝まで含む）

２）屋内雑排水管

３）ポンプ排水管

・　コーティング鋼管　・　耐火二層管

・　排水用塩ビライニング鋼管　・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

・　配管用炭素鋼鋼管(白管)　・　耐火性硬質ポリ塩化ビニル管(VP)

・　カラーパイプ（ＶＰ）　・　耐火性硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

・　水道用硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

・　排水用塩ビライニング鋼管（圧送排水鋼管用ＭＤ）

・　工場製作品（ ※ ＳＵＳ製 ・ 鋳鉄製 ・ ＦＲＰ製）・ 現場施工品グ リ ー ス 粗 集 器２

・　コーティング鋼管　・　耐火二層管　・　カラーパイプ（ＶＰ）

５）屋外排水管 ・　硬質ポリ塩化ビニル管（ ・ ＶＵ ・ ＶＰ）・ コンクリート管

・　耐火被覆（標準図（施工６６（ａ））　（ ・　施工　・　施工しない）

　　（　・　屋内　・　屋外）より油量監視用）を取付ける。

排 水 金 物３ 記号 ＣＯＡＤ は掃除口を兼用する排水金物を示す。

屋 内 消 火 栓 ・　広範囲型２号消火栓　・　易操作１号消火栓　・　１号消火栓　・　２号消火栓

屋 外 消 火 栓 屋外消火栓開閉弁の材質は　※　鋳鉄製（要部青銅製）　・　ステンレス鋳物製

地 上 式（ ） 箱の材質は　　　　　　　　※　鋼板製　　　　　　　　・　ステンレス製

５）厨房用ダクトの板厚は「火災予防条例準則の運用について」を適用する。

４）防火区画を貫通するダクトは、その貫通する部分の前後を１．５㎜以上の鉄板と

（長辺１５００mmを越えるものはアングルフランジ工法とする。）

（共板工法又はスライドオンフランジ工法）

復帰方法：遠隔復帰式（定格入力はDC24V、0.7A以下とする。）

　　（定流量弁は　・ダイアフラム式流量可変式　・カートリッジオリフィス形　）

※　冷温水管の接続部（往・還）にはボール弁を取り付ける

ＪＩＳ又はＪＶ（５Ｋ）とする。ただし、特記部分は１０Ｋとする。

※　断熱材被覆銅管　・　断熱材被覆銅管（製造者標準品）　・　銅管

ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

・　配管用炭素鋼鋼管（白管）・ ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

・　リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発砲三層管（ＲＦ－ＶＰ）

・　ポリ粉体鋼管（ＳＧＰ ・ ＰＡ、 ・ ＰＢ）・　ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

・　配管用炭素鋼鋼管（白管）・ ステンレス鋼管（ＳＵＳ３０４）

・　配管用炭素鋼鋼管（白管）・ 塩ビライニング鋼管 ・ ポリ粉体鋼管

　　　　％

　　　　℃

　　　　℃

温度(ＤＢ)

　室　　内（調整目標値）

湿 度

警報器から制御盤、遮断弁までの電線管は別途工事とする。

Ｒ３.０２

・　定流量弁を定水位調整弁の手前に設置する。

１）屋外の水栓は ・ キー式ハンドル ・　

※合成樹脂製　・ステンレス製　・寸法約７０ｍｍ角全長１３００ｍｍ　・図示による 

・　耐火二層管　・　耐火ＶＰ　・　車道部ＶＰ

３）基礎杭は　　　※　不要　・　要（　・　本工事　※　別途工事）

４）土留め工事は　※　不要　・　要（　・　本工事　・　別途工事）

１）鋼管とステンレス鋼管、銅管と鋼管は（※標準図　・図示）による。

浄

化

槽

設

備

給

水

設

備　　　　％
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一

般

共

通

事

項

敷 地 面 積

工 事 場 所

　Ⅰ．工　事　概　要

１

２

３

４

ダ ク ト

排 煙 口

排煙口開放及び復帰方式

排 煙 風 量 測 定

※　亜鉛鉄板製　　・　鋼板製（１．６mm厚）

・　パネル形　（　・　天井取付　・　壁取付）

・　スリット形（　・　天井取付　・　壁取付）

・　ダンパー形（　・　天井取付　・　壁取付）

電気式（遠隔操作　※　不要　・　要）

排

煙

設

備

フィルター等付属品

パッケージ空調機の能力表示

パッケージ空調機の内外渡配線

冷 却 塔

水 質 基 準

・　機器表特記による。

インバーター機の表示された能力は、型番で選定する。

原則として冷媒管と共巻きとする。（エアコン含む）

油　積　算　流　量　計 ※　設ける（図示した箇所に取付ける）　・　設けない

予備品として納入する。

イン）による。

チ ャ ン バ ー 等

消 音 内 貼 り

グ リ ス 除 去 装 置

定風量・変風量ユニット

温 度 計

圧 力 計

冷温水管等のエア抜き

空 調 機 用 ト ラ ッ プ

鋼 板 製 煙 道

オイルサービスタンク

よう勾配をつける。

点検口の大きさは、原則として４００×６００とする。

標準図によるほか図示した箇所及び下記の箇所に取付ける。

抜き弁装置（　※　手動　・　自動）を設ける。

より２ｍとする。

・　メカニカル形　・　風速センサー形

・　グリスエクストラクター　・　グリスフィルター

油面計はゲージ式（側圧式）とする。

地 下 オ イ ル タ ン ク

２）内貼りチャンバー類の寸法は、外法寸法とする。

２）下記の箇所、若しくは図示により取付ける。

瞬 間 流 量 計

標準図によるほか図示した箇所に取付ける。

１）厚さ　　　　　　※　３．２㎜　　・　４．５㎜

の排煙風量検査方法に準ずる。

する。標準図　施工４０

・　アングルフランジ工法

２）長方形ダクト　※ コーナーボルト工法

１）※　低圧ダクト　・　高圧１ダクト　・　高圧２ダクト

復帰方法：遠隔式

１）防煙ダンパー

２）ピストンダンパー

※　流量調整弁　・定流量弁　を取付ける。

※　配管用炭素鋼鋼管（黒管）

・　圧力配管用炭素鋼鋼管（STGP370  黒　Sch40）

※　配管用炭素鋼鋼管（黒管）

・　カラーパイプ（ＶＰ） ・ 保温材付ドレンパイプ

・　塩ビライニング鋼管（ＳＧＰ ・ ＶＡ、 ・ ＶＢ）

・　耐熱性ライニング鋼管（ＳＧＰＨＶＡ）

　４０　％

　５０　％２８．０℃

温度(ＤＢ)

一般系統

温度(ＤＢ)

外気条件

冬季

夏季

１９．０℃

湿 度 湿 度

３５．３℃

０．６℃

４９．６％

６４．５％

14 ダ ク ト

13 ダ ン パ ー

冷水・温水・冷温水管

冷 却 水 管

設 計 用 温 湿 度 条 件

３

２

１

５ 空 調 用 排 水 管

空 調 用 給 水 管４

６ 膨張・空気抜・補給水管

蒸 気 給 気 管７

油 ・ 油 用 通 気 管９

10 冷 媒 管

弁 類11

12 ファンコイルユニット

蒸 気 還 水 管８

15

16

17

18

19

20

22

23

24

25

26

29

30

31

32

33

34

床 面 積

ＲＣ

階

階

造棟造棟造棟造棟造棟

（㎡）

棟名称 ／ 構造

階

階

小 計

合 計

・無人　・有人・無人　・有人・無人　・有人・無人　・有人・無人　・有人施工条件（改修）

建築面積 （㎡）

　　　　　％（　　　　　％）　　　　　％（　　　　　％）

用 途 地 域

容積率（指定率）

防 火 地 域

 ・ 厨 房 設 備

 ・ 自 動 制 御 設 備

 ・ ガ ス 設 備

 ・ 給 湯 設 備

 ・ 排 水 設 備

 ・ 給 水 設 備

 ・ 衛 生 器 具 設 備

１．工　事　種　目

 建物別及び屋外

工事種目

工 事 種 別

 ・ 電 気 設 備 工 事

 ・ 建 築 工 事

工
事
範
囲

別
途
工
事

建ぺい率（指定率)

工 事 名 称

建築工事

電気設備工事

昇降機設備工事

屋 外

電気設備工事の部による

建築工事の部による

温水管、蒸気管、冷媒管

保 温

区 分 屋内露出 機械室等 屋外露出 多湿箇所天井PS内

冷媒管（断熱材被覆銅管）

冷水、冷温水管

タンク（冷水、冷温水）

タンク（温水、還水、熱交、膨張）

ヘッダー（冷水、冷温水）

ヘッダー（温水、蒸気）

給水管

消火管

排水及び通気管

給湯管

鋼板製のタンク

貯湯タンク

消音内張（ｻﾌﾟﾗｲﾁｬﾝﾊﾞｰ）

消音内張（消音ﾁｬﾝﾊﾞｰ）

スパイラルダクト

冷媒管

※　標準図　施工３　による。

使用する。

ベローズ形（ステンレス製）ポリテトラフルオロエチレン製 

ステンレス管に使用するバルブは５０Ａ以下は青銅製、６５Ａ以上はステンレス製を

※　ベローズ形　・　スリーブ形

絶 縁 継 手

防 振 継 手

伸 縮 継 手

弁 類

埋 設 表 示

※　合成ゴム製（球形）

Ｂ（　）A2（　）

A2（　）

A2（　）

F2（　）

G2（　）

F2（　）

G2（　）

J2（　）

O2（　）

Ｍ（　）

Ｌ（　）

a2（　）

f2（　）

Ｂ（　）

Ｉ（　）

Ｎ（　）

ｂ（　）

ｂ（　）

ｂ（　）

Ｉ（　） Ｉ（　）

c2（　）

c2（　）

C2（　）

Ｂ（　） C1（　）

C1（　）

Ｄ（　）

Ｄ（　）

Ｄ（　）

ｄ（　）

ｄ（　）

E2（　）

E2（　）

E2（　）

K2（　）

P2（　）

e2（　）

e2（　）

E2（　）

E2（　）

E2（　）

K2（　）

P2（　）

e2（　）

e2（　）

ｂ（　） e2（　）

屋内 ・ 耐候性樹脂製 ・ ステンレス鋼板製

材を使用する。

e2（Ｐ）

h （　） h （　）

h （Ｒ） h （Ｒ）  （Ｒ）

  （Ｒ）

空調用ダクト

厨房用排気ダクト

給湯器用排気筒

１）燃焼熱源等機器室内の配管の保温材には、ロックウールまたはグラスウール保温

２）保温化粧ケースの材質 

３）多湿箇所　標準仕様書以外で多湿箇所の適用は(・　　　　　　　 　　 　　　）

４）全熱交換器の機器外気側ダクト(※給気側　※排気側)は、保温(２５㎜厚)する。

凡例　Ｒ：ロックウール　Ｇ：グラスウール　Ｐ：ポリスチレンフォーム

空気調和設備工事、給排水衛生設備工事の保温の種別は次による。

負 担 金 等

（ 消 費 税 含 む ） ・下水道接続負担金（受益者負担金及び手数料等）

電 線 類 １）ＥＭ電線類で規格等の定めのないものは、ハロゲン及び鉛を含まない材料で構成

による。

２）電線の色別は、原則として電気設備工事の工事仕様書による。

装の必要を認められない面、埋設されるもの（ただし、防食塗装部分を除く）

塗装を施す部分     ・ 倉庫　・　書庫 ・ 車庫

塗装を施さない部分 ・ 箇所　※　倉庫 ・ 車庫　・ 駐車場

アルミニウム、ステンレス、銅、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板、合成樹脂等、特に塗

カラー亜鉛鉄板面、亜鉛めっき以外のめっき仕上げ面、樹脂コーティング等を施した

下記の部分を除き、原則として塗装（標準仕様書第２編３．２による）を行う。

亜鉛めっきされたもので、常時隠ぺいされる部分、金属電線管、鋼製架台及び支持金

塗 装

　を行う。

機 器

ステンレス鋼管の接合方法

（ ・ 給水 ・ ガス ・ 油）配管の変位吸収は標準図　施工５（ｃ）とする。

ス（ＳＵＳ３０４）製または、溶融亜鉛めっき仕上げとする。

３０４）製とし、屋外及びピット内の配管、ダクトに使用する支持金物等はステンレ

ポンプ及び屋外設置機器・ピット内のアンカーボルト、ナットはステンレス（ＳＵＳ

配 管 の 建 物 導 入 部

支持金物・固定金具

呼径６０Ｓｕ以下の継手は、ＳＡＳ３２２による拡管式とする。

耐 震 措 置

他 工 事 と の 取 合 い

水 槽 類

防振支持の機器

機 器

水 槽 類

防振支持の機器

機 器

水 槽 類

防振支持の機器

地階・１階

中 間 階

屋上及び塔屋

上 層 階

機 器 種 別設置場所

０．６

０．６

０．４

０．６

１．０

０．６

１．０

１．５

１．０

設計用標準水平震度

１．０

１．０

０．６

１．０

１．５

１．０

１．５

１．０

１．０

０．６

１．０

１．５

１．０

１．５

２．０

１．５

２．０

１．５

１．５

１．０

１．０

１．５

１．５

１．５

２．０

２．０

２．０

１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階とする。

・中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。

・重要機器は次のものを示す。

・上層階とは、２～６階建の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

設計用水平地震力は、機器の質量（自由表面を有する水槽その他の貯槽にあって

政法人建築研究所監修）による。

１）機器の据付け及び取付け

　・給水機器（　　　　　　　　）　・排水機器（　　　　　　　）

　・換気機器　・空調機器　・熱源機器　・防災機器　・監視制御設備

　・危険物貯蔵装置　・火を使用する設備

　・避難経路上に設置する機器

２）設計用鉛直地震力は設計用水平地震力の１／２とする。

標準仕様書によるほか図示の箇所に設ける。

※　標準図（機材２）による

溶融亜鉛めっきは　※ ２種３５ ・ ２種５０

図中（　　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

施 工 条 件

工 事 安 全 計 画 書

天　井　仕　上　区　分

全対策に関する具体的な工事安全計画書を監督職員に提出する。

（ ・ 本工事 ・ 別途）　　　　 円

・都市ガス引込負担金（工事負担金等） （ ・ 本工事 ・ 別途）　　　　 円

・浄化槽７条検査費用 （ ・ 本工事 ・ 別途）　　　　 円

Ｎ（　） Ｎ（　）

建設工事公衆災害防止対策要綱及び建築工事安全施工技術指針を参考に、工事現場の安

設備機器の固定は次によるほか、「建築設備耐震設計・施工指針２０１４年版（独立行

図面に特記のない場合は別紙「工事区分表」による。

呼径７５Ｓｕ以上の継手は ・ 溶接接合 ・ ハウジング形継手 ・ フランジ接合　

５）共同溝の保温種別は（配管 ・　　　　　　　 ダクト ・ 　　　　　　）とする。

屋外 ・ 耐候性樹脂製 ・ ステンレス鋼板製 ・ 高耐蝕鋼板製（溶融亜鉛めっき）

※残りネジ部、及びパイプレンチのチャック跡部の鉄面は、さび止めペイント２回塗り

物類、主・各階機械室内等及び電気室内の亜鉛めっきされた露出ダクト及び露出配管、

されたものとし、電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第４編１.５.１表４.１.１１

容 量 等 の 表 示 １）機器類の能力、容量等は原則として表示された値以上とする。

機 材 の 承 諾 図16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

用標準水平震度を乗じたものとする。

15 空

気

調

和

・

換

気

設

備

　　２．特　記　仕　様

　Ⅱ.工　事　仕　様

　１）特記仕様及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の標準仕様書等による。

１．共　通　仕　様

　　　　　ただし、・　印の付いたものを適用する。

　２）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書を適用する。

 ・ 空気調和　（ ・ 単一ダクト方式 ・ 各階ユニット方式 ・ パッケージ方式

 ・ 鋼製ボイラー ・ 鋳鉄製ボイラー ・ 温水発生機（ ・ 真空式 ・ 無圧式）

主要熱源機器

空気調和方式等

 ・ チリングユニット ・ 吸収冷温水機 ・ 吸収冷温水機ユニット

給 水 方 式

 ・ 機械排煙（ ・ 有り ・ 無し） 適用法規（ ・ 建基法 ・ 消防法）

換 気 設 備

排 煙 設 備

自 動 制 御 設 備  ・ 自動制御方式（ ・ 電気式 ・ 電子式 ・ デジタル式）

 ・ 水道直結方式 ・ 高置タンク方式 ・ ポンプ直送方式 ・ 水道直結増圧方式 

 ・ 空気熱源ヒートポンプユニット ・ パッケージ形空気調和機

 ・ マルチパッケージ形空気調和機 ・ ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機

 ・ 有り（ ・ 局所式 ・ 中央式） ・ 無し

 ・ 屋内消火栓 ・ 連結送水管 ・ 屋外消火栓 ・ スプリンクラー ・ 粉末消火装置

 ・ 泡消火 ・ 連結散水装置 ・ フード等用簡易自動消火装置 ・ 消防用水

 ・ 有り（ ・ 合併処理 ・ 小規模合併処理 ・ 単独処理）・ 無し

給 湯 設 備

消 火 設 備

ガ ス 設 備

浄 化 槽 設 備

 ・ 都市ガス　種別　　　　　　 （　　　　　ＭＪ／ｍ3Ｎ） ・ 液化石油ガス

排 水 方 式

雑排水放流先

空

調

設

備

 ・ 不活性ガス消火（ ・ 窒素 ・ 窒素系 ・　　　）・ ハロゲン化物消火　・ 無し

 ・ 公共下水道 ・ 河　川 ・ 側溝

 ・ 有り　・ 無し雨水利用設備

汚 水

雨 水
衛

生

設

備

雑排水接続先

汚 水

雨 水

 ・ 公共下水道 ・ 浄化槽（    m3） ・ 側溝

 熱源（ ・ 電気 ・ 都市ガス ・ 液化石油ガス ・ 灯油 ・ Ａ重油）

 建物内の汚水と雑排水（ ・ 合流 ・ 分流　）

 ポンプの排水 ・ 有り（ ・ 汚水 ・ 雑排水 ・ 湧水）　・ 無し

一

般

共

通

事

項

項 目 特 記 事 項 区分

　　　１）項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

機 材 の 品 質 等

２ 環　境　へ　の　配　慮

なお、本工事において使用する機材のうち、設計図書で定めのあるものについてはグリ

ーン購入法基本方針による。

ただし、公共工事分野の特定調達品目の機材を使用する場合は、判断の基準を満たすも

のとする。

本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及

び性能を有するものとする。

２．設　備　概　要

本工事において、国等による環境物品等の調達推進等に関する法律（平成１２年法律第

１００号）に基づく、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成３１年２月８

日変更閣議決定）」に定める特定調達品目の分野「公共工事」の品目を調達する場合は

判断の基準を満たすものとする。

※石綿含有建材の事前調査

工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有している吹付け材、

成型板、建築材料等の使用の有無について調査し、調査結果を監督職員に提出する。

調査範囲（※工事範囲　　　　・図示　　　　　　　）

３ 石綿含有建材の事前調査

１）副指示計は図示による。

油 面 制 御 装 置 １）液面制御装置の機能は、標準仕様書ほか図示による。27

遠 隔 油 量 指 示 計

28 異 種 管 の 接 続

１

２

３

中 央 監 視 制 御 装 置 ・　有り（構成機能は図示による）　　・　無し

自 動 制 御 機 器

自 動 制 御 盤

調節器等の取付け高さは　※１３００ｍｍ　

屋内用キャビネットは　※鋼板製　・ステンレス鋼板製

・一般機器・重要機器・一般機器・重要機器
特定の施設 一般の施設

・給水引込負担金（加入負担金及び手数料等） （ ・ 本工事 ・ 別途）　　　　 円

２）電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として表示された値以下とする。

消防法施行令別表第一区分

　入居者

　数（人）

小 計

合 計

 施 設 の 分 類 ・特定・一般 ・特定・一般 ・特定・一般 ・特定・一般 ・特定・一般

保温化粧ケース 保温化粧ケース

は有効質量）に、地域係数（・１．０　※０．９　・０．８）とし、次に示す設計

※ 施工ができない日等

　               ・ ファンコイルユニット ・ ダクト併用方式 

　               ・ ガスエンジンヒートポンプ方式　 ）

 ・ 既設桝 ・ 側溝

 ・ 既設桝 ・ 側溝

  （Ｒ）

  （Ｒ）

g2（　）

※　市水　・　雑用水（　※　大便器　・　　　　　　　　　　）

和風大便器の耐火処理 ※　標準図（施工６６（ｂ））

※　標準図（施工６２）　・　標準図（施工６３）衛生器具と排水管接続６

７

非 破 壊 検 査 はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に非破壊検査を行い、監督職員に報告する。35

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置にあたっては、同ガイ

ドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２

の（２）手すり据え置き方式又は（３）手すり先行専用足場方式により行う。

足 場

・ 冷温水配管 ・ 冷却水配管 ・ ガス配管 ・　

（ ・ 放射線透過検査 ・ 浸透探査検査または磁粉探傷検査）

非破壊検査の適用　 ※　無し ・ 有り　抜取率は ・ 標準仕様書による ・ 　　 ％

溶 接 配 管 の 検 査36

37

※走査式埋設物調査（電磁誘導法または電磁波レーダ法）・放射線透過試験

撤 去 工 事 撤去する配管、ダクト（付属品含む）の保温材は、配管・ダクト等より分離する。

構内につくることが ※ できる ・ できない

土 工 事

工　事　用　仮　設　物

２）配管周囲の保護砂は ※ 山砂の類

１）埋戻し土は　※ 根切り土の中の良質土　・山砂の類

３）建設発生土の処理は　・構外指示の場所に処分　・構内敷ならし

　　　　　　　　　　　　・構内指示の場所に堆積

完 成 図

（ 施 工 図 含 む ）

ＣＡＤデータの提出（　※要　　・　不要）

詳細については、監督くん内の完成図書作成要領による。

なお、施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

保 全 に 関 す る 資 料

９

10

11

12

総 合 調 整

図 形 表 示

・　風量調整 ・ 水量調整 ・ 室内外空気の温湿度の測定 ・ 騒音の測定

測定箇所等は監督職員との協議による。　

機器類は、図示する形状及び配管等の取出し位置により、特定製造者の製品を指示、

下記項目の総合調整を行ない測定表を監督職員に提出する。

限定しない。

13

14

・　室内気流及びじんあいの測定 ・ 飲料水の水質の測定・雑用水の水質の測定

２

３

４

洗 浄 水

※　洗浄水量４リットル／回以下小 便 器 用 節 水 装 置

５

自 動 水 栓

・　内部足場（※Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ種 ・ Ｅ種 ・ Ｆ種 ・ Ｇ種　）

・　外部足場（※Ｄ、Ｅ種 ・ Ａ種 ・ Ｂ種 ・ Ｃ種 ・ Ｆ種　）

天井隠ぺいの配線は、図面に特記のない限りケーブル配線とする。

項．２０．電線類の規格による。（機器、盤類はこれによらなくてもよい）

③各種検出器（温度・湿度等）、操作器（バルブ・ダンパー等）における

１）屋外、屋内露出の配線は、図面に特記のない限り金属管配線とする。

２）原則として、次の用途に使用する電線類はＥＭケーブルとし、規格は一般共通事

大便器、小便器には、標記板（アクリル板に印刷可）を取り付ける。

型番変更等により参考型番が変更又は廃止されている場合、参考型番の同等品とする。

衛

生

器

具

設

備

自

動

制

御

設

備

部分）の事前確認を行い監督職員に報告書を提出する。

改修工事関連既存設備システム（　・ 排水放流先　・　　　　　　　 　　　　　）

・ 施工に先立ち、改修工事関連部分（施工部位により既存性能を損なうおそれのある施 工 調 査

・ 既存設備システムの事前調査を行い監督職員に報告書を提出する。調査を行う前に

監督職員に調査計画書を提出する。

34

技 能 士 の 適 用

本工事に必要な工事用電力、水及び諸手続き等の費用はすべて受注者の負担とする。

・　熱絶縁施工（保温保冷工事作業）・ 建築板金（ダクト板金作業）

適用する

※　設けない ・ 設ける

工事用電力、水、その他

・　配管（建築配管作業）・ 冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

監 督 職 員 事 務 所

電気保安技術者の適用

５

６

７

８

貸与資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

引渡しを要するもの ※ 無し ・ 有り（ ・ 機器類 ・ 金属配管、ダクト類 ・     ）

特別管理産業廃棄物 ※ 無し ・ 有り（ ・ 配管用保温材 ・  　　　　　　　　　 ）

アスベスト含有設備資機材（ガスケット、パッキン、たわみ継手等）は関係法令に従

い適切に処理を行う。引渡しを要するもの以外は構外に搬出適切処理とする。

フロン、臭化リチウム液、残油処理の　搬出・処分費（ ※ 本工事 　・　別途工事）

発 生 材 の 処 理 等
計 装 工 事 の 配 線

②電気式の調節器（サーモ・ヒューミ等）用電線

弱電信号、通信線を除く制御線

４

１ 一 般 事 項

※　週休2日促進工事について

・本工事は、週休2日促進工事の対象である。週休2日促進工事特記仕様書を参照する

こと。

・指定なし　※ 指定あり（監督職員と協議するものとする。）

※本工事は、週休2日促進工事の対象外である。

【図面名称】

【工事名称】

検収印

【図面番号】

　　　　　・　印　　※　印の場合は両方を適用する。

 ・ 浄 化 槽 設 備

 ・ 消 火 設 備

 ・ 既設桝

用途：①電源線、接地線

（　・　印の付いたものを適用する）

 ・ 空 気 調 和 設 備

 ・ 排 煙 設 備

　　　２）特記事項のうち選択する事項は ・ 印の付いたものを適用する。ただし、 ・ 印のない場合は※印を適用する。

 ・ 換 気 設 備

１

電源種別は　※　ＡＣ電源　・　乾電池　・　自己発電

※　個別感知方式（　※　ＡＣ電源　　・　乾電池　）　・　手動式　・自己発電

Ｍ-01

４

提出部数　※　１部　　・　　部

38

e2（Ｐ）ｄ（Ｐ）c2（Ｇ）

c2（Ｇ）

 ・ 公共下水道 ・ 浄化槽（    m3）

a2（Ｇ）

・　カラーパイプ（ＶＰ）（露出）

４）通　気　管 ・　配管用炭素鋼鋼管（白管）・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

暗 渠

a2（Ｇ）

a2（Ｇ）

機械設備工事特記仕様書

・　配管用炭素綱鋼管（白管) ※ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＰ）

３）丸ダクト　※スパイラルダクト　・ 硬質ポリ塩化ビニル管（ＶＵ）

機械設備工事特記仕様書

新見労働基準監督署屋上防水及び内装改修工事
岡山県新見市新見811-1

庁舎

換気設備新設

　　・　公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（最新版）」（以下、「標準仕様書」という。）

　　・　公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（最新版）」（以下、「改修標準仕様書」という。）

　　・　公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（最新版）」（以下、「標準図」という。）

機械設備工事機材承諾図様式集（最新版）によるほか、監督員の指示による。

 ※ １種換気 ・ ２種換気 ・３種換気

 新見労働基準監督署屋上防水及び内壁等改修工事



１階平面図　S：1/100

Ｎｏ．

新見労働基準 監督署屋上防 水及び内壁等 改修工事
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２階平面図　S：1/100
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特記なき配管配線は下記とする。

新規電気設備

MMA メタルモールＡ　保護部分を示す。

ＥＭ－ＥＥＦ１.６mm－２Ｃ　（天井内）

ＥＭ－ＥＥＦ１.６mm－４Ｃ　（天井内）

ジョイントボックス

コントロールスイッチ

EM-02

屋上階平面図　S：1/100
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電気 機械設備
１ ，２階・屋上 階平面図

換　気　機　器　表

※腰壁穴明の際はできるだけ鉄筋を傷つけないようにすること。

電動機(消費電力)
備     考
（参考型番）φ-V KW (W)

HEX-1 全熱交換器 1-100

機外静圧(Pa)

機外静圧(Pa)

給気風量(ｍ3/h)

全熱交換効率（冷房時）

全熱交換効率（暖房時）

排気風量(ｍ3/h)

会議室

認定室

署長室

1

1

1

床置型

60

60

500

500

48

43

(220)

※全熱交換器の全熱交換効率は、JIS B 8628に規定された定格時エンタルピ交換効率とする。

(付属品)　コントロールスイッチ・丸型フード

SCF-50LS2（三菱）同等

PG-02SCP2（三菱）同等

P-23FSQ5（三菱）同等

設 置 場 所 台数機        器        仕        様機器記号 名         称

1事務室

備　考設置場所数量

3

空　調　機　器　表

記　号 機器名

- 室外機

仕　様

屋上14.0kw以下

腰壁穴明220φ腰壁穴明220φ 腰壁穴明220φ

腰壁穴明220φ

L-1：MLB520A　1コ新設

L-2：予備ﾌﾞﾚｰｶｰへ接続

室外機　取外し・再取付 室外機　取外し・再取付

900400 900400 900400

900400

900400 900400 900400

900400


